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１ 趣旨 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第２６条の規定により、教育委員会は、毎年、そ

の権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書

を作成し、議会に提出するとともに、公表することとされています〔図表１〕。 

この法の趣旨に基づき、効果的な教育行政の推進に資するとともに、市民に対する説明責任を 

果たすことを目的として、越谷市教育委員会の事務に関する点検及び評価を実施するものです。

図表１：地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教

育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第３項の規定により

事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について

点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出すると

ともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を

有する者の知見の活用を図るものとする。 

Ⅰ 教育委員会の事務に関する点検評価の概要 
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２ 越谷市教育委員会の事務に関する点検評価について 

教育振興基本計画に基づき長期的な視野に立って教育行政を推進していくためには、Ｐ（Plan：計

画）、Ｄ（Do：実行）、Ｃ（Check：点検・評価）、Ａ（Action：改善）のマネジメントサイクルによる

進行管理の中で毎年度点検・評価を実施し、評価結果を十分に活用して次年度以降の具体的な事業を

検討することが必要です〔図表２〕。そこで、「第２期越谷市教育振興基本計画」（平成２８年度から

令和２年度）の初年度である平成２８年度実施事業を対象とした平成２９年度の点検評価からは、主

な取り組みすべてに分かりやすい指標を設定し、これらの指標を施策の目的達成に対する目安とする

ほか、主な取り組みごとの評価に加えて、施策レベルによる評価を取り入れることで、各施策の成果

を検証しております。また、施策の推進にあたっては、数値目標の達成のみにとらわれることなく、

市民満足度として当事者や参加者の意欲向上につながるよう配慮し、そのような視点に基づいた点

検・評価を行うとともに、より専門的な見地からの外部評価を行うため、教育に関し学識経験を有す

る者の知見を活用します。 

令和３年度につきましても、同様の趣旨から、「第２期越谷市教育振興基本計画」の５年目となる

令和２年度に実施した事業を対象として、引き続き教育委員会の事務に関する点検評価を行いました。 

点検評価は、単に評価（Check）をすること自体が目的ではなく、その結果を改革・改善（Action）

につなげていくことこそが肝要です。本報告書における評価結果を真摯に受け止め、評価から課題を

見いだし、改善に努めることで、施策のより一層の充実と効果的な推進を図り、本市教育行政の基本

理念である「生涯学習社会の実現」をめざして、教育の振興に取り組んでまいります。

図表２：教育施策に係るＰＤＣＡのマネジメントサイクルにおける点検評価の位置付け 

教育施策に係るＰＤＣＡのマネジメントサイクル

＜ イメージ図 ＞ 

計画・予算 第４次越谷市総合振興計画 

いきいきとだれもが夢に向かって輝く越谷教育プラン 

－第２期越谷市教育振興基本計画－

Ｐ 

次年度教育施策 

次年度予算編成 

改革・改善 

Ａ 

事業実施 

予算執行 

教育行政方針 

教育行政重点施策 

Ｄ 

点検評価 

施策総合評価 
決 算 

Ｃ 

事務事業評価 
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１ 点検評価の内容 

 対象 

第２期越谷市教育振興基本計画では、教育施策を推進していくにあたって、第１期計画と同様

の基本理念および３つの基本目標のもと、８つの施策の方向、２７の施策、９８の主な取り組み

を設定しています。 

 その中で、第４階層にあたる９８の主な取り組みごとに評価を行い、それらの評価を総合して

第３階層である施策の評価とする点検評価を実施しました。

 実施方法 

 施策ごとに評価表を作成することで点検評価を実施しました。 

評価表においては、主な取り組みごとに成果、課題、進捗状況等を踏まえ４段階で評価し、そ

れらの評価を総合して８段階での施策の総合評価を実施しました。

① 施策の総合評価について 

【施策目標】として、第２期計画期間中にめざすべき施策ごとの目標を定めたうえで、【施

策に対する総合評価】として、施策を構成する主な取り組みの進捗状況や課題等を総合的に判

断して施策を評価しました。 

 ② 主な取り組みごとの評価について 

令和２年度に実施した事業内容を振り返り、成果や次年度以降に取り組むべき課題について

記述しました。さらに、主な取り組みごとに目標達成に対する目安となるような指標を掲げ、

その進捗状況等を確認することで、主な取り組みを評価しました。 

③ 評価基準について 

主な取り組みの評価については、成果・課題・指標の進捗状況等を踏まえて、４段階〔図表

３〕で評価しました。施策総合評価については、各主な取り組みの評価結果を数値化し、平均

値に基づき８段階〔図表４〕で評価しました。 

※令和２年度については、新型コロナウイルス感染症の影響により、多数の事業が中止、または手

法を変更するなどして取り組んでいることから、評価基準に基づいた評価が困難な主な取り組み

については、統一的に「Ｃ」評価としています。

図表３：主な取り組みの評価基準 

評価 内容 点数 

Ａ 十分な成果が得られており、大きな課題はない １００ 

Ｂ 一定の成果が得られているが、少し課題がある ７０ 

Ｃ 成果が十分とはいえず、やや大きな課題がある ４０ 

Ｄ 成果が得られておらず、大きな課題がある １０ 

Ⅱ 令和３年度の点検評価 
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図表４：施策の評価基準 

評価 点数 評価 点数

Ａ＋ ９０超 Ｃ＋ ５０以上～６０未満 

Ａ－ ８０超～９０以下 Ｃ－ ４０以上～５０未満 

Ｂ＋ ７０以上～８０以下 Ｄ＋ ３０以上～４０未満 

Ｂ－ ６０以上～７０未満 Ｄ－ ３０未満 

 教育外部評価 

 点検評価を行うにあたり、評価の客観性および透明性を確保し、より効果的なものとするため、

２７の施策のうち４項目について、教育に関し学識経験を有する者によるヒアリングを実施しま

した。 

教育外部評価として、評価表における成果、課題、指標の進捗状況等を踏まえたうえで、施策

に対する評価を受けるとともに、点検評価全体を通しての総合的なご意見をいただきました。

① 教育外部評価者 

教育外部評価者として、３名の教育に関し学識経験を有する者〔図表５〕からご意見をいた

だきました。 

図表５：教育外部評価者 

氏名 役職等 

大
おお

 友
とも

  みどり 十文字学園女子大学 非常勤講師 

加
か

 藤
とう

   理
おさむ

文教大学 教育学部 学校教育課程 教授 

髙
たか

 橋
はし

  宏
ひろ

 至
し

埼玉県立大学 保健医療福祉学部 健康開発学科 教授 

② 教育外部評価の対象とした施策 

 教育外部評価の対象として、「第２期越谷市教育振興基本計画」に位置付けられた２７の施

策から、新規・拡充事業の有無や過去に実施した外部評価等を鑑み、教育委員会会議を経て４

項目〔図表６〕を選定しました。 

図表６：教育外部評価の対象とした施策 

基本目標 施策 担当課所 

基本目標１ 
健康教育の充実 

学務課 

指導課 

地域に根ざした特色ある学校づくり 指導課 

基本目標２ 自然体験や科学体験の充実 
生涯学習課 

科学技術体験センター 

基本目標３ 活動機会の充実 スポーツ振興課 

５０音順・敬称略 
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２ 評価表の見方 
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１ 教育内部評価の実施結果 

 施策総合評価結果 

評価 内容 施策数 構成比 

Ａ＋ ９０超 ０ ０.０％ 

Ａ－ ８０超～９０以下 ４ １４.８％ 

Ｂ＋ ７０以上～８０以下 １２ ４４.５％ 

Ｂ－ ６０以上～７０未満 ３ １１.１％ 

Ｃ＋ ５０以上～６０未満 ７ ２５.９％ 

Ｃ－ ４０以上～５０未満 １ ３.７％ 

Ｄ＋ ３０以上～４０未満 ０ ０.０％ 

Ｄ－ ３０未満 ０ ０.０％ 

合     計 ２７ １００％ 

 主な取り組みごとの評価結果 

評価 内容 取り組み数 構成比 

Ａ 十分な成果が得られており、大きな課題はない １４ １４.３％ 

Ｂ 一定の成果が得られているが、少し課題がある ６９ ７０.４％ 

Ｃ 成果が十分とはいえず、やや大きな課題がある １４ １４.３％ 

Ｄ 成果が得られておらず、大きな課題がある １ １.０％ 

合     計 ９８  １００％ 

４段階で自己評価を行った主な取り組みごとの評価結果については、９８の主な取り組みのう

ち、Ａ評価「十分な成果が得られており、大きな課題はない」が１４項目（全体の１４.３％）、

Ｂ評価「一定の成果が得られているが、少し課題がある」が６９項目（全体の７０.４％）、Ｃ評

価「成果が十分とはいえず、やや大きな課題がある」が１４項目（全体の１４.３％）、Ｄ評価「成

果が得られておらず、大きな課題がある」は１項目（全体の１.０％）でした。 

その結果、８段階での施策総合評価結果については、２７の施策のうち、Ａ＋が０項目、Ａ－

が４項目（全体の１４.８％）、Ｂ＋が１２項目（全体の４４.５％）、Ｂ－が３項目（全体の１１.

１％）、Ｃ＋が７項目（全体の２５.９％）、Ｃ－が１項目（全体の３.７％）、Ｄ＋およびＤ－は

０項目という結果となりました。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響により、評価基準に基づいた評価が困難な主な取り組

みについては、統一的に「Ｃ」評価としたことから、昨年度の点検評価と比較してその割合が増

加しました。

Ⅲ 教育内部評価 
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R2年度 R3年度

施策の方向

施策 Ｂ+ Ｃ+ 22

Ｂ Ｂ 22

Ｂ Ｂ 22

Ｂ Ｃ 23

Ｂ Ｃ 23

Ｂ Ｂ 23

施策 Ｂ+ Ｂ+ 24

Ｂ Ｂ 24

Ｂ Ｂ 24

Ｂ Ｂ 25

施策 Ｂ+ Ｂ+ 26

Ｂ Ｂ 26

Ｂ Ｂ 26

施策 Ｂ+ Ｂ- 27

Ｂ Ｂ 27

Ａ Ｃ 27

Ｂ Ｂ 27

施策の方向

施策 Ａ+ Ｂ+ 29

Ａ Ｂ 29

Ａ Ｂ 29

施策 Ａ- Ｂ+ 30

Ｂ Ｂ 30

Ａ Ｂ 30

Ａ Ａ 31

施策 Ｂ+ Ｂ+ 32

Ｂ Ｂ 32

Ｂ Ｂ 32

Ｂ Ｂ 33

施策 Ａ- Ａ- 34

Ａ Ａ 34

Ａ Ａ 34

Ｂ Ｂ 34

①小中学校における英語教育の推進と語学指導助手（ＡＬＴ）の活用

②日本伝統文化推進事業の推進

③国際理解教育の推進

（１）安全教育の充実

（２）指導内容の充実と指導方法の工夫改善

①指導内容・指導方法の改善

②学力調査等の活用

③教科用図書関連事業の推進

（３）環境教育の充実

①自然保護や環境保全活動の推進

掲載ページ

主な取り組み

主な取り組み

主な取り組み

主な取り組み

（１）時代に即した学校教育の推進

①ⅠＣＴを活用した教育の充実

②情報モラル教育の推進

名称

（４）伝統文化を尊重し国際性を育む教育の推進

③学校図書館の充実

主な取り組み

主な取り組み

主な取り組み

②環境教育における教材の充実と活用の推進

②いじめ・不登校の未然防止、早期発見、早期解消

③不登校児童生徒への教育的支援

２　教育内部評価結果一覧

主な取り組み

①防災教育の充実

②交通安全・防犯教育の充実

④進路指導・キャリア教育の推進

⑤科学技術教育の推進

※太枠は教育外部評価対象となった施策

　１　自立して生きていくための基礎となる確かな学力を育む

　２　自立して生きていくための基礎となる健康な心と体を育む

（２）心の教育の充実

①道徳教育の振興

②きめ細かな生徒指導体制の充実

③体験活動の充実

（３）教育相談の充実

①教育相談体制の充実

③情報モラル教育の推進（再掲）

（４）学校教育における人権教育の推進

①教職員研修の充実

②人権教育啓発活動の充実

教育内部評価
階層

（基本目標１）生きる力を育む学校教育を進める
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R2年度 R3年度

施策 Ｂ+ Ｃ+ 35

Ｂ Ｂ 35

Ｂ Ｃ 35

施策 Ｂ+ Ｂ- 36

Ｂ Ｂ 36

Ｂ Ｃ 36

Ｂ Ｂ 36

Ｂ Ｂ 37

　施策の方向

施策 Ｂ+ Ｂ+ 39

Ｂ Ｂ 39

Ｂ Ｂ 39

Ｂ Ｂ 40

Ｂ Ｂ 40

Ｂ Ｂ 40

Ｂ Ｂ 41

Ｂ Ｂ 41

Ｂ Ｂ 41

Ｂ Ｂ 41

施策 Ｂ+ Ａ- 42

Ｂ Ｂ 42

Ｂ Ａ 42

Ｂ Ａ 42

施策 Ａ- Ａ- 43

Ｂ Ｂ 43

Ｂ Ｂ 43

Ａ Ａ 43

Ａ Ａ 44

Ｂ Ｂ 44

施策 Ａ- Ａ- 45

Ａ Ａ 45

Ａ Ａ 45

Ｂ Ｂ 46

教育内部評価
掲載ページ

（５）健康教育の充実

主な取り組み

主な取り組み

主な取り組み

（２）義務教育施設の整備と充実

①安全な学校施設の整備と充実

②快適な学校環境の整備と充実

③教育情報の収集・発信および教育ネットワークの管理・運用

（３）教職員の資質向上と研修環境の充実

①栄養管理の充実

②食に関する指導の充実

③衛生管理の徹底

④給食センター施設の管理

主な取り組み

主な取り組み

（１）教育支援体制の充実

①教育委員会の適切な運営

②中学校選択制の推進

③多様な就学機会への支援

④幼保小の連携

階層 名称

⑤幼稚園教育の振興

①教職員研修の充実

⑥小中一貫教育の推進

⑦特別支援教育支援員等の配置

⑧児童生徒一人ひとりのニーズに応じた特別支援教育の推進

⑨学校への訪問指導の充実

主な取り組み

②人事評価制度を活用した目標達成

③教育研究員および学校教育団体による研究の推進

④地域の大学との連携

⑤教職員の健康の維持と管理

　３　信頼される、質の高い教育環境をつくる

①児童生徒の体力向上と健康教育の推進

②学校保健の充実

（６）学校給食の充実と食育の推進

（４）地域に根ざした特色ある学校づくり

①学校評価の充実

②学校応援団の推進

③部活動等の充実および外部指導者の派遣
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R2年度 R3年度

　施策の方向

施策 Ｂ+ Ｃ+ 48

Ｂ Ｂ 48

Ｂ Ｃ 48

施策 Ａ- Ｃ+ 49

Ａ Ｂ 49

Ｂ Ｃ 49

Ｂ Ｃ 50

Ａ Ｂ 50

施策 Ｂ+ Ｃ- 51

Ｂ Ｃ 51

Ｂ Ｃ 51

施策 Ｃ+ Ｃ+ 52

Ｄ Ｄ 52

Ａ Ａ 52

施策 Ｂ+ Ｂ+ 53

Ｂ Ｂ 53

Ｂ Ｂ 53

Ｂ Ｂ 54

Ｂ Ｂ 54

Ｂ Ｂ 54

Ｂ Ｂ 55

Ｂ Ｂ 55

施策の方向

施策 Ｂ+ Ｃ+ 57

Ｂ Ｃ 57

Ｂ Ｂ 57

施策 Ｂ+ Ｃ+ 58

Ｂ Ｃ 58

Ｂ Ｂ 58

施策 Ｂ+ Ｂ- 59

Ｂ Ｂ 59

Ａ Ａ 59

Ｂ Ｃ 60

Ｂ Ｃ 60

階層 名称
教育内部評価

掲載ページ

⑤子ども読書活動の推進

②啓発活動の推進

②埋蔵文化財の保護

③大間野町旧中村家住宅の利活用の促進

④旧東方村中村家住宅の利活用の促進

（３）文化財の保存と活用

①文化財の保存と活用

⑥野口冨士男文庫の運営

⑦図書館の適切な管理

（１）芸術文化活動の推進

①市民との連携による発表機会の充実

②越谷コミュニティセンターの利用促進
主な取り組み

主な取り組み

主な取り組み

（４）自然体験や科学体験の充実

①あだたら高原少年自然の家の利用促進

②科学技術体験センター事業の充実

（５）図書館の充実

（２）特色ある地域文化の振興と普及

①伝統文化の振興と継承

②日本文化伝承の館こしがや能楽堂の利用促進

①図書館機能の充実

②図書館サービスの充実

③図書館システムの活用

④図書館文化活動の推進

主な取り組み

主な取り組み

主な取り組み

主な取り組み

主な取り組み
③人材育成の支援

④公民館機能の充実

（３）社会教育における人権教育の推進

①人権教育推進事業の充実

（１）生涯学習推進体制の充実

①市民との協働による推進体制の充実

②関係機関と連携した推進体制の充実

（２）学習活動の充実と学習成果の活用

①家庭の教育力の向上

②ライフステージ・ライフスタイルに対応した学習機会の充実

　１　生涯を通じた学習活動を推進する

　２　芸術文化活動を推進し、伝統文化を継承する

（基本目標２）生涯にわたる学びを充実し、地域の文化を創造する
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R2年度 R3年度

　施策の方向

施策 Ｂ+ Ｂ+ 62

Ｂ Ｂ 62

Ｂ Ｂ 62

Ａ Ｂ 62

施策 Ａ- Ｂ+ 63

Ａ Ｂ 63

Ａ Ｂ 63

Ａ Ｂ 63

Ｂ Ｂ 64

Ｂ Ｂ 64

Ｂ Ｂ 64

Ａ Ｂ 64

　施策の方向

施策 Ａ- Ｂ+ 66

Ａ Ｂ 66

Ｂ Ｂ 66

Ａ Ａ 66

施策 Ｂ+ Ｂ+ 67

Ａ Ｂ 67

Ｂ Ｂ 67

Ｂ Ｂ 67

施策の方向

施策 Ｂ+ Ｂ+ 69

Ｂ Ｂ 69

Ａ Ａ 69

Ａ Ａ 69

Ｂ Ｂ 70

Ｂ Ｂ 70

Ｂ Ｂ 70

Ｂ Ｂ 70

階層 名称
教育内部評価

掲載ページ

⑥学校体育館施設の活用

⑦自然を活用したレクリエーション施設の整備と検討

①スポーツ・レクリエーション施設の利用環境の向上

②総合体育館の利活用の促進

③地域体育館の利用促進

④屋外体育施設の利活用の促進

⑤市民プールの利用促進

（２）指導者の養成と確保

①スポーツ推進委員への支援

②スポーツリーダーバンクの充実

③スポーツ医・科学の専門家との連携

（１）施設の充実と利用促進

⑦スポーツ観戦機会の充実

（１）組織の充実

①活動団体への支援

②総合型地域スポーツクラブに関する情報提供

③スポーツボランティアの養成と登録

②スポーツ講習会等の学習機会の提供

③子どもの健康・体力づくりの支援

④成人の健康・体力づくりの支援

⑤高齢者の健康づくりの支援

⑥障がい者の健康づくりの支援

　２　スポーツ・レクリエーション活動を支援する体制の充実を図る

　３　スポーツ・レクリエーション施設の充実を図る

②相談への対応の充実

③参加者への支援

（２）活動機会の充実

①多様な機会を活用した参加促進

（１）活動環境の充実

①多様な機会を活用した情報提供

主な取り組み

主な取り組み

主な取り組み

主な取り組み

主な取り組み

　１　健康ライフスタイルづくりを支援する

（基本目標３）生涯にわたりスポーツ・レクリエーションに親しめる環境をつくる
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（基本目標１）生きる力を育む学校教育を進める

H28年度末
現況値

H29年度末
現況値

H30年度末
現況値

R元年度末
現況値

R2年度末
現況値

％ 92.0 88.7 80.8 81.3 85.6 100

％ 92.0 88.7 80.8 81.3 85.6 －

％ 93.1 91.0 89.8 88.8 91.6 100

％ 93.1 91.0 89.8 88.8 91.6 －

件 25 29 42 67 75 15

％ 60.0 51.7 35.7 22.4 20.0 －

冊 20 21 24 24 21 26

％ 76.9 80.8 92.3 92.3 80.8 －

％ 82.0 81.7 82.3 81.0 － 85.0

％ 96.5 96.1 96.8 95.3 － －

学級 257 577 893 1,200 1,417 1,300

％ 19.8 44.4 68.7 92.3 109.0 －

人 910 1,898 2,796 3,693 3,693 4,600

％ 19.8 41.3 60.8 80.3 80.3 －

種類
14

（14／22）
18

（18／22）
17

（17／22）
17

（17／18）
－

18
（18／18）

％ 63.6 81.8 77.3 94.4 － －

人 29 97 173 256 339 200

％ 14.5 48.5 86.5 128.0 169.5 －

％ 20.0 40.0 60.0 78.6 100 100

％ 20.0 40.0 60.0 79 100 －

％ 95.0 95.6 95.6 95.6 88.9 100

％ 95.0 95.6 95.6 95.6 88.9 －

％ 97.2 97.0 98.8 98.4 97.7 100

％ 97.2 97.0 98.8 98.4 97.7 －

校 45 45 45 45 18 45

％ 100 100 100 100 40.0 －

％ 89.0 84.5 89.6 72.1 － 95.0

％ 93.7 88.9 94.3 75.9 － －

R2年度末
目標値

日本伝統文化
推進事業の推
進
1-1-(4)-②

伝統文化外部指導
者派遣校数または
伝統芸能鑑賞参加
校数

伝統文化外部指導者の派遣校
数または伝統芸能鑑賞事業への
参加校数

27

国際理解教育
の推進
1-1-(4)-③

生徒の英語による
言語活動時間の割
合が授業の50%
以上の教員の割合

中学校英語教育実施状況調査
における、生徒の英語による言
語活動時間の割合が授業の
50%以上の教員の割合

27

環境教育におけ
る教材の充実と
活用の推進
1-1-(3)-②

環境教育資料ある
いは越谷の環境Ｈ
Ｐを活用している学
校の割合

環境教育資料「しらこばと」（デジ
タル資料含）あるいは越谷の環
境ＨＰを活用している学校の割
合

26

小中学校における
英語教育の推進と
語学指導助手
（ALT）の活用
1-1-(4)-①

ALT活用に関わる
3項目の平均値

外国語活動指導状況調査・英語
指導状況調査におけるALT活
用に関わる3項目の平均値

27

教科用図書関
連事業の推進
1-1-(2)-③

教科書展示会にお
ける一般・保護者
の来場者数

教科書展示会における一般・保
護者の来場者数（平成28年度
からの累計）

25

自然保護や環
境保全活動の
推進
1-1-(3)-①

ビオトープ整備実
施率

ビオトープ整備済校／ビオトープ
設置校数（15校）

26

指導内容・指導
方法の改善
1-1-(2)-①

市内統一発表日
（年2日間）におけ
る参加教職員数

市内統一発表日（年2日間）にお
ける参加教職員数（平成28年度
からの累計）

24

学力調査等の
活用
1-1-(2)-②

全国および埼玉県
学力・学習状況調
査の平均正答率を
上回った調査種別
の数

全国および埼玉県学力・学習状
況調査の平均正答率を上回った
調査種別の数

24

ＩＣＴリテラシー指導
力

教育の情報化実態調査におい
て、情報モラルなどの指導が「わ
りにできる」、「ややできる」と答え
た教職員数／全教職員数

22

ネットトラブルの件
数

ネットトラブルの件数（年間）

進路指導・キャ
リア教育の推進
1-1-(1)-④

将来の夢や目標を
もっている児童生
徒の割合

全国学力・学習状況調査におい
て、「将来の夢や目標を持ってい
ますか」の問いに「当てはまる」、
「どちらかといえば、当てはまる」
と答えた児童生徒の割合

23

学校図書館の
充実
1-1-(1)-③

科学技術教育
の推進
1-1-(1)-⑤

科学体験メニュー
等の活用学級数

科学技術体験センターにおける
科学体験メニュー等の各学校に
おける活用学級数（平成28年度
からの累計）

23

情報モラル教育
の推進
1-1-(1)-②

22

児童生徒1人あたり
の貸出冊数

小中学校の学校図書館における
児童生徒1人あたりの貸出冊数
（年間）

23

３　主な取り組みごとの指標達成状況一覧

掲　載
ページ

22

上段：実績および見込
下段：目標値に対する達成率

主な取り組み 単位指標名 指標の考え方

教育の情報化実態調査におい
て、ICTを活用した指導が「わり
にできる」、「ややできる」と答え
た教職員数／全教職員数

教員のＩＣＴ活用指
導力

ＩＣＴを活用した
教育の充実
1-1-(1)-①
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H28年度末
現況値

H29年度末
現況値

H30年度末
現況値

R元年度末
現況値

R2年度末
現況値

中学
校区

14 15
台風のため
中止

15 － 15

％ 93.3 100 - 100 － －

校 45 45 45 45 45 45

％ 100 100 100 100 100 －

校 41 41 42 43 － 45

％ 91.1 91.1 93.3 95.6 － －

校 20 8 7 7 4 45

％ 44.4 17.8 15.6 15.6 8.9 －

％ 77.8 100 100 100 100 100

％ 77.8 100 100 100 100 －

％
小　0.20
中　2.03

小　0.35
中　2.04

小　0.29
中　2.70

小　0.38
中　3.20

小 0.46
中 3.28

小　0.17
中　2.00

％
小　85.0
中　98.5

小　48.5
中　98.0

小　58.6
中　74.1

小　44.7
中　62.5

小　37.0
中　６１.0

－

％ 100 88.3 93.4 81.8 64.0 100

％ 100 88.3 93.4 81.8 64.0 －

％ 95.5 100 100 100 100 100

％ 95.5 100 100 100 100 －

％ 100 100 100 100 100 100

％ 100 100 100 100 100 －

部 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

％ 100 100 100 100 100 －

％ 93.1 91.0 89.8 88.8 91.6 100

％ 93.1 91.0 89.8 88.8 91.6 －

件 25 29 42 67 75 15

％ 60.0 51.7 35.7 22.4 20.0 －

％
小　83.1
中　85.1

小　83.6
中　86.4

小　 84.8
中　 86.6

小　83.8
中　86.6

－
小　 82.0
中　 87.0

％
小 101.3
中   97.8

小 101.9
中   99.3

小　103.4
中    99.5

小　102.2
中　99.5

－ －

％ 15.6 13.3 48.9 37.7 － 50.0

％ 31.2 26.6 97.8 75.4 － －

回 3.69 3.70 3.75 3.78 3.76 3.75

％ 98.4 98.7 100 100.8 100.3 －

学校保健の充
実
1-2-(5)-②

学校歯科医による
「よい歯の教室」実
施率

学校歯科医による「よい歯の教
室」実施校数／全小中学校数

35

栄養管理の充
実
1-2-(6)-①

米飯回数
米飯を中心とした給食献立の回
数（週間）

36

ネットトラブルの件
数

ネットトラブルの件数（年間） 34

児童生徒の体
力向上と健康教
育の推進
1-2-(5)-①

新体力テストにお
ける「体力総合得
点上位の値」の市
平均値

新体力テストにおける「体力総合
得点上位（A＋B＋C）の値」の
市平均値

35

情報モラル教育
の推進（再掲）
1-2-(4)-③

人権教育啓発
活動の充実
1-2-(4)-②

パンフレット配布数
人権教育に関するパンフレットの
配布数（年間）

34

ＩＣＴリテラシー指導
力

教育の情報化実態調査におい
て、情報モラルなどの指導が「わ
りにできる」、「ややできる」と答え
た教職員数／全教職員数

34

不登校児童生
徒への教育的
支援
1-2-(3)-③

適応指導教室から
の学校復帰率

適応指導教室に通室する児童生
徒のうち、学校に復帰した割合
（一部復帰、部分復帰を含む）

33

教職員研修の
充実
1-2-(4)-①

人権教育研修会に
おける教職員の参
加率

参加教職員数／参加予定教職
員数

34

教育相談体制
の充実
1-2-(3)-①

不登校発生率
不登校により年間累計30日以
上欠席した児童および生徒の割
合

32

いじめ・不登校
の未然防止、早
期発見、早期解
消
1-2-(3)-②

認知されたいじめ
についての解消率

認知されたいじめについての解
消率

32

中学校とその中学校に進学する
小学校との合同防災訓練の実施
数（学区単位）

きめ細かな生徒
指導体制の充
実
1-2-(2)-②

生徒指導出前研修
会の開催校数

生徒指導出前研修会の開催校
数

30

体験活動の充
実
1-2-(2)-③

「体験活動により豊
かな心が育まれた」
と回答した学校の
割合

緑の学校ファームに関するアン
ケート（県）において、同項目を
選択した小中学校数／全小中学
校数

31

交通安全・防犯
教育の充実
1-2-(1)-②

登下校時の見守り
活動および登下校
指導の実施校数

登下校時の見守り活動および登
下校指導の実施校数

29

道徳教育の振
興
1-2-(2)-①

道徳の授業を家
庭・地域に公開して
いる学校数

道徳の授業を家庭・地域に公開
している学校数

30

主な取り組み 指標名 指標の考え方
掲　載
ページ

単位

上段：実績および見込
下段：目標値に対する達成率 R2年度末

目標値

29
防災教育の充
実
1-2-(1)-①

小中学校合同防災
訓練の実施校数

- 14 -



H28年度末
現況値

H29年度末
現況値

H30年度末
現況値

R元年度末
現況値

R2年度末
現況値

回 7,422 8,853 10,303 11,687 12,444 12,500

％ 59 70.8 82.4 93.5 99.6 －

％ 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 100

％ 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 －

％ 100 100 100 92.0 99.0 100

％ 100 100 100 92.0 99.0 －

人 12 14 13 24 8 20

％ 60.0 70.0 65.0 120.0 40.0 －

％ 92.1 91.6 91.6 91.7 92.8 95.0

％ 96.9 96.4 96.4 96.5 97.7 －

件 24 30 26 36 32 50

％ 48.0 60.0 52.0 72.0 64.0 －

点 4.56 4.59 4.57 4.60 － 4.80

％ 95.0 95.6 95.2 95.8 － －

％ 66.0 65.0 62.4 65.4 62.6※ 70.0

％ 94.3 92.9 89.1 93.4 89.4 －

％ 94.1 95.6 95.3 95.4 95.0 98.0

％ 96.0 97.6 97.2 97.3 96.9 －

％ 82.1 87.2 85.0 94.7 92.7 90.0

％ 91.2 96.9 94.4 105.2 103.0 －

校 14 43 44 42 42 45

％ 31.1 95.6 98 93.3 93.3 －

回 85.5 100.3 98.5 91.6 79.0 100

％ 85.5 100.3 98.5 91.6 79.0 －

％ 71.1 73.3 75.5 77.7 77.7 100

％ 71.1 73.3 75.5 77.7 77.7 －

％ 27.7 29.3 31.5 43.7 62.1 50.0

％ 55.4 58.6 63.0 87.4 124.2 －

％ 0 0 13.2 19.6 38.3 30.0

％ 0 0 44.0 65.3 127.7 －

教育委員会の
適切な運営
1-3-(1)-①

教育委員会会議傍
聴者数

教科書採択を除いた教育委員
会会議の傍聴者数（年間）

39

衛生管理の徹
底
1-2-(6)-③

検便検査実施率
給食関係職員の検便検査実施
率

36

給食センター施
設の管理
1-2-(6)-④

学校給食センター
稼働率

学校給食センターの稼働率（年
間）

37

教育情報の収
集・発信および
教育ネットワー
クの管理・運用
1-3-(2)-③

校務支援システム導入後に削減
された校務にかかる時間数／シ
ステム導入前の校務にかかる時
間数

42

41

小中学校施設のバ
リアフリー化率

福祉環境整備済小中学校数／
全小中学校数

42

快適な学校環
境の整備と充実
1-3-(2)-②

学校施設のトイレ
洋式化率

洋式化整備済みトイレ数／全小
中学校トイレ数

42

入学準備金貸付件
数

入学準備金の貸付件数（年間） 40

幼保小の連携
1-3-(1)-④

幼保小連携推進研
修会参加者の満足
度（最高値5）

中学校選択制に関するアンケー
ト調査において、「とてもよい」、
「まあまあよい」と回答した方の
割合

39
中学校選択制満足
度

児童生徒一人
ひとりのニーズ
に応じた特別支
援教育の推進
1-3-(1)-⑧

個別の教育支援プ
ランの作成校数

安全な学校施
設の整備と充実
1-3-(2)-①

幼稚園等就園率

特別支援教育
支援員等の配
置
1-3-(1)-⑦

特別支援教育支援
員配置希望校への
配置割合

小中一貫教育
の推進
1-3-(1)-⑥

幼稚園教育の
振興
1-3-(1)-⑤

掲　載
ページ

指標の考え方
R2年度末
目標値

上段：実績および見込
下段：目標値に対する達成率

中学校選択制
の推進
1-3-(1)-②

40

食に関する指導
の充実
1-2-(6)-②

研修会に参加した小学校教員へ
の研修アンケートにおいて、「教
育実践に役立つ」と評価した平
均（5段階評価）

40

（幼稚園の園児数＋認定こども
園(教育部分)の園児数）／3～5
才児人口
※3歳～5歳の人口で算出した参考値

食に関する指導および講習会等
の実施回数（平成23年度からの
累計）

36

教師の授業改善評
価5段階評価のう
ち上位3段階の割
合

通常の学級に在籍する、特別な
教育的ニーズのある児童生徒に
対する個別の教育支援プランの
作成校数

41

教師の授業改善のための自己
評価において、「よくできてい
る」、「できている」、「だいたいで
きている」と答えた教職員数／全
教職員数

41

特別支援教育支援員の配置校
数／配置要望校数

41

指導主事1人あたりの学校訪問
回数（年間）

単位指標名主な取り組み

食に関する指導お
よび講習会等の実
施回数

多様な就学機
会への支援
1-３-(1)-③

学校への訪問
指導の充実
1-3-(1)-⑨

指導主事1人あたり
の学校訪問回数

校務時間削減率
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H28年度末
現況値

H29年度末
現況値

H30年度末
現況値

R元年度末
現況値

R2年度末
現況値

％ 85.3 91.0 91.6 85.1 81.3 86.0

％ 99.2 105.8 106.5 99.0 94.5 －

％ 42.2 47.2 46.7 48.9 57.8 60.0

％ 70.3 78.7 77.8 81.5 96.3 －

％ 100 100 100 100 100 100

％ 100 100 100 100 100 －

％ 100 100 100 100 100 100

％ 100 100 100 100 100 －

％ 96.6 97.4 96.4 97.9 97.2 100

％ 96.6 97.4 96.4 97.9 97.2 －

校 45 45 45 45 45 45

％ 100 100 100 100 100 －

人 130,000 290,000 420,000 550,000 640,000 500,000

％ 26.0 58.0 84.0 110.0 128.0 －

校 14 14 13 14 14 15

％ 93.3 93.3 86.7 93.3 93.3 －

教職員の健康
の維持と管理
1-3-(3)-⑤

定期健康診断・人
間ドック等受診者
率

定期健康診断・人間ドック等受
診者数／全教職員数

44

人事評価制度
を活用した目標
達成
1-3-(3)-②

教育研究員およ
び学校教育団
体による研究の
推進
1-3-(3)-③

地域の大学との
連携
1-3-(3)-④

指導法改善研究員
のニーズに応じた
地域大学の専門的
教育力の活用率

教育研究員指導法改善部会のう
ち、文教大学教授の指導を受け
た部会の割合

44

「個人の目標は目指
す学校像・重点目標
等の連鎖が意識され
ている」と回答した評
価者の割合

評価者アンケートにおける教職
員の当初申告について、「個人
の目標は目指す学校像・重点目
標等の連鎖が意識されている」
と回答した評価者の割合

43

教育研究員による
成果物の授業での
活用率

教育研究員推進部会が作成した
副読本、ハンドブックを授業等で
活用している学校の割合

43

R2年度末
目標値

46

学校評価の充
実
1-3-(4)-①

学校関係者評価結
果の公表校数

学校関係者評価結果を学校便り
やホームページ等を通じて公表
した学校数

45

45
各学校における教育ボランティア
の人数（平成28年度からの累
計）

外部指導者派遣校
数

部活動に外部指導者の派遣を
受けている中学校数

研修受講者アン
ケートにて「大変分
かりやすかった」と
回答した教職員の
割合

研修後、研修受講者アンケート
にて「大変分かりやすかった」と
回答した教職員の割合

単位

部活動等の充
実および外部指
導者の派遣
1-3-(4)-③

教職員研修の
充実
1-3-(3)-①

学校応援団の
推進
1-3-(4)-②

各学校における教
育ボランティアの人
数

指標の考え方
掲　載
ページ

主な取り組み

43

指標名

上段：実績および見込
下段：目標値に対する達成率
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（基本目標２）生涯にわたる学びを充実し、地域の文化を創造する

H28年度末
現況値

H29年度末
現況値

H30年度末
現況値

R元年度末
現況値

R2年度末
現況値

人 2,028 2,646 3,300 3,753 3,883 3,700

％ 54.8 71.5 89.2 101.4 104.9 －

回 87 178 271 363 414 440

％ 19.8 40.5 61.6 82.5 94.1 －

％ 92.4 91.3 91.1 89.6 － 100

％ 92.4 91.3 91.1 89.6 － －

人 230,027 268,664 306,877 336,845 346,794 379,000

％ 60.7 70.9 81.0 88.9 91.5 －

％ 92.8 92.2 90.0 81.8 － 100

％ 92.8 92.2 90.0 81.8 － －

人 751,133 1,452,807 2,198,815 2,745,398 2,958,382 3,643,800

％ 20.6 39.9 60.3 75.3 81.2 －

人 21,565 25,210 28,840 31,812 32,022 36,000

％ 59.9 70.0 80.1 88.4 89.0 －

回 55 60 60 57 34 60

％ 91.7 100 100 95.0 56.7 －

人 11,064 9,989 2,873 － － 17,000

％ 65.1 58.8 16.9 － － －

人 830,699 999,466 1,169,278 1,306,991 1,322,681 1,338,000

％ 62.1 74.7 87.4 97.7 98.9 －

冊 647,044 652,552 658,644 662,008 665,633 700,000

％ 92.4 93.2 94.1 94.6 95.1 －

冊 1,822,356 1,781,877 1,746,841 1,672,221 894,043 1,900,000

％ 95.9 93.8 91.9 88.0 47.1 －

％ 83.6 83.8 85.7 86.4 92.1 85.0

％ 98.4 98.6 100.8 101.6 108.4 －

人 1,051 1,220 1,240 1,073 － 1,500

％ 70.1 81.3 82.7 71.5 － －

図書館システム
の活用
2-1-(5)-③

資料の予約件数に
占めるインターネッ
トによる予約件数
の割合

資料の予約件数に占めるイン
ターネットによる予約件数の割合

54

図書館文化活
動の推進
2-1-(5)-④

講座・講演会等へ
の参加者数

図書館主催の講座・講演会等へ
の参加者数（年間）

54

図書館機能の
充実
2-1-(5)-①

蔵書冊数
図書館（室）・配本所等の蔵書冊
数

53

図書館サービス
の充実
2-1-(5)-②

貸出冊数（個人）
図書館(室)における年間の貸出
冊数(団体貸出・視聴覚資料の
貸出数は除く)

53

あだたら高原少
年自然の家の
利用促進
2-1-(4)-①

あだたら高原少年
自然の家の利用者
数

あだたら高原少年自然の家の利
用者数（年間）

52

科学技術体験
センター事業の
充実
2-1-(4)-②

科学体験参加者数
科学体験参加者数（平成23年
度からの累計）

52

人権教育推進
事業の充実
2-1-(3)-①

人権教育に関する
講座の参加者数

人権教育に関する講座の参加者
数（平成23年度からの累計）

51

啓発活動の推
進
2-1-(3)-②

啓発活動の実施回
数

人権啓発活動の実施回数（年
間）

51

関係機関と連携
した推進体制の
充実
2-1-(1)-②

生涯学習リーダー・
ボランティア養成講
座参加者の満足度

生涯学習リーダー・ボランティア
養成講座参加者アンケートにお
いて、講座の内容について「大変
よかった」、「よかった」と回答し
た人の割合

50

公民館機能の
充実
2-1-(2)-④

公民館の利用者数
公民館の利用者数（平成28年
度からの累計）

50

家庭の教育力
の向上
2-1-(2)-①

子育て講座参加者
の満足度

子育て講座参加者アンケートに
おいて、講座に参加して「大変よ
かった」、「どちらかというとよ
かった」と回答した人の割合

49

ライフステージ・
ライフスタイルに
対応した学習機
会の充実
2-1-(2)-②

各種学級・講座の
参加者数

生涯学習課および公民館で行う
講座等の参加者数（平成23年
度からの累計）

49

関係機関と連携し
て実施した事業数

関係機関と連携して実施した事
業数（平成28年度からの累計）

人材育成の支
援
2-1-(2)-③

掲　載
ページ

R2年度末
目標値

市民との協働に
よる推進体制の
充実
2-1-(1)-①

生涯学習推進事業
の企画運営の参加
者数

生涯学習推進事業の企画運営
の参加者数（平成25年度からの
累計）

48

48

主な取り組み 指標名 単位

上段：実績および見込
下段：目標値に対する達成率

指標の考え方
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H28年度末
現況値

H29年度末
現況値

H30年度末
現況値

R元年度末
現況値

R2年度末
現況値

冊 556,311 554,369 540,043 516,561 － 580,000

％ 95.9 95.6 93.1 89.1 － －

人 173 214 143 137 － 220

％ 78.6 97.3 65.0 62.3 － －

箇所 1 1 1 1 2 4

％ 25.0 25.0 25.0 25.0 50.0 －

点 1,916 2,215 2,486 2,779 2,779 3,250

％ 59.0 68.2 76.5 85.5 85.5 －

％ 85.6 86.2 84.5 81.4 58.2 100

％ 85.6 86.2 84.5 81.4 58.2 －

人 1,049 1,243 1,445 1,445 1,445 1,720

％ 61.0 72.3 84.0 84.0 84.0 －

％ 69.0 73.0 69.8 66.9 52.8 100

％ 69.0 73.0 69.8 66.9 52.8 －

回 13 11 19 20 6 15

％ 86.7 73.3 126.7 133.3 40.0 －

％ 66.4 73.6 80.0 83.0 93.6 100

％ 66.4 73.6 80.0 83.0 93.6 －

回 7 6 8 5 4 8

％ 87.5 75.0 100.0 62.5 50.0 －

回 5 8 8 4 3 7

％ 71.4 114.3 114.3 57.1 42.9 －

旧東方村中村
家住宅の利活
用の促進
2-2-(3)-④

小中学校利用回数 小中学校利用回数（年間） 60

埋蔵文化財の
保護
2-2-(3)-②

大道遺跡における
発掘調査の進捗率

大道遺跡発掘調査済み面積／
大道遺跡総面積

59

大間野町旧中
村家住宅の利
活用の促進
2-2-(3)-③

小中学校利用回数 小中学校利用回数（年間） 60

日本文化伝承
の館こしがや能
楽堂の利用促
進
2-2-(2)-②

こしがや能楽堂稼
働率

こしがや能楽堂の稼働率（日数
稼動）

58

文化財の保存と
活用
2-2-(3)-①

文化財普及事業の
実施回数

文化財普及事業の実施回数（年
間）

59

越谷コミュニ
ティセンターの
利用促進
2-2-(1)-②

越谷コミュニティセ
ンター稼働率

越谷コミュニティセンターの稼働
率（日数稼動）

57

伝統文化の振
興と継承
2-2-(2)-①

郷土芸能祭の出演
者数

郷土芸能祭の出演者数（平成
23年度からの累計）

58

図書館の適切な
管理
2-1-(5)-⑦

施設改修工事の箇
所数

第２期越谷市教育振興基本計画
期間中の施設改修工事の箇所
数（平成28年度からの累計）

55

市民との連携に
よる発表機会の
充実
2-2-(1)-①

美術展覧会（市展）
の出品作品数

美術展覧会（市展）の出品作品
数（平成23年度からの累計）

57

主な取り組み 指標名 指標の考え方
掲　載
ページ

野口冨士男文
庫の運営
2-1-(5)-⑥

野口冨士男文庫講
演会への参加者数

野口冨士男文庫講演会への参
加者数（年間）

55

単位

上段：実績および見込
下段：目標値に対する達成率

子ども読書活動
の推進
2-1-(5)-⑤

児童書の貸出冊数
（個人・団体）

図書館（室）の児童書（紙芝居含
む）の個人･団体への貸出冊数
（年間）

54

R2年度末
目標値
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（基本目標３）生涯にわたりスポーツ・レクリエーションに親しめる環境をつくる

H28年度末
現況値

H29年度末
現況値

H30年度末
現況値

R元年度末
現況値

R2年度末
現況値

件 311,906 407,477 339,992 297,904 208,671 324,500

％ 96.1 125.6 104.8 91.8 64.3 －

人 178 250 218 124 － 206

％ 86.4 121.4 105.8 60.2 － －

人 240 122 101 154 31 360

％ 66.7 33.9 28.1 42.8 8.6 －

人 10,447 9,420 10,606 9,297 － 11,000

％ 95.0 85.6 96.4 84.5 － －

人 13,400 13,632 13,219 12,600 4,012 15,000

％ 89.3 90.9 88.1 84.0 26.7 －

人 1,780 1,934 1,834 1,760 － 2,163

％ 82.3 89.4 84.8 81.4 － －

人 32 34 35 28 － 72

％ 44.4 47.2 48.6 38.9 － －

人 206 203 193 192 177 240

％ 85.8 84.6 80.4 80.0 73.8 －

人 60 92 88 61 9 103

％ 58.3 89.3 85.4 59.2 8.7 －

日 8 20 18 22 25 17

％ 47.1 117.6 105.9 129.4 147.1 －

人 73,847 79,206 65,534 66,697 15,399 79,500

％ 92.9 99.6 82.4 83.9 19.4 －

件 1 1 1 1 1 2

％ 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 －

人 29 34 46 53 56 50

％ 58.0 68.0 92.0 106.0 112.0 －

回 47 41 42 40 9 47

％ 100 87.2 89.4 85.1 19.1 －

スポーツボラン
ティアの養成と
登録
3-2-(1)-③

スポーツボランティ
ア登録者数

スポーツボランティアに登録して
いる人の数

66

スポーツ推進委
員への支援
3-2-(2)-①

スポーツ推進委員
事業活動数

スポーツ推進委員の事業活動回
数(年間)

67

活動団体への
支援
3-2-(1)-①

スポーツ関係団体
等(地区スポレク)
主催事業参加者数

スポーツ関係団体等(地区スポ
レク)主催事業の参加者数（年
間）

66

総合型地域ス
ポーツクラブに
関する情報提供
3-2-(1)-②

総合型地域スポー
ツクラブ登録数

総合型地域スポーツクラブの登
録数

66

障がい者の健
康づくりの支援
3-1-(2)-⑥

障がい者スポーツ
教室（身体・知的）、
障がい者施設出前
講座参加者数

障がい者スポーツ教室（身体・知
的）、障がい者施設出前講座の
参加者数（年間）

64

スポーツ観戦機
会の充実
3-1-(2)-⑦

プロスポーツ等の
開催日数

プロスポーツ等の開催日数（年
間）

64

成人の健康・体
力づくりの支援
3-1-(2)-④

スポーツ教室（男性
のための軽スポー
ツ教室）参加者数

スポーツ教室（男性のための軽
スポーツ教室）の参加者数（年
間）

64

高齢者の健康
づくりの支援
3-1-(2)-⑤

スポーツ教室（65
歳からのいきいき
元気教室）参加者
数

スポーツ教室（65歳からのいき
いき元気教室）の参加者数（年
間）

64

スポーツ講習会
等の学習機会
の提供
3-1-(2)-②

スポーツ教室参加
者数

各種スポーツ教室の参加者数
（年間）

63

子どもの健康・
体力づくりの支
援
3-1-(2)-③

なわとび大会参加
者数

なわとび大会の参加者数（年間） 63

参加者への支
援
3-1-(1)-③

臨時保育室利用者
数

スポーツ教室等に設置した臨時
保育室の利用者数（年間）

62

多様な機会を活
用した参加促進
3-1-(2)-①

3部大会参加者数

市民体育祭種目別大会（ソフト
ボール・卓球・ビーチボール・グラ
ウンドゴルフ・駅伝）および中央
大会の参加者数（年間）

63

多様な機会を活
用した情報提供
3-1-(1)-①

ホームページアクセ
ス数

スポーツ振興課所管のホーム
ページ閲覧数（年間）

62

相談への対応
の充実
3-1-(1)-②

体力テスト参加者
数

体力テストの参加者数（年間） 62

主な取り組み 指標名 単位

上段：実績および見込
下段：目標値に対する達成率

指標の考え方
掲　載
ページ

R2年度末
目標値
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H28年度末
現況値

H29年度末
現況値

H30年度末
現況値

R元年度末
現況値

R2年度末
現況値

人 128 139 95 98 102 155

％ 82.6 89.7 61.3 63.2 65.8 －

人 12 16 21 － － 50

％ 24.0 32.0 42.0 － － －

件 4,662 4,695 4,534 4,569 4,417 5,200

％ 89.7 90.3 87.2 87.9 84.9 －

人 1,904,640 2,242,297 2,573,108 2,877,740 2,960,276 3,235,000

％ 58.9 69.3 79.5 89.0 91.5 －

人 952,851 1,119,620 1,286,878 1,448,525 1,544,315 1,649,000

％ 57.8 67.9 78.0 87.8 93.7 －

人 3,202,917 3,763,274 4,329,871 4,897,891 5,195,853 6,267,000

％ 51.1 60.0 69.1 78.2 82.9 －

人 893,421 1,048,709 1,191,114 1,327,989 1,354,117 1,585,000

％ 56.4 66.2 75.1 83.8 85.4 －

人 4,397,479 5,075,592 5,795,300 6,481,384 6,907,648 7,867,000

％ 55.9 64.5 73.7 82.4 87.8 －

人 2,230 2,512 2,835 2,835 2,907 3,900

％ 57.2 64.4 72.7 72.7 74.5 －

自然を活用した
レクリエーション
施設の整備と検
討
3-3-(1)-⑦

緑道、ウォーキング
コースを利用した
主催事業の参加者
数

緑道、ウォーキングコースを利用
した主催事業の参加者数（平成
23年度からの累計）

70

市民プールの利
用促進
3-3-(1)-⑤

市民プールの年間
利用者数

市民プールの年間利用者数（平
成23年度からの累計）

70

学校体育館施
設の活用
3-3-(1)-⑥

小中学校体育施設
開放事業の年間利
用者数

小中学校体育施設開放事業の
年間利用者数（平成23年度から
の累計）

70

地域体育館の
利用促進
3-3-(1)-③

地域体育館の年間
利用者数

地域体育館の年間利用者数（平
成23年度からの累計）

69

屋外体育施設
の利活用の促
進
3-3-(1)-④

屋外体育施設の年
間利用者数

屋外体育施設の年間利用者数
（平成23年度からの累計）

70

スポーツ・レクリ
エーション施設
の利用環境の
向上
3-3-(1)-①

公共施設予約案内
システム(まんまる
よやく)の登録団体
数

越谷市における公共施設予約案
内システム(まんまるよやく)の登
録団体数

69

総合体育館の
利活用の促進
3-3-(1)-②

総合体育館の年間
利用者数

総合体育館の年間利用者数（平
成23年度からの累計）

69

スポーツリー
ダーバンクの充
実
3-2-(2)-②

スポーツリーダー
バンク登録者数

スポーツリーダーバンクに登録し
ている人の数

67

スポーツ医・科
学の専門家との
連携
3-2-(2)-③

指導者研修会の参
加者数

指導者研修会の参加者数（年
間）

67

掲　載
ページ

主な取り組み 指標名 単位

上段：実績および見込
下段：目標値に対する達成率 R2年度末

目標値
指標の考え方

- 20 -



基本目標１ 生きる力を育む学校教育を進める 

４ 教育内部評価表 

施策の方向１  
自立して生きていくための基礎となる確かな学力を育む 1－1

本市では、子どもたちが、日々変化する社会の中でも越谷市に生まれ育った

ことに誇りをもちながら、将来国際社会で活躍できるよう、自分で考え、行動

できるようになってもらいたいと考えます。 

そのために、ⅠＣＴ教育をはじめとした時代に即した教育の推進、教職員の

指導力の向上、環境教育の充実、伝統文化を意識した国際性を育む学校教育の

推進に取り組み、一人ひとりが自立して生きていくための確かな学力を身に付

けることができるようにします。

■施策の体系 

自立して生きていくための基礎となる確かな学力を育む 1―1  

時代に即した学校教育の推進 1－1－(1) 

指導内容の充実と指導方法の工夫改善 1－1－(2) 

環境教育の充実 1－1－(3)

伝統文化を尊重し国際性を育む教育の推進 1－1－(4) 
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

９２.０％ ８８.７％ ８０.８％ ８１.３％ ８５.６％ １００％

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

９３.１％ ９１.０％ ８９.８％ ８８.８％ ９１.６％ １００％

２５件 ２９件 ４２件 ６７件 ７５件 １５件

★

ネットトラブルの件数

担当課所

【課題】

指標の進捗状況

B

★　時代に即した学校教育の推進　1-1-(1) 施　　　策
総合評価 Ｃ+

【成果】

指標の進捗状況

ＩＣＴリテラシー指導力

　時代の変化に対応できるよう、ⅠＣＴを活用した教育の充実や情報モラル教育の推進などに取り組むとともに、学
校図書館の充実や科学技術教育の推進など、児童生徒の知的好奇心を刺激する機会の充実に努める。

・ⅠＣＴ機器の活用に苦手意識をもつ教員の支援、学校間での活用格差の是正、教員中心の活
用から児童生徒中心の活用への転換が課題として挙げられる。令和元年度の指標の数値が微増
に留まったことから、タブレット端末への操作や授業支援ソフトの活用などに依然不安がある
ことに加え、プログラミング教育などの新たな取り組みに対する不安が要因と考えられたた
め、改善に向けて実態に応じた研修や時代に即した情報提供などの支援を継続して行い、教員
のⅠＣＴ活用指導力の向上を図った。結果として令和2年度の指標の数値に向上が見られた。引
き続き教員への支援を実施していく。

教育センター
指導課

　ⅠＣＴを活用した研修、情報モラル教育については、新転任の教員や情報担当教員、年次研修対象者のすべてが必
ず受講する市教育委員会主催研修の開催や校長の要請による出前研修を行い、教員の活用力、指導力を高めることで
児童生徒に対する指導の充実を図るとともに、ⅠＣＴを活用した家庭学習の充実も図ることができた。
　学校図書館については、「読書センター」、「学習センター」および「情報センター」としての機能の充実のた
め、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を講じながら、学校司書の資質向上を図ることができた。
　進路指導・キャリア教育については、生徒の興味・関心に沿った活動を実施することができた。
　科学技術教育については、新型コロナウイルス感染症の影響により、従来のような施設の特性を活かした活動はで
きなかったが、出前授業という形でプログラムを再構築することで、これまでとは違ったアプローチで児童生徒の知
的好奇心を刺激する学びの場を引き続き提供することができた。

★

担当課所

教育センター

②情報モラル
教育の推進

【成果】

・ⅠＣＴリテラシー指導力をさらに向上させられるよう、実践事例等の参考資料の周知や研修
の充実を図る。
・小中学生のスマートフォン等の端末所持率の増加に伴い、ネットトラブルの認知件数が増加
している。認知事案の確実な解消と今後もすべての教員が自信をもって情報モラル教育の指導
が行えるよう、教材に関する研修や情報提供のさらなる充実に努め、指導力向上を図ってい
く。

教員のＩＣＴ活用指導力
※Ｈ３０より当指標の基である文科省調査項目
に変更有

【施策に対する総合評価】

・児童生徒や保護者を対象とした情報モラル講座を、指導主事や委託業者が講師として依頼の
あった学校へ出向き、実施した。
・市内小中学校15校に対して情報セキュリティ外部監査を実施した。(市内全小中学校を3年間
かけて回り、全校の監査を実施するものの2年目。)
・外部監査の結果をもとに、転入・新任管理職対象の「情報セキュリティリーダー研修」を実
施した。

【施策目標】

B
①ＩＣＴを活用
した教育の充
実

・ⅠＣＴ活用および情報セキュリティ研修会での指導、ⅠＣＴ活用支援、機器の保守など、積
極的に学校訪問を行い、教員のⅠＣＴ活用力向上を支援した。
・ＧⅠＧＡスクール構想に伴い、校内のネットワーク環境及び児童生徒1人1台の学習者用端末
等を整備した。
・令和3年度当初から円滑かつ適切にタブレット端末等を管理・運用できるよう、「教育情報セ
キュリティポリシー」に基づく「実施手順」を改訂するとともに、各種マニュアルを作成して
学校へ情報提供するなどの支援を行った。
・各学校からの要望に応じて、ⅠＣＴを活用した授業づくりについて出前研修を実施した。

１－１－(１)　　

　施策の総合評価 指導課・教育センター

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

【課題】
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

２０冊 ２１冊 ２４冊 ２４冊 ２１冊 2６冊

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

８２.０％ ８１.７％ ８２.３％ ８１.０％ － ８５.０％

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

２５７学級 ５７７学級 ８９３学級 １,２００学級 １,４１７学級 １,３００学級

⑤科学技術教
育の推進

③学校図書館
の充実

指標の進捗状況

担当課所

・地域の方や保護者等を講師として、｢働く｣ことについて生徒に対し講話をしていただいた。
このことにより、生徒は「働く」ことを学ぶだけでなく、地域によって支えられていることを
知ることができ、生徒の興味・関心に寄り添ったキャリア教育を実施することができた。
・自らの学習状況やキャリア形成を見通し、振り返ることで自身の変容や成長を自己評価でき
る｢キャリア・パスポート｣の完全実施に向け、「キャリア・パスポート」の趣旨等の周知徹底
を行うとともに、市として「キャリア・パスポート」の上級学校への引継ぎ方法の統一を図っ
た。

指導課
教育センター

担当課所

指導課

④進路指導・
キャリア教育の
推進

担当課所

指導課

【成果】

指標の進捗状況

B

・児童館コスモスでは、コロナ禍で児童が来館しづらい状況下でも児童の天文に対する興味関
心を喚起するため、新たに出前授業を実施し、学びの機会を可能な限り確保することができ
た。
・児童館ヒマワリでは、環境や生物をテーマに、わくわく科学教室やエコクラブ等を通じ、理
科教育に触れる機会を数多く設けることで、興味関心を高めることができた。
・科学技術体験センターでは、市内全小学校3・5年生を対象に、学校では行うことが難しい科
学実験工作の授業を実施した。令和2年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、当該セ
ンターの職員を各小学校に派遣し普通教室で授業を行ったが、事後のアンケート結果からは、
児童の科学的探究心の高まりが十分に確認できた。

【課題】

・コロナ禍ということで、児童館コスモス、ヒマワリおよび科学技術体験センターで行ってい
る体験活動を学校への出前授業などに変更したが、プラネタリウムや各施設の体験装置などを
来館して体験することができないため、児童が科学に対する驚きを感じたり、実感を伴って理
解できたりする内容にさらにブラッシュアップしていくことが課題である。また、コスモスで
は、今後を見据え、老朽化した施設やプラネタリウムの内容の更新、ヒマワリでは地域とのつ
ながりを拡充し、それを各学校の理科授業の中で取り入れやすい活動としていくことに努めて
いく必要がある。科学技術体験センターでは、アウトリーチ教材の学校への貸出を実施してい
るが、利用希望が少ないことから、より利用しやすい内容への改善や、本事業のＰＲをこれま
で以上に行う必要がある。

Ｃ

将来の夢や目標をもっている児童生徒
の割合

【課題】

★

児童生徒１人あたりの貸出冊数

・令和2年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、市立図書館等と連携した研修を中止
にしたが、学校司書の知識・経験を授業等に活かした「読書センター」、｢学習センター｣およ
び｢情報センター｣としての機能をより充実させるため、引き続き市立図書館、司書教諭、学校
図書館運営ボランティアと連携し、研修を推進していく。
・学校司書の増員について、2校に1人の配置が可能となる23人の雇用を当面の目標とし、計画
的に増員が図れるよう努めていく。
・令和2年度は4・5月は市内全校で休校、6月は分散登校であったため、児童生徒1人あたりの貸
出冊数が令和元年度より減少した。

【課題】

【成果】

指標の進捗状況

科学体験メニュー等の活用学級数（平
成２８年度からの累計）

【成果】

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和2年度は職場体験を市内全校で中止とした。
今後は、職場体験だけではなく、地域の方や保護者、ＰＴＡ等と連携を図り、身近な方から講
話をしていただくなど、地域、各校の実態に即したキャリア教育の推進を図っていく。
・児童生徒が主体的に学びに向かう力を育み、自己実現につなげていくため、｢キャリア・パス
ポート｣を各校、または各中学校ブロックの実態に応じて工夫し、さらなる充実に努めていく。

Ｃ

・市内全小中学校に専門資格を有する学校司書を効果的に配置するとともに、学校司書の資質
向上のための研修会を実施し、学校図書館の整備充実を図った。
・学校司書増員のため、採用条件に｢司書教諭の免許を有する｣という条件を付加した。
・各校で実施している新型コロナウイルス感染拡大防止対策を集約し、学校司書全員へ紹介し
た。

１－１－(１)　　

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

９１０人 １,８９８人 ２,７９６人 ３,６９３人 ３,６９３人 ４,６００人

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１４種類
（１４／２２）

１８種類
（１８／２２）

１７種類
（１７／２２）

１７種類
（１７／１８）

－
１８種類
（１８／１８）

指導課

②学力調査等
の活用

担当課所

教育センター

★

市内統一発表日（年２日間）における参
加教職員数（平成２８年度からの累計）

【成果】

【成果】

　施策の総合評価 指導課・教育センター

１－１－(２)　　

指標の進捗状況

★　指導内容の充実と指導方法の工夫改善　1-1-(2)

　令和2年度より第2期小中一貫教育がスタートし、市内45校すべての学校に小中一貫教育に係る研究指定をし、学力
向上、自己肯定感の高揚、学校生活充実感の高揚に関する取り組みを行うことができた。指導内容・指導方法につい
ては、新学習指導要領の趣旨を踏まえながら、各学校が改善に努めることができた。
　学力調査等の活用については、新型コロナウイルス感染症の影響により、全国学力・学習状況調査の中止および埼
玉県学力・学習状況調査に参加しなかったため、｢分析結果シート｣の配付は行わなかった。しかし、全国学力・学習
状況調査の問題を活用し、指導方法の工夫・改善につなげるため、資料および児童生徒への適用問題等を提供すると
ともに、それらの具体的な活用方法について研修会等を行い、各小中学校のさらなる指導法改善を支援した。
　教科用図書関連事業については、選定委員会を公開し、教科書採択の公正性、透明性の確保を図ることができた。

B+

【課題】

・教職員個人の授業の質の向上が課題である。新学習指導要領の内容を踏まえつつ、校内研修
や小中一貫ブロック教科会等で、カリキュラム・マネジメントや各教科等の見方・考え方な
ど、授業改善に関する指導・助言を行っていく。

①指導内容・指
導方法の改善

担当課所

指標の進捗状況

★

全国および埼玉県学力・学習状況調査の平均正
答率を上回った調査種別の数
（Ｈ３０までは全２２種類、Ｒ１より全１８種類）

【施策目標】

施　　　策
総合評価

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

　自ら学び自ら考える力などの｢確かな学力｣の育成に向けて、国や県の学力調査等を活用し、指導内容・指導方法の
改善に努める。また、教科書の採択については、教育委員会の判断と責任により公正かつ適切に行う。

【施策に対する総合評価】

B

・小中一貫教育の研究指定では、思考力・判断力・表現力を育む取り組みが多数見られるよう
になってきた。効果の見込める手立てを｢小中一貫7つの取組｣として市内の小中学校に周知する
ことにより、指導方法の充実が図られてきている。
・教職員の指導内容・指導方法に係る資質向上を図るため、学校や教職員個人の課題に応じた
研修を実施した。研修内容に応じた専門分野の指導主事を派遣し、教職員の理解が深まるよう
支援した。具体的には、①授業力向上をめざした要請訪問、②生徒指導力向上のための校内研
修支援、③2～3年次教員を対象とした計画訪問、④初任者教員を対象とした訪問等を実施し
た。

B

・新型コロナウイルス感染症の影響により、全国学力・学習状況調査は中止、埼玉県学力・学
習状況調査については参加しなかったため、調査結果を活用する取り組みは実施しなかった。
・全国学力・学習状況調査の問題を各学年の履修時期に振り分けた問題集｢越谷スタンダード
(算数・数学)｣に令和2年度の問題を追加し、市内小中学校における活用を図った。また、全国
学力・学習状況調査の問題活用の参考資料｢使ってみよう！学力調査｣の活用方法についての研
修会を行った。

【課題】

・学力調査の問題を活用した主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善が課題である。
児童生徒の確かな学力を育成するため、今後も学力調査の問題および結果を分析し、各学校で
問題集やブックレット等の活用により授業改善が行われるよう支援する。
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

２９人 ９７人 １７３人 ２５６人 ３３９人 2００人

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

③教科用図書
関連事業の推
進

担当課所

★

【成果】

指標の進捗状況

教科書展示会における一般・保護者の来場
者数（平成２８年度からの累計）

指導課
教育センター

１－１－(２)　　

B

・令和2年度は、令和3年度使用中学校教科用図書の採択を行った。調査部会を立ち上げ、選定
委員会が作成する選定資料の参考となるよう綿密な調査研究を行った。また、採択権者の判断
に資する充実した資料となるよう、選定委員に2名の保護者と1名の有識者を加えた。選定委員
会は公開とし、教科書採択の公正性、透明性の確保を図ることができた。
・令和2年度は、日曜日を除いた6月12日から6月27日の14日間にわたり、教科書展示会を本市教
育センターで開催した。コロナ禍ではあったが、会場の換気や使用備品の消毒、来場者への連
絡先記入依頼などの感染防止対策を講じ、例年同様に開催することができた。併せて、市の広
報やホームページ、越谷Cityメールや各学校の学校便りで周知した結果、来場者556名を数え、
教科用図書と教科用図書採択制度について広く紹介することができた。

【課題】

教科書展示会においては、来場者数の増加に向けた取り組みと並行し、新型コロナウイルス感
染症拡大防止対策を講じて安全な展示会運営を継続して行っていく。
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

２０.０％ ４０.０％ ６０.０％ ７８.６％ １００％ １００％

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

９５.０％ ９５.６％ ９５.６％ ９５.６％ ８８.９％ １００％

②環境教育に
おける教材の充
実と活用の推進

担当課所

指導課

【成果】

【課題】

・越谷生物多様性子ども調査において、市民ボランティアである｢こしがや環境サポーター｣か
ら学習支援の協力を得ることができるよう、年3回の研修会への参加促進を引き続き進めてい
く。

①自然保護や
環境保全活動
の推進

担当課所

指導課

　児童生徒一人ひとりが地球温暖化などの環境問題を自らの問題として認識し、将来にわたって安心して生活できる
｢持続可能な社会｣の実現に取り組むための基礎を養うため、学校における環境教育を推進する。

【施策に対する総合評価】

B

・生物多様性子ども調査を市内全小学校で実施した。令和2年度は新型コロナウイルス感染症拡
大防止の観点より、事前の研修会を行うことができなかったため、専門業者作成の資料を各学
校に配付し、調査において大切なポイントを周知するよう努めた。
・ビオトープ整備事業については、専門業者によるビオトープ整備と整備後の学習支援を毎年3
校ずつ行っており、令和2年度は、新方小、増林小、城ノ上小で実施した。ビオトープを設置し
ている14校(新校舎建設のため、川柳小のビオトープが廃止で1校減)すべての整備が終了したこ
とにより、整備実施率は100%となった。
・各小中学校における環境教育の取り組みや、市内環境施設の活用状況について調査結果を取
りまとめた。令和2年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点より、環境教育研修会を
実施できなかったため、各学校へ資料を送付した。また、保護者や一般の市民も閲覧できるよ
う、ホームページ｢越谷の環境教育｣に掲載した。

【成果】

指標の進捗状況

環境教育資料あるいは越谷の環境ＨＰ
を活用している学校の割合

　自然保護や環境保全活動については、越谷生物多様性子ども調査を市内全小学校で実施し、学校教育における環境
教育を充実させた。
　環境教育における教材の充実と活用については、専門業者によるビオトープ整備と整備後の学習支援を毎年3校ずつ
行っている(令和2年度は、新方小、増林小、城ノ上小で実施)。学校の取り組みについては、保護者や一般の市民も閲
覧できるよう、ホームページ｢越谷の環境教育｣に掲載し、情報発信に努めた。環境教育資料｢しらこばと｣の加筆修正
を行い、小学校社会科副読本｢わたしたちの越谷｣との合本を作成することで、より授業で活用しやすい内容に改善し
た。

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

　施策の総合評価 指導課

★　環境教育の充実  1-1-(3) 施　　　策
総合評価 B+

【施策目標】

B

・環境教育資料｢しらこばと｣の加筆修正を行った。毎年度加筆修正を継続し、新しい情報を掲
載していく。
・令和元年度に作成した環境教育資料｢しらこばと｣のクロスワードやネイチャービンゴなど子
どもたちが取り組みやすいページのさらなる周知を継続して行った。
・令和2年度もホームページ｢越谷の環境教育｣において、市内全小学校の｢生物多様性子ども調
査｣における調査結果を掲載した。

【課題】

・今後も児童生徒や教職員のニーズに合わせ、教材の作成や環境教育関連資料の作成を進めて
いく。また、令和3年度は環境教育資料「しらこばと」のデジタル化に取り組み、令和4年度の
活用に向けて準備を進める。さらに、ホームページ｢越谷の環境教育｣の利用率向上を図ってい
く。

１－１－(３)　　

指標の進捗状況

ビオトープ整備実施率
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

９７.２％ ９７.０％ ９８.８％ ９８.４％ ９７.７％ １００％

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

４５校 ４５校 ４５校 ４５校 １８校 ４５校

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

８９.０％ ８４.５％ ８９.６％ ７２.１％ － ９５.０％

B

【施策に対する総合評価】

★　伝統文化を尊重し国際性を育む教育の推進　1-1-(4)

Ｃ

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

・日本の伝統文化を理解し、大切にする心を育成するため、茶道、華道、筝曲などの部活動(中
学校)や、お囃子などのクラブ活動等(小学校)に、専門性をもった外部指導者を招き、様々な体
験活動を行う機会を設けた。

B-

　施策の総合評価

１－１－(４)　　

施　　　策
総合評価

指標の進捗状況

伝統文化外部指導者派遣校数または
伝統芸能鑑賞参加校数

・新学習指導要領全面実施に伴い、｢外国語活動出前研修｣を実施した。小学校の教員が、英語
力のスキルアップや、実践的な外国語活動の研修に取り組んだ。
・市内15校の中学校には各校1人、小学校30校には25人のＡＬＴを配置した。英語や外国語活動
の授業に参加し、日本人教師指導のもと、コミュニケーション活動や｢話すこと｣、｢聞くこと｣
の指導等を行った。

　小中学校における英語教育の推進と語学指導助手(ＡＬＴ)の活用については、令和2年度小学校新学習指導要領の全
面実施に伴い、小学校教員を対象とした出前研修(指導主事が学校に出向き、学校のニーズに応じた内容で実施する研
修)を行い、小学校教員の外国語指導に対する不安を解消し、指導技術の向上に向けた研修を実施した。
　日本伝統文化推進事業については、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、様々な工夫を講じながら、茶道、
華道、筝曲などの部活動(中学校)や、お囃子などのクラブ活動(小学校)に専門性をもった外部指導者を招き、体験活
動を充実させた。
　国際理解教育については、我が国の伝統文化に対する深い理解と、他の国の文化を尊重し、国際社会の平和と発展
に寄与するという態度を養うために、越谷市を簡単な英語で紹介できる｢街角案内(平成29年度作成)｣の周知を行っ
た。

【施策目標】

・授業で英語による言語活動を充実させることにより、国際化に対応できる生徒を育成する。
・姉妹都市派遣事業に参加する中学生の選考、事前の指導、事後の指導等について、関係課所
との連携を図りながら、よりよい運営方法について検討する。
・小中学生の国際交流の場を広げることでさらなる充実を図っていく。

【成果】

【課題】

担当課所 指標の進捗状況

【成果】

担当課所

指導課

①小中学校に
おける英語教育
の推進と語学指
導助手（ＡＬＴ）
の活用

生徒の英語による言語活動時間の割
合が授業の５０％以上の教員の割合

B【課題】

指導課

指導課

・令和3年度以降も各校の希望に応じて｢外国語活動出前研修会｣を実施する。｢外国語活動担当
者研修会｣は学期に1回の実施を継続し、ＡＬＴの活用を効果的に進めていく。
・新学習指導要領全面実施に即した外国語指導の理論と実践的な内容を提供し、外国語教育の
充実を図っていく。

指標の進捗状況

　グローバル化に対応できる児童生徒の育成には、我が国の伝統文化に対する深い理解と、他の国の文化を尊重し、
国際社会の平和と発展に寄与するという態度を養う教育が大切であることから、日本の伝統文化を尊重し理解するた
めの教育を推進するとともに、小中学校における英語教育の充実や国際理解教育の推進に努める。

指導課

③国際理解教
育の推進

担当課所

ＡＬＴ活用に関わる３項目の平均値

・新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、中学生姉妹都市派遣事業は中止となった。
・今後、国際交流の場が増加することに伴い、越谷市を簡単な英語で紹介できる｢街角案内｣
を、研修等において周知した。

★

②日本伝統文
化推進事業の
推進

【成果】

・新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、部活動等の活動の成果を発表する場である｢
日本文化伝承の集い｣および市内すべての小学校6年生を対象とした｢能｣の鑑賞を中止した。こ
の2つの事業は、児童生徒が密集している現状があり、今後関係団体と協議を重ね、新しい生活
様式に即した事業形態を検討していく。

【課題】
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基本目標１ 生きる力を育む学校教育を進める 

施策の方向２ 
自立して生きていくための基礎となる健康な心と体を育む 1－2 

子どもたちが生涯にわたって自立して生きていくためには、安全で安心な教

育環境の中で、前向きに「生きる力」を身に付けるための基礎となる健康な心

と体を育むことが重要です。 

そのため、子どもたちが自らの力で安全に生活するための安全教育の充実、

また、他者を重んじ自己肯定感を育むための心の教育や教育相談、人権教育の

充実、さらには、規律ある生活や健やかな体を養うための健康教育の充実や、

学校給食の充実と食育の推進に取り組み、一人ひとりが自立して生きていくた

めの健康な心と体を育みます。

■施策の体系 

安全教育の充実 1－2－(1) 

心の教育の充実 1－2－(2) 

教育相談の充実 1－2－(3) 

学校教育における人権教育の推進 1－2－(4)

健康教育の充実 1－2－(5) 

自立して生きていくための基礎となる健康な心と体を育む 1－2 

学校給食の充実と食育の推進 1－2－(6) 
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

【課題】

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１４
中学校区

１５
中学校区

台風のた
め中止

１５
中学校区

－
１５

中学校区

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

４５校 ４５校 ４５校 ４５校 ４５校 ４５校

１－２－(１)　　

　施策の総合評価 指導課

★　安全教育の充実  1-2-(1) 施　　　策
総合評価 B+

B

指標の進捗状況

小中学校合同防災訓練の実施校数

【施策目標】

　子どもが被害者となる痛ましい事件・事故や予測困難な災害等が発生しており、自分自身で身の回りの安全を確保
する能力が求められていることから、発達段階に応じた危険予測・危険回避の能力を身に付けられるよう、交通安全
や防災・防犯等に関する安全教育の充実を図る。

【施策に対する総合評価】

B

　防災教育については、例年「学校防災の日」に実施している市内全小中学校一斉避難訓練・引き渡し訓練は、新型
コロナウイルス感染症拡大防止の観点から中止とした。しかし、各学校において実施されている避難訓練において、
避難所開設に向けた訓練等、地域や関係各所とさらに連携した取り組みを行うことにより、学校、地域の防災意識を
高めることにつながった。
　交通安全・防犯教育については、地域ボランティア、自治会、警察等との連携を図りながら、学校を中心としたコ
ミュニティが形成され、児童生徒の安全を見守る体制づくりが進んだ。また、｢登下校防犯プラン｣に係る危険箇所の
抽出を小学校1年生の保護者に依頼し、結果を基に関係各課および越谷警察署と連携して危険箇所の把握ができた。
　今後は、さらに、安全教育の充実を図るために、登下校時の安全を確保するための児童生徒への交通安全および防
犯教育の充実を図る。また、｢学校防災の日｣の成果と課題を踏まえた、より実践的な訓練をめざし、担当者による事
前連絡協議会の開催および避難所開設に向けた訓練計画の作成を行う。これらは、地域・保護者のより一層の理解・
協力のもと進めていく必要がある。

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

★

【成果】

・新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、予定していた｢越谷市学校防災の日｣(令和2
年8月27日)は、中止となった。しかし、訓練の前に、各小中学校の教頭等に避難所開設訓練等
の担当者連絡協議会を行ったため、各学校が設定した避難訓練の日に、避難所準備協力訓練を
新たに加えて行うことができた。
・各学校で学校安全マニュアルを見直し、児童生徒が自らの判断に基づいて行動し安全を確保
できるよう、様々な工夫を凝らした避難訓練を複数回実施した。

①防災教育の
充実

担当課所

指導課

・｢越谷市学校防災の日｣の引き渡し訓練・避難所開設協力訓練等を、市役所参集職員、地域の
自治会および防災団体等とともに行い、より実践的で綿密な連携体制を構築する。

・自転車の事故を減らすために、児童生徒だけでなく家庭や地域に対しても、交通安全意識を
啓発していく。
・不審者に遭遇した際には、どのような対処をしたらよいのかなど、児童生徒だけでなく家庭
や地域に対しても、防犯意識を啓発していく。

・計画的に行われている自転車運転免許の講習会は、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観
点から中止とした。
・幼稚園、小学校、中学校の担当教諭、担当保護者、越谷警察署をはじめ、地域の安全や防犯
に関わる担当者が集う｢越谷市安全教育推進のつどい｣および｢スクールガード・リーダー研修
会｣は、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から中止としたが、資料提供を行い、安全教
育の推進を図った。
・｢登下校防犯プラン｣に係る通学路の危険箇所の抽出を、小学校1年生の保護者を対象に依頼
し、関係各課および越谷警察署と連携して危険箇所の把握を行い、年度末に点検結果を小学校
に報告した。

【課題】

②交通安全・防
犯教育の充実

★

【成果】

指標の進捗状況

登下校時の見守り活動および登下校
指導の実施校数

担当課所

指導課
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

４１校 ４１校 ４２校 ４３校  ４５校

【成果】

【課題】

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

２０校 ８校 ７校 ７校 ４校 ４５校

★　心の教育の充実  1-2-(2)

・令和2年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、家庭・地域に道徳科の授業を
公開する機会や、家庭・地域と連携した取り組みが例年よりも少なかった。引き続き、学校便
りやホームページ等で道徳教育について発信し、家庭・地域と連携した取り組みの充実を図
る。

道徳の授業を家庭・地域に公開してい
る学校数

担当課所

生徒指導出前研修会の開催校数

B+

【成果】

【課題】

施　　　策
総合評価

指導課

　施策の総合評価 指導課

B

・児童生徒の自己肯定感の高揚を意図した取り組みについて、各学校がより実践できるように
効果的な実践事例を多く掲載した｢越谷市生徒指導の手引第7集｣を市内全教員に配付した。
・自己肯定感の高揚を客観的に評価するため、令和2年度も｢授業改善・学校生活アンケート｣を
全校で複数回実施し、各学校の指導に活かすことができた。さらに、同アンケートにおいて｢自
分にはよいところがありますか。｣(自己肯定感)という質問に対して、肯定的な回答をした児童
生徒の割合が、コロナ禍にありながらも昨年度の小中学校の平均を上回った(小学校：85%(昨年
度87.3%)、中学校：79%(昨年度74.7%)、小中平均：82%(昨年度81%))。
・各学校の積極的・組織的な生徒指導を支援し、教職員の資質向上を目的とした｢予防教育｣の
見地に立った｢生徒指導出前研修会｣は、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、可能
な範囲での実施となった。

　家庭・地域との連携を深めて地域の教育力を活かした道徳教育を推進するとともに、社会奉仕体験活動、自然体験
活動などを充実しながら、子どもたちの豊かな心を育む。また、児童生徒の自己肯定感を高める取り組みを全校指導
体制の中で展開できるよう、生徒指導体制の充実を図る。

★

【施策に対する総合評価】

・生徒指導主任の若返りのため、生徒指導主任の育成に取り組むとともに、全教職員の資質向
上に向けた｢生徒指導研修会｣の積極的な活用を呼びかける。また、各学校のカリキュラムに応
じた研修時間に対応するとともに、各学校における生徒指導体制の確立と各学校間および各学
校と関係機関との円滑な連携をさらに推進していく。

指導課

担当課所 指標の進捗状況

①道徳教育の
振興

１－２－(２)　　

指標の進捗状況

　道徳教育については、越谷市道徳教育振興会議等において、越谷市の特色である家庭・地域との連携を深めるな
ど、地域の教育力を活かした道徳教育を推進することができた。各学校では、道徳の教科化に伴い、指導方法の改
善・工夫や評価のあり方等について道徳の研修を実施するなど、道徳教育推進教師を中心とした研究が進められた。
　きめ細かな生徒指導体制については、自己肯定感の高揚を客観的に評価するため、越谷市「授業改善・学校生活ア
ンケート」調査を全校で実施し、児童アンケートと教師アンケートの結果を比較し、そのギャップを意識した指導を
行うことで各学校における指導の充実につながった。
　今後は、体験を通して豊かな心を育むことができるような、工夫を凝らした教育活動を行うとともに、学校応援
団、地域、関係各所との連携を図り、児童生徒が心の成長を実感できるよう配慮する。

【施策目標】

B

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

・児童生徒が自己を見つめ、物事を多面的・多角的に考え、自己の生き方について考えを深め
ることができるような授業の工夫や、道徳教育推進教師を中心とした指導体制の充実を図るた
め、各種研修会や授業研究会を実施した。新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、集
合研修として実施できないものについては、オンライン等を活用し、情報共有を行った。
・越谷市道徳教育推進園・校の取り組みを中心に、異校種間の連携について理解を深め、発達
段階に応じた道徳教育のあり方について相互に理解し、学校間の連携を図ることができた。

②きめ細かな生
徒指導体制の
充実
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

７７.８％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％

・学習指導要領の改訂や学校の立地条件等に伴い、実施時数の確保や安全指導などの課題があ
るが、各学校の特色を活かしながら教育活動に体験活動を位置付け、学校応援団等や家庭・地
域の力を借りながら取り組みの質的充実を図る。

A

１－２－(２)　　

・学校農園での農業体験、自然体験、総合的な学習の時間での福祉体験やボランティア活動等
の体験活動を実施した。市内全小中学校が、｢体験活動により豊かな心が育まれた｣と回答して
おり、児童生徒の他人を思いやる心、社会に奉仕する心、感謝の心等の豊かな心を育むことに
つながった。

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

③体験活動の
充実

担当課所

【課題】

【成果】

指標の進捗状況

指導課
「体験活動により豊かな心が育まれた」
と回答した学校の割合
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

小 ０.２０％
中 ２.０３％

小 ０.３５％
中 ２.０４％

小 ０.２９％
中 ２.７０％

小 ０.３８％
中 ３.２０％

小 ０.４６％
中 ３.２８％

小 ０.１７％
中 2.００％

【課題】

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１００％ ８８.３％ ９３.４％ ８１.８％ ６４.０％ １００％

１－２－(３)　　

指標の進捗状況

②いじめ・不登
校の未然防止、
早期発見、早期
解消

担当課所

不登校発生率

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

★

【施策に対する総合評価】

指導課
教育センター

認知されたいじめについての解消率

①教育相談体
制の充実

B

教育センター

・潜在的ないじめの早期発見およびいじめの認知についての教職員のさらなる意識向上を図
る。
・教職員を対象として、予防教育の視点を重視した｢いじめ対応出前研修会｣の実施校数を増加
させる。

・不登校の増加、相談内容の多様化・複雑化に伴い、教育相談活動の一層の充実を図る必要が
ある。ＳＮＳ相談の日数および対象学年の拡大を図ることなど相談窓口の充実や、教職員の資
質向上に係る研修および情報提供を行い、校内での教育相談体制の充実を支援する。また、ス
クールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等、専門的な資格を有する人材について、
実態に応じつつ効果的に活用できるように支援していく。

【成果】

　教育相談体制、不登校児童生徒への教育的支援については、教育センターへの来所相談、電話相談、ＳＮＳ相談、
スクールソーシャルワーカーの派遣、学校相談員による身近な相談などを通して、学校や専門機関と連携しながら、
子どもと保護者への相談体制の構築を図ってきた。延べ5,700件を超える来所相談件数を抱える中、相談者に寄り添っ
た支援により子どもたちの楽しい学校生活、自己実現に寄与することができている。一方で、不登校の発生状況につ
いては、国・県と比較して本市の数値は低いものの、上昇傾向にあり課題である。
　いじめ・不登校の未然防止、早期発見、早期解消については、越谷市いじめ防止基本方針のもと、越谷市いじめ問
題対策連絡協議会および越谷市いじめ防止対策委員会を実施し、いじめ防止に向けた全市的な体制を整備することが
できた。特に、潜在的ないじめに目を向けようとする危機意識を高め、早期発見、早期解消を図るための｢越谷市いき
いきアンケート｣を作成し、タブレット端末を使用し実施できたことは大きな成果となった。

【成果】

・越谷市いじめ問題対策連絡協議会および越谷市いじめ防止対策委員会を実施し、いじめ防止
に向けた全市的な体制整備を推進した。(この会議で発案された「越谷市いきいきアンケート」
が実施された。)
・積極的な生徒指導を推進するため、市内の研究委員の教員の効果的な実践事例を多く掲載し
た｢越谷市生徒指導の手引第7集」を市内全教員に配付した。
・積極的な生徒指導を具体的に進めるため、全中学校ブロックごとに、学習規律や生活規律を
統一して取り組んだ。
・潜在的ないじめの早期発見および教職員の認知の意識向上を目的とした市内統一アンケート
「越谷市いきいきアンケート」を実施したことにより、学校の認知の意識向上が見られた。結
果として、いじめの認知件数は、小中学校あわせて前年比156件増加していた。些細ないじめも
見逃さず、早期解消を図るため、積極的に認知する意識が向上している。
・ネットパトロールの検索件数のうち、｢要確認｣書き込みは49件(前年比-79件)であり、問題性
の高い｢要削除｣書き込みは令和2年度も0件であった。

【課題】

・相談者に寄り添ったきめ細かな支援を行うため、所属する幼稚園・保育園・小中学校と連携
を図るとともに、必要に応じ指導主事が該当園および学校に出向き、情報共有するなど、実態
に応じた相談を進めた。
・学校相談員の月例事務連絡会では、事例研修のほか、教職員やスクールカウンセラー、ス
クールソーシャルワーカーとの連携方法のアドバイスを行った。令和2年度は新型コロナウイル
ス感染症拡大防止対策により、教育相談研修会を動画配信による研修会に切り替え、市内不登
校児童生徒への対応について学ぶ場を設けた。
・家庭支援が必要な児童生徒については、学校の要請に応じてスクールソーシャルワーカーを
派遣し、また、不登校児童生徒の対応については学び総合指導員を派遣するなど、個に応じた
きめ細かな対応を行った。また、校内でのケース会議に指導主事またはスクールソーシャル
ワーカーが参加し、対応について助言を行った。

施　　　策
総合評価

　子どもたち一人ひとりが明るく楽しい学校生活を送り、豊かな自己実現を図ることができるよう、教育センターの
相談員やスクールソーシャルワーカーによる相談体制を一層充実することできめ細かな支援を行い、心の健康を保
持・増進する。

　施策の総合評価 指導課・教育センター

B+

担当課所 指標の進捗状況

★　教育相談の充実　1-2-(3)

【施策目標】

B

★
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

９５.５％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％

B
・不登校の増加および長期化・複雑化した不登校児童生徒への実情に応じた支援が課題であ
る。新規の不登校を増やさないために、未然防止策のひとつとして各学校における学校生活の
充実を支援するとともに、早期発見・早期対応策としてきめ細かな教育相談を推進する。継続
して不登校となっている児童生徒については、教育相談部会やケース会議などで対応策の協議
を行い実行できるようにする。
・引き続き適応指導教室｢おあしす｣の積極的かつ弾力的な活用を推進し、不登校児童生徒の居
場所づくりに努める。
・学校相談員やスクールカウンセラーの活用、スクールソーシャルワーカーの派遣等、長期
化・複雑化した不登校児童生徒への支援を教育委員会、学校、その他関係機関で連携して行
う。
・令和2年度実施できなかったフリースクール・学校・教育委員会連絡会を実施し、三者が連携
して児童生徒の教育機会の確保に努める。

【課題】

★

指標の進捗状況

適応指導教室からの学校復帰率

担当課所

教育センター

③不登校児童
生徒への教育
的支援

【成果】

１－２－(３)　　

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

・月別不登校調査の結果をもとに、小中学校の不登校児童生徒の実態を把握し、不登校の未然
防止・早期発見・早期解消に向けて各学校との情報共有、専門機関との連携等、組織的な対応
を推進した。不登校発生率が一定基準を上回っている学校や大幅な増加傾向にある学校を｢不登
校対策重点支援校｣とし、指導主事が教育相談部会やケース会議に参加し、各学校のニーズに応
じた助言や支援策の提案を行った。
・適応指導教室｢おあしす｣の運用にあたっては、正式通室のみならず、見学・体験などの希望
を積極的に受け入れ、学校復帰や将来の社会的自立に向けた支援と適応指導を行うとともに、
各学校の相談員、スクールカウンセラーとも連携し、個に応じた対応を行った。また、適応指
導教室の卒業生やその保護者を講師に招き、体験談を聞く進路学習会を実施した。現在通室し
ている児童生徒とその保護者だけではなく、関係する教職員の参加もあり、不登校児童生徒の
進路について理解を深めた。
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１００％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１万部 １万部 １万部 １万部 １万部 １万部

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

９３.１％ ９１.０％ ８９.８％ ８８.８％ ９１.６％ １００％

２５件 ２９件 ４２件 ６７件 ７５件 １５件

①教職員研修
の充実

担当課所

指導課

②人権教育啓
発活動の充実

担当課所

指導課

A-

ネットトラブルの件数

ＩＣＴリテラシー指導力

指標の進捗状況

パンフレット配布数

指標の進捗状況

★

【成果】

１－２－(４)　　

　施策の総合評価 指導課・教育センター

　子どもの発達段階に応じて、人権に関する正しい知識および人権への配慮が、その態度や行動に自然に現れるような
人権感覚を身に付けることができるよう、学校教育における人権教育を推進する。また、情報の正しい利用方法や判断
力が身に付くような情報モラル教育の推進を図り、問題行為の早期発見と抑制に取り組む。

【施策に対する総合評価】

　教職員研修については、｢外国人の人権｣や｢性的少数者の人権｣など新たな人権課題を積極的に研修内容に取り入れ、
教職員の資質向上を図った。
　人権教育啓発活動については、各学校に人権啓発ＤＶＤの紹介や学習資料である人権教育リーフレットの配付を行
い、学校教育における人権教育の推進につなげた。今後は、身に付けた人権感覚を実践行動に結びつけるための手立て
について検証していく必要がある。
　情報モラル教育については、生徒会が中心となり、中学生が自分たちで作成した共有ルールの普及・啓発の実施およ
び指導主事による出前授業などを通して、児童生徒の情報機器の利用者としてのモラルやマナーについての意識を高め
ることができた。保護者に対しても出前研修のみならず、家庭で活用できる｢親子で学ぶネットモラル｣教材を用意する
ことにより、意識啓発に取り組むことができた。

★　学校教育における人権教育の推進　1-2-(4) 施　　　策
総合評価

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

A

・小中学校向けの人権教育啓発ＤＶＤの紹介や人権教育に関する授業実践の紹介等を掲載した
人権啓発リーフレット｢人権教育の窓｣を人権教育推進委員を中心に作成し、年に2回、教職員
向けに配付した。
・様々な人権課題に対応するため、人権教育リーフレットを作成し、令和2年4月に各中学校に
配付した。
・新たな人権課題に関する人権教育啓発ＤＶＤを購入し、各学校の実態に応じた活用ができる
よう整備した。

教育センター
指導課

【施策目標】

A

・令和2年度は、様々な人権課題に対する正しい理解と認識を深め、人権感覚を身に付ける研
修会を実施し、人権教育の推進を図った。
・児童生徒に人権感覚を身に付けさせるために市内すべての小中学校で人権感覚育成プログラ
ムの活用を啓発してきたが、活用の学年に偏りがあるため、活用がより一層進むよう、教職員
研修における指導に配慮する。

【課題】

【成果】

★

【成果】

③情報モラル教
育の推進（再
掲）

担当課所

指標の進捗状況

・市内小中学校においては、経験の浅い教職員が増えていることから、教職員一人ひとりが
様々な人権課題についての正しい理解と認識を深め、より実践的に児童生徒へ指導できるよう
にするため、人権教育研修会において、児童生徒が人権感覚を身に付けることができるような
効果的な取り組みを紹介していく。

B

・児童生徒や保護者を対象とした情報モラル講座を、指導主事や委託業者が講師として依頼の
あった学校へ出向き、実施した。
・市内小中学校15校に対して情報セキュリティ外部監査を実施した。(市内全小中学校を3年間
かけて回り、全校の監査を実施するものの2年目。)
・外部監査の結果をもとに、転入・新任管理職対象の「情報セキュリティリーダー研修」を実
施した。

【課題】

・ⅠＣＴリテラシー指導力をさらに向上させられるよう、実践事例等の参考資料の周知や研修
の充実を図る。
・小中学生のスマートフォン等の端末所持率の増加に伴い、ネットトラブルの認知件数が増加
している。認知事案の確実な解消と今後もすべての教員が自信をもって情報モラル教育の指導
が行えるよう、教材に関する研修や情報提供のさらなる充実に努め、指導力向上を図ってい
く。

人権教育研修会における教職員の参
加率

【課題】

・令和2年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止対策により、例年通りの活動を行うことが
できなかったが、その中でも工夫して各学校の実態に合わせて啓発活動を行った。より一層の
実践事例等の参考資料の周知や研修の充実を図る。
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

小 ８３.１％
中 ８５.１％

小 ８３.６％
中 ８６.４％

小 ８４.８％
中 ８６.６％

小 ８３.８％
中 ８６.６％ －

小 ８2.０％
中 ８７.０％

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１５.６％ １３.３％ ４８.９％ ３７.７％ － ５０.０％

Ｃ

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、学校歯科医や市内養護教諭が合同で実施する研
修等が中止となり、「よい歯の教室」等を実施できなかった。しかし、学校歯科保健では、歯
みがき時に飛沫が飛び散らないようブラッシングする方法など、新型コロナウイルス感染症の
リスクを低減しながら歯みがきを行う重要性の説明を行うことで、学校での歯みがき習慣を継
続して実施することができた。
・新型コロナウイルス感染症防止対策マニュアルを作成し、各小中学校に配付することで、学
校における感染対策の徹底ならびに、感染拡大を防ぐことができた。
・アレルギー疾患対応マニュアルを改訂して市内小中学校に配付し、徹底を図った。また就学
時健康診断において、新1年生の保護者宛に｢学校におけるアレルギー疾患への対応について｣の
通知文を配付し、早期に学校との連携強化を図った。

【課題】

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、学校歯科保健については、従来取り組んできた
学校保健委員会など学校・家庭・地域で連携し、活動に取り組む機会を設定することが困難で
あった。今後は、多様化する家庭環境において、児童生徒自身が自らの健康を今まで以上に考
え、行動できるよう指導していくともに、家庭に対する健康教育の啓発方法等を工夫・検討し
ていく。

②学校保健の
充実

★

【成果】

指標の進捗状況

学校歯科医による「よい歯の教室」実
施率

担当課所

学務課

　児童生徒の体力向上については、運動特性を基に、小学校はすばやさと力強さ、中学校はねばり強さを重点項目に
設定し、体力向上推進委員会や体育主任会等で各学校に周知を行うとともに、各学校では、授業や体育的行事等を通
して、児童生徒の体力向上、スポーツ精神を高めるための取り組みを実践した。また、健康教育の推進では、 ｢朝食
を毎日必ず食べる児童生徒の割合90％｣として目標を設定した。しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため、各取り組みに制限を設けながら実施したため、充実した活動を展開することはできなかった。
　学校保健については、学校歯科医による｢よい歯の教室｣の実施、アレルギー疾患対応マニュアルの3訂版の作成、配
付等を行い、自らの健康管理の大切さを認識できるよう、健康教育を充実させた。

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

【成果】

【課題】

・新型コロナウイルス感染症拡大防止対策の影響により、児童生徒のさらなる体力低下が懸念
される。令和元年度の新体力テストにおいて、小学校は体力総合得点上位の目標値を上回った
ものの、中学校では目標値を下回った。今後は、児童生徒一人ひとりの課題に応じた体力向上
をめざし、体力向上推進委員会や体育主任会等を通じて、個の体力目標値に着目し、個々の体
力の伸びが見られるよう支援していく。

①児童生徒の
体力向上と健康
教育の推進

担当課所

指導課

指標の進捗状況

新体力テストにおける「体力総合得点
上位の値」の市平均値

【施策目標】

　健康教育を通して、自らの健康管理の大切さを認識し、生涯にわたり健康の保持増進に主体的に取り組むことので
きる子どもを育成する。また、児童生徒の体力の向上を図ることとあわせて、豊かな心と規律ある生活態度、スポー
ツ精神などを育みながら、子どもたちの心身ともに健やかな成長を支える。

【施策に対する総合評価】

B

・令和元年度の新体力テストの結果を受け、小学校ではすばやさと力強さ、中学校ではねばり
強さを令和2年度の重点項目に設定し、体力向上推進委員会や体育主任会等で各学校に周知を
行った。各学校では授業や体育的行事等を通して、児童生徒の体力向上に向けた取り組みを実
践した。2月の体力向上研修会では、日本体育大学の岡出教授より「系統性のある体育授業」に
ついての講演を実施し、それを受け、次年度以降の取り組みについて検討した。
・健康教育の推進については、｢朝食を毎日必ず食べる児童生徒の割合90％｣として目標を設定
した。
・令和2年度の新体力テストは、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止となった。

１－２－(５)　　

　施策の総合評価 学務課・指導課

★　健康教育の充実　1-2-(5) 施　　　策
総合評価 Ｃ+

外部評価 Ｐ.７３

- 35 -



【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

３.６９回/週 ３.７０回/週 ３.７５回/週 ３.７８回/週 ３.７６回/週 ３.７５回/週

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

７,４２２回 ８,８５３回 １万３０３回 １万１,６８７回 １万２,４４４回 １万2,５００回

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

９９.９％ ９９.９％ ９９.９％ ９９.９％ ９９.９％ １００％

・｢和食｣を取り扱う3年間の食育計画の最後の年度であったが、コロナ禍であったため、給食時
間を中心とした指導を一部控えることとなった。そのほか、ティーム・ティーチング（共同授
業）や講習会も制限されてしまった。今後も、和食に対する理解を深め、自らの食文化に誇り
を持ち、無形文化遺産であることを伝えていけるよう指導を継続していく。また、食に関する
指導全般を効果的に充実させる方法も検討していく。

B

・年間を通した真空冷却機の稼動により、より安全で安心な、おいしい給食の提供に努めるこ
とができた。
・｢大量調理施設衛生管理マニュアル｣の改正により、衛生管理体制の強化が必要とされたこと
から、調理従事者および関係職員のノロウイルス高感度検査の実施を通して、衛生管理に対す
る危機管理意識が高まった。

【課題】

・改訂後の｢学校給食衛生管理基準｣に基づいた施設整備(検収室等)がされていないことから、
関係機関との連携を図りながら、衛生管理の徹底をしていく。
・調理従事者および関係職員の健康管理意識向上のため、ノロウイルス高感度検査の実施を強
化していく。

【成果】

指標の進捗状況

食に関する指導および講習会等の実
施回数（平成２３年度からの累計）

【成果】

指標の進捗状況

・給食時間の指導では、引き続き｢和食｣を食育のテーマとし、｢和食文化の伝承｣について、各
学年に応じた指導を行った。和食のバランスの良さを再確認し、季節を感じる料理や行事食が
特徴の一つであることを伝えることにより、自然の恵みに感謝する心を育み、日本独自の食文
化であることを意識することができた。

③衛生管理の
徹底

担当課所

給食課

Ｃ

検便検査実施率

　栄養管理と食に関する指導の充実における取り組みは、我が国の大切な食文化である｢和食｣について保護・継承が
必要であることから、3年間の食育計画において「和食」を食育のテーマとしてきた。献立に季節の料理と行事食や世
界の料理を取り入れ、伝統的な和食文化のすばらしさへの理解が深まり、学校給食が｢生きた教材｣として有効に活用
され、食育の推進を図ることができた。しかし、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、栄養教諭等による食に
関する指導が一部しか実施できなかったため、今後も食育を発信できる方法を検討していく。
　引き続き、安全で安心な給食を提供するために、衛生管理の徹底、給食センター施設の設備管理を行い、おいしい
給食の提供に努めていく必要がある。

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

★

【成果】

B

・給食メニューの研究では、四季折々の自然の恵みを大切にした｢季節の料理｣や食文化と年中
行事が関わってきた「行事食」を取り入れ、米飯を主食とし、和食の特徴であるだしの旨味を
基本とした汁物や多様な食材を使用したおかずを組み合わせてきた。このことにより、さらに
児童生徒の日本の食文化に対する理解が深まった。

【課題】

・和食は、日本人の健康に寄与すると期待されており、また、和食献立は、和食文化の保護・
継承に不可欠であることから、今後も献立研究を行い、学校給食へ継続的に取り入れていく。

指標の進捗状況

米飯回数

★

【施策目標】

施　　　策
総合評価 B-

【課題】

１－２－(６)　　

　施策の総合評価 給食課

★　学校給食の充実と食育の推進　1-2-(6)

　児童生徒の健やかな体を育むために、衛生管理や食物アレルギー対応を徹底し、多様な食品の組み合わせによる献
立の研究に努めることで、安全で安心なおいしい給食を提供する。また、栄養教諭等による学校訪問において効果的
な指導方法等を検討し、学校給食を有効に活用して、食に関する知識や食を選択する能力を身に付けさせ、生涯にわ
たって健康な食生活が実践できるよう食育を推進する。

【施策に対する総合評価】

①栄養管理の
充実

担当課所

給食課

②食に関する指
導の充実

担当課所

給食課
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１００％ １００％ １００％ ９２.０％ ９９.０％ １００％

【成果】

指標の進捗状況

学校給食センター稼働率

１－２－(６)　　

B

・充実した献立で安全な給食を継続的に提供するため、学校給食センターの維持管理をはじ
め、衛生管理および安全管理に配慮した施設管理・運営に努めた。
　①第一学校給食センターのフードスライサー更新
　②第三学校給食センターの消毒保管器更新

【課題】

・給食センターの施設管理については、学校給食を安定・継続して提供していくために不可欠
で、多額の経費を必要とする事業である。令和3年度は第一学校給食センターの包丁まな板殺菌
庫の更新、第三学校給食センターのレオニーダの更新を行うなど、計画的な施設設備の整備を
行い、機能維持に努める。

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

④給食センター
施設の管理

担当課所

給食課
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基本目標１ 生きる力を育む学校教育を進める 

施策の方向３ 
信頼される、質の高い教育環境をつくる 1－3 

子どもたちが学校教育で学んだことを活かし、自立して「生きる力」を身に

付けるためには、一人ひとりの教育的ニーズに対応しながら、継続的に質の高

い指導を行うことができる教育環境を整えることが必要です。 

そのために、だれもが安心して教育を受けられるような支援体制の充実や、

安全・安心に加えて快適な学習環境を確保するための義務教育施設の整備、一

人ひとりの教育的ニーズに適した学習支援を行うための教職員の育成、さらに

は学校応援団への支援など保護者・地域との連携のもと地域全体で子どもを見

守り育てる特色ある学校づくりに取り組み、だれからも信頼される、質の高い

教育環境づくりに努めます。 

■施策の体系 

教育支援体制の充実 1－3－(1) 

義務教育施設の整備と充実 1－3－(2) 

教職員の資質向上と研修環境の充実 1－3－(3) 

信頼される、質の高い教育環境をつくる 1－3 

地域に根ざした特色ある学校づくり 1－3－(4) 
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１２人 １４人 １３人 ２４人 ８人 2０人

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

９２.１％ ９１.６％ ９１.６％ ９１.７％ ９２.８％ ９５.０％

【課題】

①教育委員会
の適切な運営

B

・各学校の就学事務および中学校選択制担当者を対象に年間4回の研修会を実施することで、①
保護者・児童への制度の周知、②中学校の特色をより知ってもらうための取り組みの強化、③
小学校における進路指導の充実を図ることができた。
・令和2年度は中央市民会館劇場にて抽選会を行うことで、より効率的に実施することができ
た。

【課題】

・基本校以外を選択した者の受け入れ可能人数は現在一律35名であるが、学校施設の空き状況
等を踏まえた学校ごとの定員の見直しについて、調査・研究を行う。
・令和2年度は抽選会を中央市民会館劇場で実施したが、さらなる効率的かつ公正な抽選会の実
施方法について、検討を行う。

担当課所

教育総務課

②中学校選択
制の推進

指標の進捗状況

教育委員会会議傍聴者数（教科書採択
除く）

中学校選択制満足度

　教育行政を総合的かつ計画的に推進するため、第2期越谷市教育振興基本計画に基づいた教育に関する取り組みの適
切な進捗管理に努める。また、幼児期の教育から大学等の教育まで、多様な就学機会への支援を行い、等しく教育を
受ける機会を得られるよう取り組む。さらに、生活や学習上の困難を改善し、克服するため、児童生徒一人ひとりの
教育的ニーズに応じた特別支援教育や、小中学校9年間にわたる学びと育ちの連続性を重視した小中一貫教育を推進す
る。

【施策に対する総合評価】

B

・令和2年度は、定例教育委員会会議を12回、臨時教育委員会会議を2回開催し、教育行政の基
本方針や予算、市議会提出議案の原案決定など、議案や協議事項等、あわせて116案件につい
て、審議・協議等を行った。
・コロナ禍の状況においても、継続的に会議の透明化を図るため、より広い会場での開催や事
務局職員の出席者を工夫するなど、感染防止対策を講じて教育委員会会議を傍聴できる環境を
確保した。
・教育委員会活性化のため、各委員から専門的な見地からの意見をいただくことに加え、教育
の現状を知っていただくために、委員による小学校訪問等を実施した。

・｢開かれた教育委員会｣という視点で見た場合、令和元年度には目標値に達したものの、依然
として会議の傍聴者数が少ないことが課題である。現在は、ホームページや市の掲示板による
告示を通じて会議の周知を行っているが、教育委員会への関心をさらに高めてもらえるよう、
より効果的な周知方法について検討を行う必要がある。
・新型コロナウイルス感染症の感染状況等を注視しながら、教育行政に影響を与えないよう、
引き続き教育委員会会議の運営方法等について検討を行う。

指標の進捗状況

　施策の総合評価
教育総務課・学務課・
指導課・教育センター

★　教育支援体制の充実　1-3-(1)

　多様な就学機会への支援、幼保小の連携、幼稚園教育の振興といった取り組みについては、等しく教育を受ける機
会の提供等を図るため、適切な制度の運用に取り組んだ。
　小中一貫教育の推進、特別支援教育支援員の配置、学校への訪問指導の充実において、概ね計画どおりに事業を推
進し、児童生徒の生活や学習上の困難の改善に努めた。また、児童生徒一人ひとりのニーズに応じた特別支援教育の
推進については、指導主事が小中学校を訪問し研修会を実施して、通常学級在籍の特別な支援を必要とする児童生徒
を対象とした教育支援プランの作成を推進した。

１－３－(１)　　

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

【成果】

施　　　策
総合評価

★

【成果】

B+

【施策目標】

担当課所

学務課
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

２４件 ３０件 ２６件 ３６件 ３２件 ５０件

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

４.５６ ４.５９ ４.５７ ４.６０ - ４.８０

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

６６.０％ ６５.０％ ６２.４％ ６５.４％ ６２.６％※ ７０.０％

B

・幼稚園振興事業においては、市内私立幼稚園および認定こども園(教育部分)28園に対し、教
具・教材の購入費用や遊具の修繕費用等の一部を補助したことにより、教育環境の整備や幼児
の安全確保を支援した。また、補助金がより一層公平かつ効率的に活用できるよう、私立幼稚
園等に対する補助金制度の見直しを行った。

【課題】

・幼稚園振興補助金においては、令和3年度から補助対象経費を拡充し、新たな補助基準で運用
を開始することから、より効果的・効率的かつ適正に幼稚園等が制度を活用できるよう、内容
の周知や支援等を行う必要がある。

B

【成果】

★

【成果】

指標の進捗状況

幼保小連携推進研修会参加者の満足
度（最高値５）

１－３－(１)　　

指標の進捗状況

B

・入学準備金貸付制度については、令和2年度は32件、1,740万円の貸付を行い、入学時にかか
る保護者の経済的負担の軽減を図った。
・入学準備金貸付金償還金の収納率については、現年分89.52％、滞納繰越分11.25％、全体で
は50.41％であり、貸付金の原資の確保に努めた。また、償還期未到来の借受人に対し、償還へ
の意識醸成と進学者の在学確認等のため、通知を送付した。
・就学援助制度については、新小学1年生および新中学1年生の保護者に対する新入学準備費の
入学前支給を行い、必要な時期に必要な援助ができるよう努め、保護者の経済的負担の軽減を
図った。

・必要とする方が適切な支援を受けられるようにするため、引き続き入学準備金の積極的な周
知を行うとともに、国や県の奨学金制度を紹介するなど、個別の希望や状況にあわせた対応を
行う。
・これまでの実績や国・県の動向等も考慮しながら、適切な制度の内容について検討する。
・度重なる督促にも応じない滞納者が一部存在しているため、督促の実施方法等を見直すな
ど、さらなる未収金対策に取り組む必要がある。
・就学援助制度については、卒業アルバム代等の費目追加について、近隣市等の状況を調査
し、検討していく。

【成果】

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

★

★

指標の進捗状況

幼稚園等就園率
※３歳～５歳の人口で算出した参考値

・新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、幼保小連携推進研修会は中止としたが、幼
保小の段階に応じた指導や系統的な指導についての資料を作成し、幼稚園・保育所・小学校等
に資料を配付することで、相互の理解を深められるように取り組んだ。

【課題】

・幼保小を所管する課(幼稚園：教育総務課、保育所：保育施設課、小学校：教育センター・指
導課)が分かれているため、それぞれが目標を共有して連携を深められるよう支援する必要があ
る。
・学習指導要領や幼稚園教育要領等の改訂に伴い、異校種間で教育の内容や特性を理解し、発
達や学びの連続性を意識しながら目の前の子どもの指導支援を進めることができるよう具体策
を検討するなど、幼保小連携推進研修会を企画運営していく必要がある。

入学準備金貸付件数

【課題】

担当課所

③多様な就学
機会への支援

担当課所

教育総務課
学務課

④幼保小の連
携

教育センター

⑤幼稚園教育
の振興

担当課所

教育総務課
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

９４.１％ ９５.６％ ９５.３％ ９５.４％ ９５.０％ ９８.０％

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

８２.１％ ８７.２％ ８５.０％ ９４.７％ ９２.７％ ９０.０％

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１４校 ４３校 ４４校 ４２校 ４２校 ４５校

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

８５.５回 １００.３回 ９８.５回 ９１.６回 ７９.０回 １００回

１－３－(１)　　

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

B

・訪問指導により各学校の教育課程の実施状況、学習指導、生徒指導などの専門的な事項につ
いての現状と課題を把握するよう努め、指導助言を実施した。特に、本市全体で取り組む小中
一貫教育に関するブロック研修や教科会、ⅠＣＴ機器の活用を推進するため、タブレット端末
活用の出前研修を重点化した。

【課題】

・新学習指導要領の全面実施に伴い、今後も引き続き各教科等の学習内容の変更に応じた、よ
り専門性を重視した訪問指導が求められる。各教科の見方・考え方に関する資料や評価に関す
る資料、主体的・対話的で深い学びの資料、カリキュラム・マネジメントの資料、ＧⅠＧＡス
クール構想に伴うⅠＣＴ機器の活用の資料等を指導主事が訪問時に活用するなど、多様化する
学校のニーズに応えられるよう、体制整備を進めていく。

指標の進捗状況

個別の教育支援プランの作成校数

B

・特別支援教育支援員を小学校30校に52名(特支25名、通常27名)、中学校8校に10名(特支8名、
通常2名)を配置し、特別な配慮を必要とする児童生徒の学校生活の充実が図られた。
・日本語を母語としない児童生徒に対し、日本語指導員を28校に派遣し、学校生活において必
要な日常会話の習得が図られた。
・教員の業務支援を行うスクール・サポート・スタッフを、働き方改革の対応で5校に6か月
間、新型コロナウイルス感染症の対応で45校に6か月間配置し、教員が児童生徒への指導や教材
研究等に注力できる体制を整備することで、学校教育活動の一層の充実が図られた。

【課題】

・学校からの特別支援教育支援員の配置要望は毎年増加している。引き続き、学校および教育
センターと連携を図り、効果的な配置を行うとともに増員に努める。
・スクール・サポート・スタッフが、どのようなサポートをすることが教職員の負担軽減に効
果的なのか、学校の実情に応じた教職員の事務作業等の軽減について検証する。

B

・校長会、教頭会等の機会を通して、｢共生社会の形成｣、｢インクルーシブ教育システムの構
築｣を周知し、管理職の特別支援教育に対する理解を深めた。
・通常の学級に在籍する特別な支援や配慮を必要とする児童生徒への切れ目のない支援を図っ
ていくため、各学校で研修会を実施し、通常の学級における個別の教育支援プランの作成を推
進した。
・発達支援訪問指導を通して、各学校で一貫した支援体制の構築を推進した。令和2年度は新型
コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、各学校1回の実施となった。

【課題】

・引き続き、通常の学級においても、支援が必要な児童生徒について個別の教育支援プランの
作成および活用を推進する。
・発達支援訪問指導を通して、校内の支援体制の成果と課題を検証する機会とする。
・学校の要請に応じて、特別な支援や配慮を必要とする児童生徒の担任等の教員に向けた指導
を行うとともに、特別支援教育に関する校内研修を実施する。

B

・市内全小中学校に対して、第2期小中一貫教育の研究指定を実施した。令和2年度は、学習指
導要領改訂の理念を踏まえるとともに、授業改善とカリキュラム・マネジメントを両輪とした｢
わくわく感のある授業づくり｣について周知するとともに、年度当初と年度末に小中一貫教育推
進部会を開催し、第2期小中一貫教育とわくわく感のある授業づくりについて研修を行った。

【課題】

・市内全小中学校において｢わくわく感のある授業づくり｣を推進するため、第2期小中一貫教育
の方向性や取り組みについて、継続的に全教職員へ周知を図るとともに、授業実践を各小中学
校に広め、「わくわく感のある授業づくり」の研究を深めていけるようにする。

【成果】

【成果】

指標の進捗状況

指導主事１人あたりの平均年間学校訪
問回数

★

【成果】

【成果】

指標の進捗状況

特別支援教育支援員配置希望校への
配置割合

★

★

指標の進捗状況

教師の授業改善評価５段階評価のうち
上位３段階の割合

⑥小中一貫教
育の推進

担当課所

指導課
教育センター
学務課

⑦特別支援教
育支援員等の
配置

担当課所

指導課
教育センター

担当課所

学務課

⑧児童生徒一
人ひとりのニー
ズに応じた特別
支援教育の推
進

担当課所

教育センター

⑨学校への訪
問指導の充実
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

７１.１％ ７３.３％ ７５.５％ ７７.７％ ７７.７％ １００％

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

２７.７％ ２９.３％ ３１.５％ ４３.７％ ６２.１％ ５０.０％

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

０％ ０％ １３.２％ １９.６％ ３８.３％ ３０.０％

★

【成果】

指標の進捗状況

校務時間削減率

・トイレの洋式化については、計画的に進捗している。今後もさらなる整備率の向上を図るた
め、施設単位での大規模な洋式便器への改修を行う。

小中学校施設のバリアフリー化率

教育センター

　施策の総合評価 学校管理課・教育センター

　児童生徒が安全な学校施設で快適に学習できるよう、計画的な施設整備に取り組むとともに、教育活動の向上のた
め、ⅠＣＴ環境の整備を計画的に行う。

【施策に対する総合評価】

　屋内運動場の非構造部材耐震化や校舎等のバリアフリー化、普通教室等へのエアコン設置など、計画的な整備に努
め、児童生徒の安全安心かつ快適な教育環境を確保した。今後も、さらなるトイレの洋式化整備を進め、快適な教育
環境の確保を図る。
　一方、学校施設全体については、建築後30年以上経過している学校がほとんどであることから、大規模改修も含め
た校舎等の長寿命化対策が課題となっている。
  教育ネットワークの管理・運用については、｢統合型校務支援システム｣の教職員の中での定着により、校務の効率
化が具体的に成果として見られた。引き続き、校務時間の削減をめざし、学校現場の実態およびニーズを収集しなが
ら、資料提供や出前研修等による学校支援を進める。

施　　　策
総合評価

A

・学校単位でのバリアフリー化率は、なかなか向上しない状況となっているが、より多くの学
校の福祉環境向上を図るため、1校を集中的に整備するのではなく、複数校にわたり、改修を
行っていく。

【課題】

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

★

【課題】

A-★　義務教育施設の整備と充実　1-3-(2)

・大袋東小学校の施設の点字タイル(屋内外)、階段手摺の整備を行った。

担当課所

１－３－(２)　　

【施策目標】

★

・校舎、屋内運動場を対象に、和式便器を男女各トイレに1基残しながら、学校単位で、トイレ
の洋式化改修を行い大相模小学校外17校の整備を行った。

①安全な学校
施設の整備と充
実

B

学校管理課

【成果】

学校施設のトイレ洋式化率

【成果】

指標の進捗状況

②快適な学校
環境の整備と充
実

指標の進捗状況担当課所

A

・｢統合型校務支援システム｣に係る各種設定の仕方や操作方法についての研修会を実施した。
・学校日誌の電子化、指導要録の様式2「指導に関する記録」の電子保存化を進め、校務時間の
削減に努めた。
・導入の効果として、市内小中学校担任教員の年間校務時間が、導入前の調査時点より教職員
一人当たり51.4時間削減された。
・令和3年度の中学校新学習指導要領全面実施に伴い校務支援システムの改修を行った。
・保守管理業者によるヘルプデスクや学校訪問など、ⅠＣＴ機器の利用に係る学校支援を行っ
た。

【課題】

・｢統合型校務支援システム｣について、各学校における利用状況や各学校での運用上の課題に
ついて保守業者と連携しながら情報収集を行い、校務の共通化・効率化のための資料の提供や
操作研修会、システムの改修の検討などに継続して取り組み、さらなる教育活動の情報化が行
えるように支援する。
・さらなる校務時間削減に向け、児童生徒の出欠席等に係る保護者と学校間の連絡の電子申請
化を図るため「保護者連絡システム」の導入を進める。

学校管理課

担当課所

③教育情報の
収集・発信およ
び教育ネット
ワークの管理・
運用
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

８５.３％ ９１.０％ ９１.６％ ８５.１％ ８１.３％ ８６.０％

【課題】

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

４２.２％ ４７.２％ ４６.７％ ４８.９％ ５７.８％ ６０.０％

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１００％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％

研修受講者アンケートにて「大変分かりや
すかった」と回答した教職員の割合

【成果】

B

・人事評価制度を活用して教職員の資質向上および学校の教育力を高めるためには、適切な内
容の目標設定および公正、公平な評価を行う必要がある。教職員が目標設定の際に行う面談の
面談者および評価者である管理職を対象に、評価者研修会を年4回実施した。その成果として、
管理職が適切に評価を実施することができた。また、｢評価結果の累積による次年度給与への反
映｣についても、苦情が出ることなくスムーズにスタートすることができた。

・今後も管理職の大量退職に伴い、新採用管理職の増加が予想されるなかで、｢評価結果の累積
による次年度給与への反映｣を踏まえた最終評価者としての校長の責務、一次評価者としての教
頭の責務なども含め、評価者研修会をより充実させていく必要がある。令和3年度も年4回の研
修を行い、より実践的な内容を取り扱うことで、新しい評価制度への理解と評価技術を高めて
いく。

A

・教育研究員が｢各教科における主体的・対話的で深い学びの実現に向けた指導法の工夫改善｣
をテーマに指導方法の工夫・改善を研究したほか、文教大学教授から研究内容や研究授業に対
する指導助言を受け、資質向上を図った。また、教育研究員による研究成果物は学校系ネット
ワークにデータを記載するとともに、すべての学校に成果物の冊子を送付し、市内教職員で研
究成果を共有した。さらに、市内教員による自主研究団体の研究を奨励した。

指標の進捗状況

【成果】

１－３－(３)　　

　施策の総合評価 学務課・教育センター

　社会の変化に的確に対応した教育指導の実現をめざし、教職員の資質や指導力を高めるための研修等を一層充実す
るとともに、研修環境の整備を行う。また、市内小中学校と市内の大学との交流を深めるなど、地域における教育力
を十分に活用しながら、教職員の指導力の充実をめざす。

【施策に対する総合評価】

・本市においても教職員の大量退職・大量採用が進み、受講者層も大幅に変化してきている。
また、中核市6年目となり働き方改革を踏まえた研修体制の見直しを図る必要がある。令和3年
度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を講じながら、学校や教職員のライフステージ
に沿った効果的な研修を実施していく。

【施策目標】

B

・中核市のため、法定研修を含めた教職員研修を市独自で主催することができ、本市の課題に
沿った研修を企画・運営することができた。令和2年度は新型コロナウイルス感染症の影響によ
り集合研修は行わなかったため、集合研修の代わりとして、資料配付による机上研修を行い、
受講者を支援することができた。一方で、集合研修未実施のため市内教職員の中から研修指導
者を選出することができず、指導者の育成を目的とした取り組みはできなかった。

【課題】

①教職員研修
の充実

指標の進捗状況

「個人の目標は目指す学校像・重点目
標等の連鎖が意識されている」と回答
した評価者の割合

　教職員研修については、中核市移行後6年が経過し、市独自での本市のニーズに沿った研修実施が確実に市内小中学
校に定着している。今後も、受講者の満足感の向上に向け、受講者のニーズにあった分かりやすい、かつ日々の実践
に直結する内容を常に工夫・精選していく必要がある。学習指導要領の改訂の趣旨に沿った｢カリキュラム・マネジメ
ント｣の確立により教育課程の質の向上を図るとともに、｢主体的・対話的で深い学び｣の視点による授業改善など研修
の充実に引き続き努めていく。
　令和2年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、文教大学とのパートナーシップ協定による取り組みとして、
本市教育研究員の指導法改善各部会で大学教員からの指導を受けることのみを実施し、学生を市内小学校へ受け入れ
ることなどの取り組みは行わなかった。

★　教職員の資質向上と研修環境の充実　1-3-(3) 施　　　策
総合評価

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

★

A-

【成果】

指標の進捗状況

教育研究員による成果物の授業での
活用率

担当課所

教育センター

【課題】

・教職員各自が資質向上を目的として、自主的・主体的に研修に励み、能力を開発するという
責務を遂行できるよう、引き続き市教育委員会として条件整備に努める。

担当課所

教育センター

②人事評価制
度を活用した目
標達成

担当課所

学務課

③教育研究員
および学校教育
団体による研究
の推進
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１００％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

９６.６％ ９７.４％ ９６.４％ ９７.９％ ９７.２％ １００％

・若手の教職員が増えてきているため、心電図検査等の対象年齢について、検討を行う。ま
た、教職員の心身の健康管理を行っていくため、引き続き、定期健康診断・人間ドック・スト
レスチェック、長時間労働者への面接指導等の受診勧奨を行っていく。

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

【成果】

指標の進捗状況

指導法改善研究員のニーズに応じた
地域大学の専門的教育力の活用率

A

・教育研究員指導法改善部会の研究に対し、文教大学教授の指導助言を受けるなど、大学と連
携し、市内教員の指導法の工夫改善を図った。なお、新型コロナウイルス感染症の影響により
研究授業を実施することができなかったため、指導法改善部会からは、研究成果物を文教大学
に提供した。
・新型コロナウイルス感染症の影響により、文教大学の学生の市内小学校への受け入れ事業に
ついては実施を見送った。

【課題】

担当課所

★

【成果】

指標の進捗状況

定期健康診断・人間ドック等受診者率

１－３－(３)　　

・大学教授など、専門的な立場からの教職員研修や指導講評は、教員の授業力および資質向上
に大きく寄与するため、指導法改善部会や研修会等へ積極的に協力を要請するとともに、学校
現場における大学生の受け入れ態勢を引き続き整えていく。

B

・血液検査は、学校保健安全法施行規則では、35歳未満および36歳以上40歳未満の職員におい
ては検査項目から除くことができるとあるが、全年齢を対象として検査を実施し、より広く健
康を管理することができた。
・コンピュータの使用頻度の多い教職員向けに、学校保健安全法とは異なる特殊健康診断に属
するＶＤＴ検査を実施した。
・教職員全員が健康診断を受診するよう研修会等で指導し、定期健康診断・人間ドック等の受
診者率は、97.2％となった。
・教職員が健康に留意して教育活動が実践できるよう、ストレスチェックや希望者への面接指
導の受診勧奨を実施した。

【課題】

④地域の大学と
の連携

教育センター

⑤教職員の健
康の維持と管理

担当課所

学務課
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

４５校 ４５校 ４５校 ４５校 ４５校 ４５校

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１３万人 ２９万人 ４２万人 ５５万人 ６４万人 ５０万人

１－３－(４)　　

・公表されている学校関係者評価をさらに周知し、評価結果を学校運営の改善に実際に活かし
ていくシステムの整備が必要である。
・小中一貫教育を進めていく上で、中学校区で同じ評価項目をいくつか設定し、中学校区で特
に力を入れている内容について学校・家庭・地域が共有できるように働きかけていく。

A

・第1回学校応援団づくり推進委員会は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止となっ
たが、地域を巻き込んだ避難所開設・避難所運営についての資料提供を行い、学校・家庭・地
域が連携して行う防災活動について理解を深めることができた。
・各学校が学校応援団づくり推進委員会の交付金を有効活用し、学校や地域などの特色を活か
した学校応援団活動の充実に努めることができた。
・学校応援団や退職教職員による「こばと塾」を開催して学習支援を推進するなど、地域の教
育力を活用することで児童の学習意欲の向上を図ることができた。

【課題】

【成果】

【施策目標】

施　　　策
総合評価 A-

・学校応援団の人材確保が課題となっていることから、先進事例を紹介したり、広報の仕方を
工夫したりするなど、学校応援団の推進に向けて取り組んでいく。

　学校評価については、｢地域の教育力を学校活動に取り込み、地域との強い絆で結ばれた特色ある学校づくりを展
開｣という視点から、学校運営協議会を市内全小中学校に設置し、より風通しの良い評価、公表に努めた。
　学校応援団については、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため研修会は中止となったが、学校・家庭・地域が
協働して行う防災活動について資料を提供し、それぞれの立場でできることについて理解を深めることができた。
　部活動等の充実および外部指導者の派遣については、越谷市部活動ガイドライン(市作成)、学校の部活動に係る活
動方針(学校作成)を策定し、保護者や地域へ周知を行い、理解を得ることで、部活動のさらなる充実につなげること
ができた。また、部活動外部指導者の活用(14校50名)により、技能指導が手厚くなり、各種大会における優秀な結果
につながった。

　施策の総合評価

【施策に対する総合評価】

①学校評価の
充実

・令和2年度から全小中学校に学校運営協議会を設置し、各学校の運営に関して、保護者や地域
からの意見等を反映できる体制を整備した。
・教員・児童生徒・保護者等による自己評価を受け、教育委員会から委嘱された学校運営協議
会委員等が学校関係者評価を実施し、その結果をすべての学校がホームページや学校便りなど
で公表した。

担当課所

指導課

★

★

★　地域に根ざした特色ある学校づくり　1-3-(4)

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

指導課

【課題】

指導課

A

　一人ひとりの個性を活かし、たくましく生きる力を育むため、地域の教育力を学校活動に取り込み、地域との強い
絆で結ばれた特色ある学校づくりを展開する。また、学校応援団をはじめとした、家庭や地域が学校を支える体制づ
くりに取り組むとともに、小学校クラブ活動等への地域の指導者の参加など、地域に根ざした教育活動を推進する。

担当課所

②学校応援団
の推進

学校関係者評価結果の公表校数

指標の進捗状況

各学校における教育ボランティアの人
数（平成２８年度からの累計）

【成果】

指標の進捗状況

外部評価 Ｐ.７５
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１４校 １４校 １３校 １４校 １４校 １５校

指標の進捗状況

【課題】
B

・｢越谷市部活動ガイドライン｣に基づいて、各学校において｢学校の部活動に係る活動方針｣を
策定し、保護者や地域へ周知を行った結果、大きなトラブルなく活動ができた。
・部活動外部指導者の活用(14校50名)により、顧問の技術指導の補助や生徒の技能の向上を図
ることができ、各種大会において優秀な成績を収める結果となった。

・県が策定する｢運動部活動の在り方に係る方針｣や平成30年度に文化庁が策定した｢文化部活動
の在り方に関する総合的なガイドライン｣を参酌し、令和2年3月に改定した｢越谷市立中学校に
おける部活動ガイドライン｣に沿って、各学校が｢学校の部活動に係る活動方針｣に則った適切な
部活動運営が継続されるよう指導していく。

【成果】

担当課所

指導課 外部指導者派遣校数

③部活動等の
充実および外部
指導者の派遣

１－３－(４)　　

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）
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基本目標２ 生涯にわたる学びを充実し、地域の文化を創造する 

施策の方向１ 
生涯を通じた学習活動を推進する 2－1

近年、社会環境や個人の価値観の変化に伴い、自由時間の有意義な活用や生

きがいづくりのために、市民の多様な学びに対するニーズや生涯学習の重要性

は年々高まってきています。本市では、子どもから高齢者まで、それぞれの興

味や関心、必要性に応じて、生涯にわたり学習活動を行うことができる環境を

整えていくことが重要であると考えます。 

そこで、市民が自主的・主体的に生涯学習活動に取り組むことができるよう、

生涯学習推進体制の充実や、各種学級・講座などの学習機会の充実、人権意識

の高揚を図るための人権教育の推進、豊かな心と学習意欲を育むための自然体

験・科学体験の充実、さらには身近な生涯学習の場である図書館の充実に取り

組み、市民の生涯を通じた学習活動を推進します。

■施策の体系 

生涯学習推進体制の充実 2－1－(1) 

学習活動の充実と学習成果の活用 2－1－(2) 

社会教育における人権教育の推進 2－1－(3) 

自然体験や科学体験の充実 2－1－(4) 

図書館の充実 2－1－(5) 

生涯を通じた学習活動を推進する 2－1
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

２,０２８人 ２,６４６人 ３,３００人 ３,７５３人 ３,８８３人 ３,７００人

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

８７回 １７８回 ２７１回 ３６３回 ４１４回 ４４０回

２－１－(１)　　

　施策の総合評価 生涯学習課

★　生涯学習推進体制の充実　2-1-(1) 施　　　策
総合評価 Ｃ+

【施策目標】

　市民が自主的・主体的に学びを継続し、その学んだ成果を地域社会に活かすことができるような環境づくりを進め
るため、市民との協働および関係機関との相互の連携・協力による、生涯学習推進体制の充実に取り組む。

【施策に対する総合評価】

　市民との協働による推進体制の充実、関係機関と連携した推進体制の充実という主な取り組みにおいて、新型コロ
ナウイルス感染症の拡大防止のため開催中止とした事業が多かったが、市民とともに検討を重ね、コロナ禍における
生涯学習の推進について議論することができた。
　各事業とも市民や関係機関の意見を反映させながら、より充実した内容となるよう努めているが、企画運営に参加
する市民の年齢層に偏りがあるため、幅広い年齢層の市民が参加できるよう引き続き事業内容の充実や周知に取り組
んでいく。
　今後も、循環型生涯学習社会の推進を図るため、市民が自主的・主体的に学びを継続し、学習成果を地域社会やま
ちづくりに活かすことができる環境づくりに取り組むとともに、学習ニーズの多様化や複雑化に対応できるよう努め
る。

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

★

①市民との協働
による推進体制
の充実

【成果】

B

・生涯学習審議会において、生涯学習の施策や事業に関する協議を行ったほか、第3期越谷市教
育振興基本計画策定に係る意見聴取を2回行った。活発な議論が展開される審議会を開催するこ
とにより、生涯学習の推進につなげることができた。
・学びのきっかけづくりや多様な学習機会の提供を図るため、企画運営委員会と協働し、様々
なテーマの講座を行う｢こしがや市民大学｣は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため開
催中止としたものの、年間4回の会議を開催し、講座の開催に向け企画を行った。例年、市民団
体と協働して開催している参加体験型の事業である｢生涯学習フェスティバル｣は、新型コロナ
ウイルス感染症の拡大防止のため中止とした。中止に際しては代替事業を予定し、開催当日に
向けた準備や年間5回開催した会議（うち1回は書面協議）に市民団体が意欲的に参加した。結
果として、代替事業も中止としたが、コロナ禍における生涯学習事業の在り方や開催方法等を
議論するなど、市民が主体となって生涯学習活動に参加する環境をつくり、学んだ成果を地域
社会に活かす生涯学習社会の推進を図ることができた。

【課題】

・企画運営に参加する若年層・中堅層が少ないことが課題である。幅広い年齢層の市民が企画
運営に参加できるよう、今後も事業内容の充実や周知に取り組む。

担当課所 指標の進捗状況

生涯学習課
生涯学習推進事業の企画運営の参加
者数（平成２５年度からの累計）

②関係機関と連
携した推進体制
の充実

【成果】

生涯学習課
関係機関と連携して実施した事業数
（平成２８年度からの累計）

Ｃ

・公民館、学校、社会教育関係団体、各種実行委員会、ＮＰＯ等の関係機関と連携して市民の
多様な学習ニーズに対応する事業を実施したことにより、推進体制の充実を図ることができ
た。
・社会教育関係団体の事業活動が、主体的かつ適正に行われるよう支援した。

【課題】

・新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、開催中止となった事業が多かった。コロナ禍
における事業の運営方法について検討するよう努める。
・今後も多様化・高度化する市民のニーズに積極的に対応していくため、関係機関との連携を
強化し、幅広く意見を伺いながら講座の内容等について検討を行うことで、さらなる推進体制
の充実を図る。

担当課所 指標の進捗状況

- 48 -



【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

９２.４％ ９１.３％ ９１.１％ ８９.６％ － １００％

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

２３万２７人 ２６万８,６６４人 ３０万６,８７７人 ３３万６,８４５人 ３４万６,７９４人 ３７万９,０００人

２－１－(２)　　

　施策の総合評価 生涯学習課

★　学習活動の充実と学習成果の活用　2-1-(2) 施　　　策
総合評価 Ｃ+

【施策目標】

　いつでも、どこでも、だれもが主体的に学ぶことができるよう、各種学級・講座や講習会などを開催し、学習機会
の充実に努める。また、学習成果を地域社会の活性化に活かすことができるような循環型生涯学習社会を推進するた
め、人材育成の支援などを行い、市民との協働による地域社会の創造をめざす。

【施策に対する総合評価】

　生涯学習の拠点施設である地区センター・公民館を中心に、新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策を講じなが
らライフステージ・ライフスタイルに対応した各種学級・講座を開催し、市民の多様なニーズに的確に対応するとと
もに、市民が自主的・主体的に生涯学習活動に参加できるよう学習機会の充実に努めた。課題として、青年期を対象
とした事業と参加者が少ないことが挙げられるため、引き続き講座内容や開催時間等を検討し、魅力ある事業を展開
できるよう努める。

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

★

①家庭の教育
力の向上

【成果】

B

・例年、小学校就学時健康診断時と中学校入学説明会時に、保護者を対象とした子育て講座を
各校で開催している。令和2年度については、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、講
義形式の講座に代えて、家庭教育に関する資料を配付し、家庭教育力の向上に取り組んだ。資
料については、英語版も併せて作成し、外国人児童生徒の保護者についても家庭の教育力の向
上を図った。
・子育て中の保護者を対象に、すべての公民館において家庭教育学級を開催し、家庭の教育力
の向上に取り組んだ。
・家庭教育学級の中に、必ず人権学習を組み入れ、家庭内の人権意識の高揚が図られるよう取
り組んだ。

【課題】

・令和2年度子育て講座については、講義形式の講座を行っておらずアンケートを実施していな
いため、指標である参加者の満足度を確認できなかった。
・今後は、新型コロナウイルス感染症の感染状況を考慮しながら、子育て講座や家庭教育学級
等を実施し、引き続き家庭の教育力の向上に努める。

担当課所 指標の進捗状況

生涯学習課 子育て講座参加者の満足度

★

②ライフステー
ジ・ライフスタイ
ルに対応した学
習機会の充実

【成果】

生涯学習課
各種学級・講座の参加者数（平成２３年
度からの累計）

Ｃ

・生涯学習の拠点施設である地区センター・公民館において、新型コロナウイルス感染症の拡
大防止対策を講じ、ライフステージ・ライフスタイルに対応した各種学級・講座を開催した。
・こしがや市民大学は、講座は開催中止となったものの、参加する側から企画する側に参画で
きる仕組みとすることで、市民が主体となって生涯学習活動を行い、学んだ成果を地域づくり
に活かす循環型生涯学習社会の推進を図ることができた。

【課題】

・課題として、青年期を対象とした各種学級・講座とその参加者が少ないことが挙げられる。
青年期の事業参加と活性化が図られるよう、地域の大学等の教育機関との連携を強化するな
ど、対策を講じることが必要である。

担当課所 指標の進捗状況
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

９２.８％ ９２.２％ ９０.０％ ８１.８％ － １００％

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

７５万１,１３３人 １４５万２,８０７人 ２１９万８,８１５人 ２７４万５,３９８人 ２９５万８,３８２人 ３６４万３,８００人

２－１－(２)　　

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

★

③人材育成の
支援

【成果】

Ｃ

・｢生涯学習ボランティア養成講座入門編｣については、学習した内容を実践する機会である
「生涯学習フェスティバル」が開催中止になったことや、新型コロナウイルス感染症の拡大防
止のため、開催中止とした。
・｢生涯学習リーダー養成講座実践編｣については、新型コロナウイルス感染症の影響により講
師の選定ができなかったことや、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、開催中止とし
た。

【課題】

・生涯学習ボランティア活動自体の達成感や、活動によって得られる人間関係の広がり等のメ
リットを伝えられるよう、事業内容や周知方法を検討する。
・コロナ禍においても講座を開催できるよう、事業内容や運営方法を検討する。

担当課所 指標の進捗状況

生涯学習課
生涯学習リーダー・ボランティア養成
講座参加者の満足度

④公民館機能
の充実

【成果】

生涯学習課
公民館の利用者数（平成２８年度から
の累計）

B

・公民館は、生涯学習・コミュニティ・地域福祉・防災救援などの機能をもつことから、地域
振興業務として地区ごとのまちづくり活動の推進や支援について企画した。新型コロナウイル
ス感染症の影響により、中止した事業もあるが、感染対策を講じた内容に変更して講座を開催
した。
・各地区の公民館運営協力委員会の意見を反映し、各地区の特色を活かした生涯学習活動を
行った。

【課題】

・公民館事業に市民のニーズを反映させるため、生涯学習審議会や各地区の公民館運営協力委
員会などの会議において調査・審議を行い、公民館事業の一層の充実に努める。
・地域における生涯学習活動の拠点施設として、老朽化した地区センター・公民館を計画的に
整備し、機能の一層の充実に努める。

担当課所 指標の進捗状況
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

２万１,５６５人 ２万５,２１０人 ２万８,８４０人 ３万１,８１２人 ３万２,０２２人 ３万６,０００人

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

５５回 ６０回 ６０回 ５７回 ３４回 ６０回

２－１－(３)　　

　施策の総合評価 生涯学習課

★　社会教育における人権教育の推進　2-1-(3) 施　　　策
総合評価 Ｃ-

【施策目標】

　同和問題（部落差別）をはじめとする様々な人権問題に関する正しい理解と認識を深め、差別意識の解消を図る必
要があることから、すべての人が生まれながらにもっている基本的人権が尊重されるよう、関係団体と連携し、人権
教育および人権啓発を推進する。

【施策に対する総合評価】

　人権教育推進事業に関する取り組みにおいては、市内の公共施設を会場とした人権講座・講演会等を開催すること
により、人権問題に対する正しい理解と認識を深め、人権意識の高揚を図ることができた。また、啓発活動の推進の
取り組みにおいても、人権啓発物品の配布や人権啓発文を掲載することにより、人権教育の普及および人権意識の啓
発を図ることができた。
　今後も、同和教育をはじめとする様々な人権教育および啓発活動を推進し、引き続き差別意識の解消に努める。

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

★

①人権教育推
進事業の充実

【成果】

Ｃ

・越谷市人権教育推進協議会、越谷人権擁護委員協議会越谷部会との共催により毎年開催して
いる人権・同和問題講演会は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、開催中止とし
た。
・埼葛人権を考えるつどいでは、住民の人権意識の高揚と正しい理解を図ることを目的に開催
し、埼葛12市町の教育機関や団体など多くの方の参加のもと、地域間の交流を通じて広域的な
人権教育の推進を図ることができた。
・地域住民への人権教育の一環として、公民館を活用し、全地区において家庭教育学級に人権
学習講座を組み入れるとともに、高齢者や女性を対象とした学習講座を開催するなど、幅広い
年齢層に対し学習機会を提供することができた（一部講座については、新型コロナウイルス感
染症の影響により中止）。また、中学生に対して毎年実施している、人の命や権利を大切にす
る心を育てるための講演会については、新型コロナウイルス感染症の影響により令和3年度に延
期とした。
・受講者が学習で得た知識を地域に広められるよう、公民館において人権教育指導者養成のた
めの講座を企画したが、新型コロナウイルス感染症の影響により中止となった。

【課題】

・令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、一部の事業を中止したことによ
り、人権教育に関する講座の参加者数が例年より伸びなかったが、今後も効果的な事業の実施
に努める。
・人権問題を自分自身の問題としてとらえる感覚を身に付けられるよう、今後も同和教育をは
じめとする様々な人権教育の推進に努める。

担当課所 指標の進捗状況

生涯学習課
人権教育に関する講座の参加者数（平
成２３年度からの累計）

②啓発活動の
推進

【成果】

生涯学習課 啓発活動の実施回数

Ｃ

・人権意識の高揚を図るため、児童生徒が作成した人権標語を活用した啓発物品を講座や研修
会などの機会を利用し、広く市民に配布した。
・市広報紙への人権啓発文の掲載においては、社会状況に応じた人権問題のテーマを取り上
げ、人権意識の啓発に努めた。

【課題】

・令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、一部の事業を中止したことによ
り、啓発活動の実施回数が目標値を達成できなかったが、今後も効果的な事業の実施に努め
る。
・人権意識の高揚を図るためには、情報の提供・周知を継続して行う必要があることから、今
後も啓発活動を推進し、差別意識の解消に努める。

担当課所 指標の進捗状況
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１万１,０６４人 ９,９８９人 ２,８７３人 － － １万７,０００人

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

８３万６９９人 ９９万９,４６６人 １１６万９,２７８人 １３０万６,９９１人 １３２万２,６８１人 １３３万８,０００人

A

・新型コロナウイルス感染症拡大防止により、事業の運営方法を変更するなど柔軟に対応し、
施設内での感染防止に努めることができた。
・市内小学3・5年生を対象にした学校利用事業において、学校では扱うことが難しいテーマ
を、それぞれの学年の児童の発達段階に応じて実施できるよう、指導過程や内容の見直しを行
うとともに、新規メニューを開発し実施するなど、児童が科学に興味をもつ取り組みができ
た。また、通常、対象児童が当センターに来館し事業を実施していたが、感染防止対策の観点
から、職員（指導主事・科学教育指導員）が各小学校を訪問し、科学実験工作体験授業ができ
るよう内容の見直しを行うことで成果を上げることができた。
・日本博物館協会が文化庁との協議・助言を踏まえ策定した「博物館における新型コロナウイ
ルス感染拡大予防ガイドライン」により、体験装置の利用ができなくなったことに伴い、企画
展を複数回開催した。特別企画展「サイエンチスト宮沢賢治」展では、文学作品と科学を結び
付けることで、科学に関心がなかった人にも科学の魅力を伝えるなど、科学への興味を喚起す
ることができた。また、この企画展は多くのメディアに取り上げられたことで多数の方々に来
館していただいた。

【課題】

・県内の数少ない科学館の一つとして、科学に特化した事業の充実、さらには、日々変化する
市民の科学講座に関するニーズに応えられるよう、常に情報を集めるなど、引き続き新しい講
座開催に向けた準備を行う必要がある。
・体験装置については、装置の老朽化及び新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴い、利用が
難しいことから、体験装置にかわる体験型プロジェクションマッピングの導入など、新しい技
術の導入が求められる。
・企画展を開催するなど、科学技術体験センターならではの特色ある事業の実施が求められる
中、事業実施に向けた取り組みを計画的に行う必要がある。
・日本博物館協会が文化庁との協議・助言を踏まえ策定した「博物館における新型コロナウイ
ルス感染拡大予防ガイドライン」により、「新しい生活様式」を取り入れた科学講座等の事業
運営を行うための様々な取り組みに対する検証が必要となる。
・｢新しい生活様式｣を取り入れた事業運営が求められることに伴い、科学講座において参加人
数を制限することになるため、今後は科学講座における新規事業数を増やし、さらなる事業内
容の充実を図る必要がある。

担当課所 指標の進捗状況

指標の進捗状況

生涯学習課
あだたら高原少年自然の家の利用者
数

★

②科学技術体
験センター事業
の充実

【成果】

生涯学習課
科学技術体験セン

ター

科学体験参加者数（平成２３年度から
の累計）

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

★

①あだたら高原
少年自然の家
の利用促進

【成果】

Ｄ

・越谷市立あだたら高原少年自然の家条例を廃止した。
・令和3年度に解体工事を行うために解体工事設計業務委託を行った。
・令和3年度当初から解体工事に着手できるよう、解体工事契約を締結した。また、工事内容の
軽減を図るため、解体工事前に実施可能なＰＣＢ含有調査及びダイオキシン類調査分析業務を
行った。
・使用可能な施設備品及び消耗品の新たな利活用を検討し、移管先の調整を行った。

【課題】

・施設解体後は原状に復して国に返地するため、返地に係る協議・調整を行う必要がある。

担当課所

【施策目標】

　人や自然を思いやる健やかで心豊かな青少年を育むため、野外活動・集団活動の拠点施設としてあだたら高原少年
自然の家の利用促進を図るなど、自然とふれあう機会の充実を図る。
 また、科学技術体験センターにおいて多くの市民の理科や科学に対する興味・関心が高められるよう、年代に応じた
体験メニューの開発を行うなど、科学体験の充実に努める。

【施策に対する総合評価】

　あだたら高原少年自然の家においては、平成30年10月24日より、施設の耐震性に問題があることから、施設利用を
休止した。令和元年度に施設の今後の方向性について、教育委員会および市長部局を交えて検討を行った結果、｢施設
を廃止する｣という結論に至り、令和2年度末をもって施設を廃止した。
　科学技術体験センターでは、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を講じたうえで事業を実施するなど、柔軟に
対応することができた。また、科学技術への関心を喚起するため、「新しい生活様式」を踏まえ、各ライフステージ
にあわせた科学講座の充実を図るなど、科学教育の振興に寄与した。引き続き、県内の数少ない科学館として、さら
なる科学講座の充実に努めるなど利用者のニーズに沿った事業の実施に努める。

２－１－(４)　　

　施策の総合評価
生涯学習課・

科学技術体験センター

★　自然体験や科学体験の充実  2-1-(4) 施　　　策
総合評価 Ｃ+

外部評価 Ｐ.７７
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

６４万７,０４４冊 ６５万２,５５２冊 ６５万８,６４４冊 ６６万２,００８冊 ６６万５,６３３冊 ７０万冊

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１８２万２,３５６冊 １７８万１,８７７冊 １７４万６,８４１冊 １６７万２,２２１冊 ８９万４,０４３冊 １９０万冊

B

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、3月28日から6月14日まで臨時休館し、貸出サー
ビスを行うことができなかったが、5月26日から6月14日の臨時休館中は予約本の貸出サービス
を再開した。また、12月26日から令和3年3月21日までの臨時休館中も予約本の貸出サービスを
続けることができたが、令和元年度と比較して貸出数は減少することとなった。

【課題】

・日本図書館協会の統計によると、個人貸出は平成22年度の7億1,618万1,000点を最高値とし
て、平成29年度は6億8,516万6,000点、30年度は6億8,421万5,000点、令和元年度は6億5,344万
9,000点と全国的に減少の傾向にある。
・図書館サービスの根幹である貸出業務やレファレンスサービスなどが、緊急事態時や災害発
生時にも円滑に行うことができるよう、マニュアルを作成する。
・令和3年度から導入予定の電子書籍について、利用者のニーズに応えられるような選定や、郷
土に係る資料の電子書籍化を検討し、コンテンツの充実に取り組む。

担当課所 指標の進捗状況

指標の進捗状況

図書館 蔵書冊数

★

②図書館サービ
スの充実

【成果】

図書館 貸出冊数（個人）

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

①図書館機能
の充実

【成果】

B

・図書館資料の計画的な収集と保存等を積極的に進めた結果、蔵書冊数が66万5,633冊となり、
情報提供サービスのさらなる充実と利用の拡大に努めた。
・北部図書室において、児童書の配架場所を変更するとともに、利用頻度の高い健康医療やパ
ソコン等に関する図書は新たにコーナーを設置し、利便性の向上を図った。
・コロナ禍においても利用者が安心して図書館資料を利用できるよう、市立図書館及び南部図
書室に加え、北部・中央図書室にも書籍消毒機を設置した。

【課題】

・北部地域における図書館機能の強化が課題である。今後、どのような整備の内容が可能とな
るか調査・検討を行っていく。
・コロナ禍においても継続して図書館サービスを提供できるよう、来館しなくても利用可能な
電子書籍の導入に努める。
・郷土資料を紹介するコーナーなどを設け、市販されている本だけではなく郷土に関する資料
の周知を図り利用者の増大に努める。

担当課所

【施策目標】

　市民ニーズの多様化・高度化・専門化に積極的に応えるとともに、より身近で利便性の高いサービスを提供してい
くため、情報化社会に対応するセンターとして、蔵書等の充実や図書館システムのさらなる改善を図る。また、各種
講座・講演会、読書会などを開催し、市民文化の向上を図るとともに、市民団体・ボランティア等との協力や、関連
施設等との連携のもと、幅広い市民の読書活動を推進する。

【施策に対する総合評価】

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、多くの主催事業の中止及び臨時休館を余儀なくされる中、図書館資料
の収集と保存等を堅実に行いながら、行事等の代替として特別展示、本のおたのしみ袋及び講演動画を作成し、
YouTube越谷市公式チャンネルへの配信など各種取り組みを実施した。臨時休館中においても、安全を図りながら予約
図書の貸出を行い、また、感染対策として北部・中央図書室にも書籍消毒機を設置し、利用者に対する安全面の向上
を図った。図書館システムの活用については、システム更改に向けての研究等に取り組みながら、日々の安定した運
用に努めた。施設管理については、限られた予算内で優先順位を的確に判断し、各修繕及び空調機器等の改修工事を
行った。

２－１－(５)　　

　施策の総合評価 図書館

★　図書館の充実　2-1-(5) 施　　　策
総合評価 B+
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

８３.６％ ８３.８％ ８５.７％ ８６.４％ ９２.１％ ８５.０％

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１,０５１人 １,２２０人 １,２４０人 １,０７３人 － １,５００人

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

５５万６,３１１冊 ５５万４,３６９冊 ５４万４３冊 ５１万６,５６１冊 － ５８万冊児童書の貸出冊数（個人・団体）

★

⑤子ども読書活
動の推進

【成果】

B

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、児童関連行事がすべて中止となったが、子ども
と本をむすぶため、特別展示等を行い読書活動の推進を図った。特に本のおたのしみ袋につい
ては、図書館の滞在時間を制限している中、短時間で本を借りることができ、普段手に取るこ
とのない本と出会えた喜びの感想を多くいただき、好評だった。
・市内中学校図書委員の作成したポップ（本の紹介文）を、昨年新設した「ティーンズおすす
めコーナー」に本とともに展示し、貸出数の少ないティーンズ世代（13歳～18歳）への読書活
動の推進を図った。
・前年度までは小学校1年生のみ全員配付としていた夏休みの読書案内（他の学年にはクラスに
数枚の配付）を、小学校1年生～中学校2年生まで全員配付を行った。夏休みが短縮となった
中、例年以上に紹介した本が多く貸出となり、特に小学校低学年・中学年に紹介した本には多
数の予約が入るなど、読書活動を推進するとともに図書館の利用促進を図った。

【課題】

・小中学校への団体貸出は、5月末まで休校（その後、分散登校有）だったにもかかわらず
1,437冊（前年度比17冊減）であり、うち小学校においては1,318冊（前年度比151冊増）であっ
た。今後も需要に応じた資料を提供できるよう、指導要領や貸出傾向等の調査・資料の収集を
行い、学習資料提供サービスのさらなる拡充を図る。
・貸出数の少ないティーンズ世代への読書活動の推進を図るため、より多くの市内中学校生徒
のポップを紹介できるよう周知を図っていく。
・コロナ禍において行事が行えない状況が続くが、今後も特別展示等を企画し、本との出会い
の場を提供していく。

担当課所 指標の進捗状況

図書館

B

・新型コロナウイルス感染症拡大防止により行事の中止が相次いだ中、市民読書会（6回・延べ
参加人数：48人）と図書館寄席（12月13日実施・参加人数：22人）を実施した。
・読書会等の読書関係団体へ支援の一環として、読書会用の本の用意（合計246冊）を行った。
・１つのテーマにそって本を集めて紹介する「おすすめ本」の展示を行っている。その中で
「SDGs（持続可能な開発目標）」について関連書籍を集めた企画展示を行った際には、新聞社
（10月23日読売新聞と10月27日埼玉新聞）にも取り上げられるなど注目を集め、好評であっ
た。

【課題】

・令和2年度はコロナ禍により講演会などの開催が難しいものとなったが、今後はその教訓を活
かし、感染対策の徹底等、事前に準備や開催基準を設けることで、同様のことが発生した場合
にスムーズに対応できるようにする。
・野口冨士男文庫関連の動画配信をYouTubeにて行ったが、他の講座についても今後、調査・研
究していく。

担当課所 指標の進捗状況

指標の進捗状況

図書館
資料の予約件数に占めるインターネッ
トによる予約件数の割合

④図書館文化
活動の推進

【成果】

図書館 講座・講演会等への参加者数

２－１－(５)　　

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

★

③図書館システ
ムの活用

【成果】

B

・インターネットでの予約件数は、24万件を超え、予約件数に占めるインターネットによる予
約件数の割合は、すでに目標値を超えている。

【課題】

・図書館システムの更改による、資料検索時間の短縮、延滞管理の改善、移動図書館事務のオ
ンライン化、北部図書室資料のICタグ管理化等、市民サービスの向上に向けた機能を導入す
る。
・市民ニーズの多様化・高度化・専門化に積極的に応えていくとともに、新型コロナウイルス
感染症の流行時でも資料提供が行えるよう、図書館システムを活用するうえでの電子書籍の提
供や資料のデジタルアーカイブ事業等の調査・検討を行う。
・市民が身近な公共施設においても同様の図書館サービスが受けられるよう、全市的な図書館
ネットワークの構築をめざし、地区センター・公民館や学校図書館等の関連施設との連携のあ
り方について検討する。
・新型コロナウイルス感染症拡大防止も考慮し、自動貸出機の利用率を増やすため、利用者へ
の周知を図る。

担当課所
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１７３人 ２１４人 １４３人 １３７人 － 22０人

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１箇所 １箇所 １箇所 １箇所 ２箇所 ４箇所

B

・エアハンドリングユニットの改修工事を行ったことにより、視聴覚ホールを快適に使用でき
るようになった。
・駐車場のラインを塗装修繕したことにより、進路妨害する位置に駐車する車がなくなった。
・庭園のベンチを修繕したことにより、庭園でくつろぐ市民が増えた。
・消防設備点検にて今まで指摘を受けていた箇所をすべて修繕し、令和2年度の点検においては
指摘事項がなくなった。
・高木剪定を行い、建物周りの環境を少し改善できた。

【課題】

・市立図書館は、開館から38年が経過し、空調設備や外壁等の経年劣化が著しいことから、機
能の維持・向上を図るための施設・設備の計画的な改修が必要である。
・一部が朽ちている高木が増えているが、高所作業車が入れない場所なので簡単に委託できな
い。剪定方法など検討する必要がある。
・庭園を憩いの場としている市民も増えていることから、害虫駆除など、快適な環境づくりを
行うことが必要である。
・事務室の雨漏り修繕を令和元年度・2年度に行ったが、問題は解決されなかった。大規模な改
修工事が必要であり、令和3年度に改修を予定している。

担当課所 指標の進捗状況

担当課所 指標の進捗状況

図書館 野口冨士男文庫講演会への参加者数

★

⑦図書館の適
切な管理

【成果】

図書館
施設改修工事の箇所数（平成２８年度
からの累計）

２－１－(５)　　

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

⑥野口冨士男
文庫の運営

【成果】

B

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、講演会は中止となったが、その代替として、元
編集者、雑文家の平山周吉氏にご講演いただき、講演内容に関連する本や写真・肉筆原稿等や
テロップを挿入、編集した動画を越谷市公式チャンネル（YouTube）にて公開し、野口冨士男及
び文庫について広く周知を図った。
・講演会の中止に伴い、特別展では、文芸評論家・前三島由紀夫文学館館長・元武蔵野大学教
授の松本徹氏監修のもと、「野口冨士男文庫のあゆみ」をテーマに、文庫開設から昨年までの
講演会の様子を展示し、野口冨士男文庫の活動を示すことができた。
・小冊子｢野口冨士男文庫｣23号では、小説家の増田みず子氏にご寄稿いただき、大変好評で
あった。

【課題】

・文庫所蔵資料の保存と活用のため、目録を含む資料のデジタル化を図り、インターネット上
での公開を行うことも検討していく。
・特別展、講演会開催の周知に力を入れ、リピーターに加え、新規参加者を増やすとともに、
越谷市民がより野口冨士男に親しめるような試みを行う必要がある。
・令和2年度同様、講演会が中止となった場合には代替策を検討していく必要がある。
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基本目標２ 生涯にわたる学びを充実し、地域の文化を創造する 

施策の方向２ 
芸術文化活動を推進し、伝統文化を継承する 2－2

芸術文化活動の振興と向上を図るためには、身近な場所で優れた芸術に接し、

自主的に文化活動に参加できる環境を整えることが重要です。また、伝統文化

に触れることは、地域に対する愛着や誇りといった郷土意識を育むことにつな

がると考えます。 

そこで、自主的に文化活動に参加できる環境づくりと発表機会の充実により、

市民の芸術文化活動を推進するとともに、地域に根ざした文化事業を実施する

など、特色ある伝統文化の振興と普及に取り組みます。また、貴重な文化的遺

産である文化財の保存と活用に取り組み、郷土の歴史を学習する機会の充実に

努めます。

■施策の体系 

芸術文化活動の推進 2－2－(1) 

特色ある地域文化の振興と普及 2－2－(2) 

文化財の保存と活用 2－2－(3) 

芸術文化活動を推進し、伝統文化を継承する 2－2
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１,９１６点 ２,２１５点 ２,４８６点 ２,７７９点 ２,７７９点 ３,2５０点

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

８５.６％ ８６.２％ ８４.５％ ８１.４％ ５８.２％ １００％

２－２－(１)　　

　施策の総合評価 生涯学習課

★　芸術文化活動の推進  2-2-(1) 施　　　策
総合評価 Ｃ+

【施策目標】

　優れた芸術に身近な場所で接することができ、自主的に文化活動に参加できる環境を整えるため、日頃の芸術文化
活動の成果を発表する機会を充実するとともに、市民の自主的な文化活動を支援し、活気ある文化のまちづくりを進
める。
　また、芸術文化活動の拠点施設として越谷コミュニティセンターを積極的に活用し、様々な分野における優れた芸
術文化に接する機会を提供する。

【施策に対する総合評価】

　市民との連携による発表機会として、文化総合誌を予定どおり発行することができたが、市美術展覧会等をはじめ
とするその他の事業は、新型コロナウイルス感染症の影響から開催中止等となり、日頃の芸術文化活動の成果を発表
する機会を十分に提供することができず、施策目標の達成に至らなかった。今後は、ⅠＴ化が進む現在の状況を鑑
み、オンラインによる展覧会の開催など、新たな発表機会の充実に向けた方法についても検討を始める。
　越谷コミュニティセンターについては、新型コロナウイルス感染症の影響により、芸術文化活動の拠点施設とし
て、優れた舞台芸術等の開催や市民に芸術文化に接する機会を例年同様には提供できなかった。一方、施設の適切な
管理に継続して努めることで、施設・設備の瑕疵による重大な事故等を未然に防止し、利用者が安全・安心かつ快適
に使用できる環境づくりに寄与した。

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

★

①市民との連携
による発表機会
の充実

【成果】

Ｃ

・新型コロナウイルス感染症の影響により、市民からの公募数が減少したが、文芸作品等を紹
介する｢川のあるまち｣を発行し、発表機会の充実や市民の創作意欲の向上、文芸等創作活動の
普及を図ることができた。
・「川のあるまち」の作品募集の方法について、郵送による提出を積極的に促し、新型コロナ
ウイルス感染症の拡大防止に努めた。
・新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、文化活動の発表の場となる｢越谷市民文化祭｣
や、市民から公募した絵画等作品を展示する｢越谷市美術展覧会｣については、開催中止とし
た。
・新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、埼玉県美術展覧会が令和3年度に延期となり、
これに伴い「越谷市県展記念作品展」も令和3年度に延期とした。

【課題】

・｢川のあるまち｣の一般応募者（ジュニア・学生部門応募者を除く）の増加を図るべく、各種
広報媒体等を通じて積極的な周知を行い、一般応募者の増加に努める。
・｢越谷市美術展覧会｣における高校生の出品料が減額となったことについて、学校に積極的な
周知を行い、学生の出品者数の増加に努める。また、ⅠＴ化が進む現在の状況を鑑み、オンラ
インによる展覧会開催方法についても検討を進める。
・｢越谷市民文化祭｣への15歳未満の参加が一部可能となったことについて、積極的な周知を行
い、参加者の増加に努める。

担当課所 指標の進捗状況

生涯学習課
美術展覧会（市展）の出品作品数（平成
２３年度からの累計）

②越谷コミュニ
ティセンターの
利用促進

【成果】

生涯学習課 越谷コミュニティセンター稼働率

B

・施設の管理を指定管理者に委託し、効率的かつ効果的な管理運営を行うことで、コロナ禍に
おいて一定程度の稼働率を維持することができた。
・積算電力計の交換修繕を行い、施設の適切な維持管理に努めた。
・利用者アンケートの実施などにより利用者の意見や要望を的確に把握し、利用者が快適に利
用できるようサービスの向上に努めた。
・新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、施設利用に係るガイドラインの策定、利用者
向け文書ならびにチェックシートを作成するとともに、入口に消毒液を設置する等、利用者が
安全・安心に施設を利用できるよう努めた。

【課題】

・昭和54年に供用開始してから42年が経過し、経年劣化による設備等の不具合が懸念されるた
め、指定管理者と緊密な連携を図りながら必要な改修工事・修繕を計画的に実施していく。

担当課所 指標の進捗状況
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１,０４９人 １,２４３人 １,４４５人 １,４４５人 １,４４５人 １,７2０人

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

６９.０％ ７３.０％ ６９.８％ ６６.９％ ５２.８％ １００％

２－２－(２)　　

　施策の総合評価 生涯学習課

★　特色ある地域文化の振興と普及　2-2-(2) 施　　　策
総合評価 Ｃ+

【施策目標】

　古くから伝わる伝統文化に触れ・学び・成果を発表する場として、日本文化伝承の館こしがや能楽堂を拠点に能公演
や体験教室などを開催し、特色ある地域文化の振興と普及に努め、市民の郷土意識の醸成を図る。

【施策に対する総合評価】

　市民が伝統文化を体験する機会として実施した能楽養成事業は、新型コロナウイルス感染症の影響により開催半ばで
中止し、また、こしがや薪能をはじめとするその他の事業についても開催中止となり、伝統文化の鑑賞、体験等の機会
を十分に提供することができず、施策目標の達成に至らなかった。
　日本文化伝承の館こしがや能楽堂については、新型コロナウイルス感染症の影響により、伝統文化活動の拠点施設と
して、優れた能公演等の開催や伝統文化に接する機会を例年同様には提供できなかった。一方、施設の適切な管理に継
続して努めることで、施設・設備の瑕疵による重大な事故等を未然に防止し、利用者が安全・安心かつ快適に使用でき
る環境づくりに寄与した。

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

★

①伝統文化の
振興と継承

【成果】

Ｃ

・一流の能楽師より本格的に能楽を学ぶことができる｢市民能楽養成事業｣を実施し、開催半ばで
中止とはなったものの、定員を超える申し込みがあったことから、一定の市民ニーズがあるとと
もに能楽によるまちづくりの推進に必要な事業であることを改めて確認することができた。
・｢市民能楽養成事業｣開催にあたり、少人数の受講ではあるものの、感染防止対策（マスク着
用・消毒・換気等）の徹底を図ることができた。
・「こしがや薪能」、「こしがや能楽の会」、「越谷市郷土芸能祭」および「郷土芸能体験教
室」については、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、開催中止とした。

【課題】

・後継者が減少傾向にある中、実技を伴う技能習得が主となる事業が多く、従来の開催方法だけ
でなく、コロナ禍においても継続的に実施できる開催方法の検討が必要と考える。
・能楽養成事業については、全10回を予定していたが新型コロナウイルス感染症の影響により、
開催途中で中止になったことを踏まえ、開催期間や時期の見直しを行う必要がある。
・伝統芸能に対する市民の関心を高めるため、越谷市郷土芸能保存協会や市内能楽関係団体等、
伝統文化を担う団体と連携し、事業改善や情報提供を積極的に行う必要がある。

担当課所 指標の進捗状況

生涯学習課
郷土芸能祭の出演者数（平成２３年度
からの累計）

★

②日本文化伝
承の館こしがや
能楽堂の利用
促進

【成果】

生涯学習課 こしがや能楽堂稼働率

B

・施設の管理を指定管理者に委託し、効率的かつ効果的な管理運営を行うことで、コロナ禍にお
いて一定程度の稼働率を維持することができた。
・建築基準法および建築基準法施行規則に基づき定期検査を行い、安全性の確保を図るととも
に、女性用トイレの工事を実施して洋式トイレの設置割合を高めるなど、利用環境の向上を図っ
た。
・利用者アンケートの実施などにより利用者の意見や要望を的確に把握し、サービスおよび利便
性の向上に努めた。
・新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、施設利用に係るガイドラインの策定、利用者向
け文書ならびにチェックシートを作成するとともに、入口に消毒液を設置する等、利用者が安
全・安心に施設利用できるよう努めた。

【課題】

・平成5年に供用開始してから27年が経過し、経年劣化による設備等の不具合が懸念されるた
め、指定管理者と緊密な連携を図りながら必要な改修工事・修繕を計画的に実施していく。

担当課所 指標の進捗状況
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１３回 １１回 １９回 ２０回 ６回 １５回

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

６６.４％ ７３.６％ ８０.０％ ８３.０％ ９３.６％ １００％

２－２－(３)　　

　施策の総合評価 生涯学習課

★　文化財の保存と活用  2-2-(3) 施　　　策
総合評価 B-

【施策目標】

　本市に残る貴重な文化的遺産を後世に継承するため、文化財の保存と活用を推進し、郷土の歴史を学習する機会の
充実に努める。また、越谷市保存民家大間野町旧中村家住宅および越谷市指定有形文化財旧東方村中村家住宅の積極
的な活用と利用の促進を図り、広く市民に郷土の歴史や文化などについて学ぶ機会を提供する。

【施策に対する総合評価】

　文化財の保存と活用における取り組みとして、伝統文化を体験する事業を実施したほか、新型コロナウイルス感染
症の影響により、接触を伴う事業の開催が制限される中、市ホームページを活用した文化財に係る情報発信を行い、
郷土の歴史を学習する機会を提供できたことで、施策目標の達成に寄与した。
　また、埋蔵文化財の保護における取り組みとして、西大袋土地区画整理事業の進捗に合わせて大道遺跡の発掘調査
を実施するとともに、保育所整備事業等に伴う試掘調査を実施し、市内遺跡の把握と保護を図ることができた。
　大間野町旧中村家住宅および旧東方村中村家住宅の利活用の促進においては、一般利用者の増加や新たな形での学
校利用の促進に向け、関係機関と連携を図りながら、より積極的にＰＲや情報提供を行っていく必要がある。
　文化財は地域の歴史や文化の正しい理解のため、欠くことができないものであるとともに、将来における文化の向
上・発展の基礎をなすものであることから、引き続き次世代へ継承し、調査・活用を通して市民理解を深めていく。

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

★

①文化財の保
存と活用

【成果】

B

・文化財に関する展示を行い、本市の貴重な財産である文化財の周知活動に努めた。
・文化財講演会は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため中止としたが、市ホームペー
ジを活用した文化財に係る情報発信を行い、7,152件のアクセスがあった。
・民具については、大間野町旧中村家住宅と旧東方村中村家住宅における常設展示に加え、社
会科見学での使用・体験や市主催事業への貸出等により活用を図った。
・文化財ボランティア活動は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、新規募集および
活動を中止とした。
・県指定文化財｢久伊豆神のフジ｣支柱修繕(2年目)ほか1件に対して文化財保存事業費補助金を
交付し、文化財の適正な保存に努めた。
・越ヶ谷秋まつりをはじめとした民俗調査や古文書調査などを実施し、市内に所在する未指定
を含む文化財の詳細の把握に努めた。

【課題】

・平成29年度に図書館から生涯学習課へ移管された市史業務について、本市の歴史を一体的に
把握できるよう、引き続き郷土に関する歴史資料の整理・保存等に取り組むとともに、デジタ
ルアーカイブ等での公開をめざし、資料のデジタル化を進める。
・郷土の歴史や文化を一体で学習できるよう、関係機関と連携を図りながら、引き続き歴史資
料の公開・活用に取り組む。
・文化財を後世に継承するため、文化財ボランティアの養成を進め、活動の充実に努める。
・文化財普及事業について、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため講座等を中止したこ
とから、目標値に達することができなかった。今後は、コロナ禍における文化財活用の取り組
みとして、インターネット等を活用した情報発信など、接触を伴わずにできる事業についても
充実を図る。

担当課所 指標の進捗状況

生涯学習課 文化財普及事業の実施回数

★

②埋蔵文化財
の保護

【成果】

生涯学習課 大道遺跡における発掘調査の進捗率

A

・約1万1,000㎡の大道遺跡(大字大道地内)において約1,190㎡の発掘調査を行い、平成13年度の
発掘調査開始以来延べ約1万296㎡の調査が終了した。また、発掘調査における出土品について
は、計画的に整理作業を進めている。
・中央・大沢第一保育所の建て替えに伴い、建設予定地である一番遺跡近接地において試掘調
査を行った。その結果、近世後期の遺構・遺物を確認したため、遺跡の範囲の変更を行った。
そのほか3地点において、個人住宅建設等に伴う試掘調査を実施し、市内遺跡の把握および保護
に努めた。

【課題】

・西大袋土地区画整理事業については平成30年度末に事業計画変更が行われ、期間が令和2年度
から令和10年度まで8年間の延長となった。このことに伴い、事業の進捗が見直されたため、目
標値に達することができなかった。事業計画にあわせて大道遺跡の発掘調査を終えるため、引
き続き適切に進捗管理を行い、計画的に調査を進める。
・これまでの調査成果により、大道遺跡の広がりを確認することができた。このことにより、
遺跡の範囲が約1万1,000㎡から約1万2,000㎡に増加となる見込みである。
・より多くの市民や子どもたちが、郷土の遺跡の調査に参加・協力できるような取り組みを実
施し、郷土の歴史を学ぶ機会の充実を図るとともに、埋蔵文化財の保護と継承に努める。

担当課所 指標の進捗状況
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

７回 ６回 ８回 ５回 ４回 ８回

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

５回 ８回 ８回 ４回 ３回 ７回

２－２－(３)　　

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

★

③大間野町旧
中村家住宅の
利活用の促進

【成果】

Ｃ

・例年、市民団体との協働により実施しているお茶会や名月観賞、昔遊び等の伝統文化を体験
する事業は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため中止としたが、市ホームページにお
いて、大間野町旧中村家住宅、旧東方村中村家住宅および市域の歴史・文化財等についての話
題を発信する「古民家だより」を掲載し、4,073件のアクセスがあった。
・小学校社会科見学等の際に、民具の体験を実施し、貴重な歴史資料に親しみながら学習でき
るよう努めた。
・施設定期点検や修繕等を実施し、保存民家としての適切な管理に努めた。

【課題】

・市民や学校、関係機関に対し、施設において可能な学習・体験活動について積極的に情報発
信を行い、引き続き利用促進に努める。
・令和元・2年度の社会科見学での利用校数は新学習指導要領の実施に伴い減少しており、今後
も減少することが予想されるが、学校教育との連携を図りながら施設における展示内容の工夫
や改善を検討するとともに、学校に対して資料提供等が行えるようにする。
・施設には古材を多く使用しており、さらなる老朽化が想定されるため、今後も定期点検を行
うとともに、計画的に修繕を行う。

担当課所 指標の進捗状況

生涯学習課 小中学校利用回数

★

④旧東方村中
村家住宅の利
活用の促進

【成果】

生涯学習課 小中学校利用回数

Ｃ

・レイクタウン地区に復元したことによる立地や回遊性を活かし、より多くの市民に訪れても
らえるよう、地域イベントにあわせた特別展示の実施やイベント期間中の入館料を無料にする
などの協力を積極的に行った。
・市民団体との協働により、わら細工などの伝統文化を体験する事業を実施し、延べ21人の参
加があった。そのほか例年行っているお茶会や昔のくらしを体験する講座等については、新型
コロナウイルス感染症の拡大防止のため開催中止としたが、市ホームページにおいて、大間野
町旧中村家住宅、旧東方村中村家住宅および市域の歴史・文化財等についての話題を発信する
「古民家だより」を掲載し、4,073件のアクセスがあった。
・小学校社会科見学等の際に、民具の体験や実際に出土した土器に触れる体験を実施し、貴重
な歴史資料に親しみながら学習できるよう努めた。
・施設定期点検や修繕等を実施し、市指定文化財としての適切な管理に努めた。

【課題】

・市民や学校、関係機関に対し、施設において可能な学習・体験活動について積極的に情報発
信を行い、引き続き利用促進に努める。
・令和元・2年度の社会科見学での利用校数は新学習指導要領の実施に伴い減少しており、今後
も減少することが予想されるが、学校教育との連携を図りながら施設における展示内容の工夫
や改善を検討するとともに、学校に対して資料提供等が行えるようにする。
・施設には古材を多く使用しており、さらなる老朽化が想定されるため、今後も定期点検を行
うとともに、計画的に修繕を行う。

担当課所 指標の進捗状況
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基本目標３ 

生涯にわたりスポーツ・レクリエーションに親しめる環境をつくる 

施策の方向１ 
健康ライフスタイルづくりを支援する 3－1

スポーツ・レクリエーション活動を通して市民の生きがいづくり、健康・体

力づくりを支援するためには、いつでも、どこでも、だれもが様々なスポーツ

やレクリエーションに親しむことができる環境を整えることが重要であると考

えます。また、市民一人ひとりが年齢や心身の状況にあわせて無理なくスポー

ツ・レクリエーション活動に参加し、運動習慣を身に付けることは、健康の維

持・向上や健康寿命の延伸など、保健・福祉の観点からも望ましいことです。 

そこで、市民が多様なライフスタイルにあわせてスポーツ・レクリエーショ

ン活動に参加できるよう、活動機会に関する情報提供や活動環境の整備に努め

るとともに、子どもや高齢者、障がいのある方も気軽に体を動かすことができ、

生きがいづくりや社会参加が促進されるよう、活動機会の充実に取り組みます。

■施策の体系 

活動環境の充実 3－1－(1) 

活動機会の充実 3－1－(2) 

健康ライフスタイルづくりを支援する
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

３１万１,９０６件 ４０万７,４７７件 ３３万９,９９２件 ２９万７,９０４件 ２０万８,６７１件 ３2万４,５００件

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１７８人 ２５０人 ２１８人 １２４人 － 2０６人

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

２４０人 １２２人 １０１人 １５４人 ３１人 ３６０人

B

B

B+

【成果】

・例年体育の日に実施している体力テストは、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止
となったが、健康づくり推進課（旧市民健康課）との共催で開催している健康体操教室につい
ては秋期のみ実施することができ、保健師が健康に関するアドバイスを行うことにより、参加
者の健康に対する意識向上を図った。

【課題】

担当課所 指標の進捗状況

スポーツ振興課 臨時保育室利用者数

★

②相談への対
応の充実

①多様な機会
を活用した情報
提供

③参加者への
支援

スポーツ振興課 体力テスト参加者数

【成果】

・勤労者の参加促進のため、対象となるスポーツ教室開催時間を日中ではなく、平日夜間と
し、開催場所も仕事終わりに通うことが容易な場所に設定した。
・親子ふれあい体操教室では小さな子どもがいるため参加できないといった原因を解消するた
めに臨時保育室を引き続き設置した。

【課題】

・市民がよりスポーツ・レクリエーション活動に容易に参加し、継続して取り組めるよう各教
室における活動環境の充実および参加方法の拡充といった支援に努める。

・新型コロナウイルス感染症拡大防止により事業実施がわずかとなったが、令和3年度以降もス
ポーツ推進委員や健康づくり推進課（旧市民健康課）と連携し、健康や運動に関する相談を充
実させていく。

担当課所 指標の進捗状況

【課題】

・情報発信の機会が少なく前年との比較が難しいが、今後もホームページや越谷Cityメール、
SNSなど、市民の利便性向上に向け情報提供方法の検討を重ねる。

担当課所 指標の進捗状況

スポーツ振興課 ホームページアクセス数

【施策に対する総合評価】

　事業の情報提供については、広報こしがや・ホームページに加えて、越谷Cityメール配信サービスを活用すること
により、令和2年度に関しては特に新型コロナウイルス感染症拡大防止による事業の中止、休止等の情報を適時発信す
ることができた。
　活動に関する相談は健康体操教室の際に、専門的な知識を持ったスポーツ推進委員や保健師がそれぞれ健康や運動
に関するアドバイスを行っており、参加者の中にはリピーターも多くいる。
　参加者への支援については、電子申請による応募環境整備、親子ふれあい体操教室での臨時保育室の設置、スポー
ツ教室の夜間開催など、スポーツ・レクリエーション活動の参加促進を図った。

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

【成果】

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、市民体育祭をはじめとする各種大会や、教室・
講座、施設開放等の多くが中止や休止となったが、ホームページや越谷Cityメール等の活用に
より、遅滞なく事業の中止情報や休止期間延長情報を提供することができた。

B

３－１－(１)　　

　施策の総合評価 スポーツ振興課

【施策目標】

施　　　策
総合評価★　活動環境の充実  3-1-(1)

　多様化・高度化する市民のニーズにあわせ、スポーツ・レクリエーション活動に関する情報提供や活動に関する相
談への対応を充実させるなど、気軽に活動を始められるようなきっかけづくりに取り組むとともに、子ども連れでも
安心して活動できるような活動環境の充実に努める。
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１万４４７人 ９,４２０人 １万６０６人 ９,２９７人 － １万１,０００人

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１万３,４００人 １万３,６３２人 １万３,２１９人 １万２,６００人 ４,０１２人 １万５,０００人

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１,７８０人 １,９３４人 １,８３４人 １,７６０人 － 2,１６３人

３－１－(２)　　

　施策の総合評価 スポーツ振興課

【施策目標】

　市民の多様化・高度化するニーズに応えるため、関係団体等と連携し、多様な活動機会の提供に努めるとともに、
市民の健康づくりを支援するため、子ども、成人、高齢者、障がい者など、年齢や心身の状態にあわせた活動メ
ニューの充実を図る。また、市民のスポーツに対する興味や関心を一層高めるため、スポーツに関する総合的な学習
機会や、トップレベルのスポーツを観戦する機会の充実に努める。

【施策に対する総合評価】

　令和2年度の市政世論調査における｢スポーツ・レクリエーション活動を週1回以上行う成人の割合｣は45.5％となっ
ており、依然5割以上の方が日頃の運動習慣がないと考える。事業内容の見直しや、関係団体との連携による事業の展
開を充実させる必要がある。
　バスケットボールクラブ越谷アルファーズがB2リーグに所属し、昨シーズンを上回る成績を上げたことなどによ
り、レベルの高いゲームの観戦機会が増えた。今後もスポーツへの関心が高まるよう取り組みを進める。

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

【成果】

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、計画されていたほぼすべての事業が中止となっ
たものの、一部事業については感染対策を講じ実施することができた。

【課題】

・新型コロナウイルス感染症については終息の見通しが立っておらず、今後の事業開催も困難
な状況ではあるが、感染拡大防止対策を施し、平時とは異なる状況下における安全・安心な大
会実施に向けた検討を行う必要がある。

担当課所 指標の進捗状況

スポーツ振興課 ３部大会参加者数

【成果】

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため多くの教室を中止したことにより参加者数は減少
したが、一部教室等をネット動画により配信するなど、コロナ禍でもからだを動かせるような
環境づくりに努めた。生涯スポーツ教室においては年間を通していつでも参加できるスケ
ジュールを構成するなど、多くの方が参加できる環境を整えた。

【課題】

・アンケートに基づく内容の見直しなど、それぞれのライフステージにあわせた教室開催に努
める。

担当課所 指標の進捗状況

スポーツ振興課 スポーツ教室参加者数

【成果】

・運動不足の方や家族で運動をする機会の少ない方などを対象に、がやがやウォークを開催し
た。新型コロナウイルス感染症拡大防止に配慮し、自然や文化に親しみながら体力づくりと親
子のふれあいが図られるよう事業を実施することができた。
・がやがやウォークのほか、なわとび大会も予定していたが、新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため中止とした。

【課題】

・今後も引き続き子どもが参加できる事業の継続的な実施に努める。

担当課所 指標の進捗状況

スポーツ振興課 なわとび大会参加者数

★

施　　　策
総合評価

B

B

B
③子どもの健
康・体力づくり
の支援

B+★　活動機会の充実  3-1-(2)

①多様な機会
を活用した参加
促進

②スポーツ講習
会等の学習機
会の提供

外部評価 Ｐ.７９
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

３２人 ３４人 ３５人 ２８人 － ７2人

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

２０６人 ２０３人 １９３人 １９２人 １７７人 2４０人

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

６０人 ９２人 ８８人 ６１人 ９人 １０３人

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

８日 ２０日 １８日 ２２日 ２５日 １７日

④成人の健康・
体力づくりの支
援

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

★

B

B

B

B⑦スポーツ観戦
機会の充実

担当課所 指標の進捗状況

スポーツ振興課 プロスポーツ等の開催日数

★

スポーツ振興課
障がい者スポーツ教室（身体・知的）、
障がい者施設出前講座参加者数

【成果】

・しらこばと運動公園競技場では女子サッカーなでしこリーグ、総合体育館ではバスケット
ボールB2リーグの越谷アルファーズの主催試合が開催された。

【課題】

・これまで行われてきた試合の継続実施とともに、ＴＴ埼玉の主催試合およびフレンドリーシ
ティ協定を結んでいる西武ライオンズの試合開催の誘致への取り組みが必要である。

・障がい者の生きがいづくりや社会参加を促進し、生活の質の向上を図るため、障がいの状況
にあわせた障がい者スポーツ教室(身体、知的)を開催した。
・障がい者福祉施設への出前講座や障がい者が気軽に参加できる卓球バレー大会など、障がい
者のスポーツ・レクリエーション活動への参加意欲アップに向けた事業を予定していたが新型
コロナウイルス感染症拡大防止のため中止となった。
　障がい者スポーツ教室(身体・知的)　　参加者数　9人（知的のみ、身体は中止）
　障がい者福祉施設への出前講座　　　　開催中止

【課題】

・参加者数を増加させるためには、スポーツ振興課だけでの実施では限界があり、障がい者の
ニーズ等をより正確に把握し、障がい者関係団体等とのつながりを有している福祉部署との連
携が必要である。
・出前講座は実施スペースや指導人員に制約があり、実施が困難になってしまう場合があるた
め、実施にあたっては十分な検討が必要である。

担当課所 指標の進捗状況

⑥障がい者の
健康づくりの支
援

担当課所 指標の進捗状況

スポーツ振興課
スポーツ教室「６５歳からのいきいき元
気教室」参加者数

⑤高齢者の健
康づくりの支援

【成果】

スポーツ振興課
スポーツ教室「男性のための軽スポー
ツ教室」参加者数

【成果】

・高齢者の健康増進や生きがいづくりによって自立した生活が送れるよう、介護予防の必要性
を学び、日ごろからの体力・健康づくりにつなげることを目的としたスポーツ教室｢65歳からの
いきいき元気教室｣を開催した。
・スポーツ・レクリエーション活動が難しい老人福祉施設の入通所者のために施設への出前講
座を予定していたが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止となった。
　65歳からのいきいき元気教室　　　参加者数　177人
　老人福祉施設への出前講座　　　　開催中止

【課題】

・高齢者が対象となるため、教室実施にあたっては、健康状態、運動制限等を考慮するととも
に、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策をはじめ、安全に実施できるよう配慮していく必
要がある。

３－１－(２)　　

担当課所 指標の進捗状況

【成果】

・勤労者向けスポーツ教室の内容を変更し、より多くの対象者に参加いただける環境を整え
た。
・｢男性のための軽スポーツ教室｣については令和元年度で終了とし、勤労者の参加者増加に向
け、新たにヨガの教室をスタートさせたが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止と
なった。
　キックボクシングエクササイズ＆バランスコーディネーション　　参加者数　 87人

【課題】

・指標となる事業の参加者数が減少傾向にあったため令和元年度をもって終了とした。今後も
スポーツを習慣づけるきっかけとなるような講座の見直しを常に図る必要がある。
・引き続き、民間スポーツクラブとの連携についても検討する。
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基本目標３ 

生涯にわたりスポーツ・レクリエーションに親しめる環境をつくる 

施策の方向２ 
スポーツ・レクリエーション活動を支援する体制の充実を図る 
3－2

市民のスポーツ・レクリエーション活動を効果的に支援するためには、活動

を支える団体などの協力と、ニーズに応じてきめ細かく指導できる人材の確保

が必要です。 

そこで、スポーツ・レクリエーションに関わる活動団体の自主的・主体的な

活動を支援するとともに、初心者でも気軽に参加できるように適切に指導がで

きる人材の養成と確保に取り組み、スポーツ・レクリエーション活動を支援す

る体制の充実に努めます。

■施策の体系 

組織の充実 3－2－(1) 

指導者の養成と確保 3－2－(2) 

スポーツ・レクリエーション活動を支援する体制の充実を図る 3－2
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

７万３,８４７人 ７万９,２０６人 ６万５,５３４人 ６万６,６９７人 １万５,３９９人 ７万９,５００人

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１件 １件 １件 １件 １件 2件

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

２９人 ３４人 ４６人 ５３人 ５６人 ５０人

３－２－(１)　　

　施策の総合評価 スポーツ振興課

【施策目標】

施　　　策
総合評価★　組織の充実　3-2-(1)

　市民のスポーツ・レクリエーション活動を推進するため、活動団体への支援や、スポーツボランティアの養成など
を通して、スポーツ・レクリエーション活動を支える組織の充実に努める。

【施策に対する総合評価】

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため多くの事業が中止となったが、活動団体への支援については補助金や地
区まちづくり助成金の交付を通して、各団体とともに可能な限り主催事業を開催した。
　総合型地域スポーツクラブの制度は依然浸透していない。地域体育館や小中学校、公民館を活動拠点とする団体が
数多く存在し、各地区スポーツ・レクリエーション推進委員会等が主催する各種大会も行われていることから、総合
型地域スポーツクラブ制度との両立が難しいと思われるため、双方の利点の検討が必要である。

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

【成果】

・体育協会やレクリエーション協会、各地区スポーツ・レクリエーション推進委員会ともに、
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、市民体育祭や元旦マラソン大会、スポーツ・フェ
スティバルなど多くの主催事業を中止したことで、大規模イベントが開催されず参加者数は大
幅に減少した。しかしながら、コロナ禍においても、感染対策を講じるなど工夫を凝らし、一
部の教室や講座等を実施することができた。 B

・依然登録クラブ数が少ないことが課題であるため、情報収集に努めることと、誰もが気軽に
楽しめるというクラブの魅力をさらに伝えていく必要がある。

担当課所 指標の進捗状況

【課題】

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため多くの事業が中止となったが、引き続き参加者数
の増加に向け、活動団体との連携をしっかりと行い、スポーツ・レクリエーション活動の充実
に努める。

担当課所 指標の進捗状況

スポーツ振興課
スポーツ関係団体等(地区スポレク)主
催事業参加者数

スポーツ振興課 総合型地域スポーツクラブ登録数

【成果】

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、イベントの多くが開催中止となったことによ
り、ボランティアの活動が大幅に落ち込んだが、広報こしがや・市ホームページ等での募集を
継続的に行い市民への周知を図った。

　越谷アルファーズ主催試合　　１名（運営補助）

【課題】

・登録者数は着実に伸びているが、以前から課題となっている若年層の新規登録者数を増加さ
せることや、越谷アルファーズをはじめとする各種プロスポーツにおける主催試合開催時の運
営補助の機会を増やしていく必要がある。

担当課所 指標の進捗状況

スポーツ振興課 スポーツボランティア登録者数

★

②総合型地域ス
ポーツクラブに
関する情報提供

③スポーツボラ
ンティアの養成
と登録

①活動団体へ
の支援

B

A

B+

【成果】

・市民からのスポーツをしたいというニーズにあわせて、スポーツ少年団をはじめとする体育
協会加盟団体やレクリエーション協会加盟団体等のほかにも、総合型地域スポーツクラブにつ
いて説明を行っている。子どもから高齢者までを幅広く対象としており、競技種目も多岐にわ
たるクラブの魅力を伝えている。

【課題】
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

４７回 ４１回 ４２回 ４０回 ９回 ４７回

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１２８人 １３９人 ９５人 ９８人 １０２人 １５５人

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１２人 １６人 ２１人 － － ５０人

３－２－(２)　　

　施策の総合評価 スポーツ振興課

【施策目標】

施　　　策
総合評価★　指導者の養成と確保　3-2-(2)

  市民のスポーツ・レクリエーション活動を一層充実させるため、スポーツ推進委員への支援、スポーツリーダー
バンク制度の充実などを通して、スポーツ・レクリエーション活動の指導者の育成と確保を図る。また、スポーツ
医・科学の専門家や大学等と連携した専門的な講習会を実施するなど、指導者の資質向上にも取り組む。

【施策に対する総合評価】

　スポーツ推進委員には、市の事業やスポーツリーダーバンクの登録者として各種スポーツ教室の講師など市のス
ポーツ・レクリエーション活動に多大なるご協力をいただいている。また、令和2年度は新型コロナウイルス感染症の
影響により中止となったが、県や埼葛地区等の研修会に参加いただき、引き続きスポーツ推進委員の資質向上に努め
る。
　スポーツ医・科学の専門家との連携については、令和2年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、研修会が中
止となったが、令和3年度以降も大学と連携し、指導者の資質向上を図る。

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

【成果】

・県や埼葛地区におけるスポーツ推進委員研修のほか、関東や全国で開かれる研究大会等、い
ずれも新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止となった。
　第61回全国スポーツ推進委員研究協議会　　　栃木県（中止）
　令和2年度関東スポーツ推進委員研究大会　　 茨城県（中止） B

・引き続き、体育協会やレクリエーション協会、各種スポーツ・レクリエーション団体の指導
者等に働きかけを行うとともに、登録者の活躍の場を充実させるべく、リーダーバンクの活発
な利用を呼び掛ける。

担当課所 指標の進捗状況

【課題】

・他市のスポーツ推進委員等との意見交換や情報共有ができるよう、積極的に各種研修会や研
究大会等に参加し、スポーツ推進委員の資質向上に努める。

担当課所 指標の進捗状況

スポーツ振興課 スポーツ推進委員事業活動数

スポーツ振興課 スポーツリーダーバンク登録者数

【成果】

・令和2年度は文教大学人間科学部より講師を招いて、｢パラリンピックの発展とその世界｣を
テーマに研修を実施する予定だったが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止とし
た。

【課題】

・新型コロナウイルス感染症の影響により、令和元年度に続いて研修を実施することができな
かったが、今後も参加率を上げるべく指導者の関心の高いテーマを取り上げていくよう努め
る。

担当課所 指標の進捗状況

スポーツ振興課 指導者研修会の参加者数

★

③スポーツ医・
科学の専門家と
の連携

②スポーツリー
ダーバンクの充
実

①スポーツ推進
委員への支援

B

B

B+

【成果】

・平成30年の埼玉県における登録更新制度変更に伴う登録者数の減少から、変更前の数にはま
だ回復してないものの、登録者数は昨年度から増加した。

【課題】
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基本目標３ 

生涯にわたりスポーツ・レクリエーションに親しめる環境をつくる 

施策の方向３ 
スポーツ・レクリエーション施設の充実を図る 3－3

スポーツ・レクリエーション活動を推進するためには、身近な場所で気軽に

スポーツ・レクリエーションに親しむことができる環境の確保が必要です。 

そのため、多くの市民が安全に、かつ、安心してスポーツ・レクリエーショ

ン活動に親しめるよう、総合体育館をはじめとした体育施設の整備・充実や、

施設の適切かつ効率的な管理運営に努めます。 

また、市民の施設利用の促進を図るため、情報提供を充実し施設予約の利便

性を向上させるほか、施設を多目的に利用できるよう検討します。 

さらに、大きなスポーツ大会の誘致や、東京オリンピック・パラリンピック

の練習会場としての招致など、幅広い活用の方法についても検討します。

■施策の体系 

施設の充実と利用促進 3－3－(1) 

スポーツ・レクリエーション施設の充実を図る 3－3 
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

担当課所

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

４,６６２件 ４,６９５件 ４,５３４件 ４,５６９件 ４,４１７件 ５,2００件

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

１９０万４,６４０人 ２２４万２,２９７人 ２５７万３,１０８人 ２８７万７,７４０人 ２９６万２７６人 ３2３万５,０００人

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

９５万２,８５１人 １１１万９,６２０人 １２８万６,８７８人 １４４万８,５２５人 １５４万４,３１５人 １６４万９,０００人

【課題】
★

　総合体育館をはじめとした体育施設の整備・充実や、施設の適切かつ効率的な管理運営に努めることで、身近な場
所で気軽にスポーツ・レクリエーションに親しむことができる環境を確保し、より多くの市民に、安全に、かつ安心
して施設を利用していただく。

【施策に対する総合評価】

B

担当課所

スポーツ振興課

③地域体育館
の利用促進

指標の進捗状況

公共施設予約案内システム(まんまる
よやく)の登録団体数

【課題】

・会議においてはシステムの操作性の向上を求める意見が多く、利用者の声をどのように吸い
上げていくかが課題となっている。
・他市町の住民が越谷市の施設を利用する頻度が高く、市民から優先的に予約できるようにな
らないのかという要望が多くあがっているため、今後の検討課題とする。
・登録件数については、ひとつの団体で複数のカードを所持しているといった団体登録の適正
化を図る中で、登録者の増加分と登録更新をしない未更新者の減少分の差し引きから、目標値
を達成できなかったものの、高い施設利用率を維持している。

・越谷市を拠点としたバスケットボールB2リーグの越谷アルファーズの試合開催を支援し、市
の魅力発信と地域活性化を図った。
・新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、予定されていた大会の多くが中止となり、
また、休館や利用制限の実施により年間利用者数は例年に比べて大幅に減少して約8万人となっ
た。目標値達成とはならなかったものの、感染対策を含め適切な施設運営が実施できた。
・施設休館となったことから自宅でもできるエクササイズ動画を作成するとともに、ホーム
ページを通じて配信を行った。

【施策目標】

　各体育施設について、土日等の利用希望のある時間帯は高い稼働率となっており、市民の身近な場所で気軽にス
ポーツ・レクリエーションに親しむ環境づくりに寄与している。
　また、施設の適切な管理に努めることで、施設・設備の瑕疵による重大な事故等は起きておらず、安全・安心かつ
快適に使用できる環境づくりに寄与している。
　一方、ほとんどの施設で老朽化が進んでおり、財源も限られていることから、利用者が安全に施設利用ができるこ
とを念頭に、優先順位を付け計画的に改修・修繕を行っていく必要がある。

★　施設の充実と利用促進　3-3-(1)

担当課所

担当課所

スポーツ振興課

★

・公共施設予約案内システム｢まんまるよやく｣の利用環境向上のため、利用者の声や、年5回開
催している5市1町の会議における意見を踏まえて、システムの改善を検討した。
・緊急的な修繕等による施設休止情報を｢まんまるよやく｣のホームページに掲載し、利用者へ
の情報提供を行った。
・情報漏えい事故を防止するため、情報セキュリティの強化に努めた。

地域体育館の年間利用者数（平成２３
年度からの累計）

スポーツ振興課

②総合体育館
の利活用の促
進

【成果】

指標の進捗状況

A

A

【課題】

・越谷市公共施設等総合管理計画に基づき、施設の老朽化対策について長期的な視点で検討す
るとともに、各施設の維持・整備に努める。

・越谷市公共施設等総合管理計画に基づき、施設の老朽化対策について長期的な視点で検討す
るとともに、各施設の整備に努める。
・全国レベルの大会やプロスポーツイベントを土日祝日に開催できるよう、体育施設利用団体
をはじめとする関係団体との調整を行っていく必要がある。

【成果】

指標の進捗状況

総合体育館の年間利用者数（平成２３
年度からの累計）

・老朽化が進む中、安全で快適に施設利用が出来るよう、地域体育館の修繕等を行い、利用環
境の確保に努めた。
・地域体育館内で連携を図り、空いている体育館の情報提供を行うなど、効率的な施設利用の
促進に努めた。
・新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から年間を通じて休館や利用制限を実施したた
め、年間利用者数は例年より大幅に減少し目標値達成はできなかったものの、約10万人の利用
があった。

３－３－(１)　　

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

【成果】

施　　　策
総合評価 B+

　施策の総合評価

①スポーツ・レ
クリエーション
施設の利用環
境の向上

スポーツ振興課
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【令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価表】

内部評価

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

３２０万２,９１７人 ３７６万３,２７４人 ４３２万９,８７１人 ４８９万７,８９１人 ５１９万５,８５３人 ６2６万７,０００人

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

８９万３,４２１人 １０４万８,７０９人 １１９万１,１１４人 １３２万７,９８９人 １３５万４,１１７人 １５８万５,０００人

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

４３９万７,４７９人 ５０７万５,５９２人 ５７９万５,３００人 ６４８万１,３８４人 ６９０万７,６４８人 ７８６万７,０００人

Ｈ２８年度末
現況値

Ｈ２９年度末
現況値

Ｈ３０年度末
現況値

Ｒ元年度末
現況値

Ｒ２年度末
現況値

R2年度末
目標値

２,２３０人 ２,５１２人 ２,８３５人 ２,８３５人 ２,９０７人 ３,９００人

B

・緑道等を活用した事業のうちスポーツ・レクリエーション講習会(ウォーキング)については
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止、がやがやウォークについては感染対策を講じ
て実施することができた。参加者数は伸び悩んでいるが、子どもから大人まで、身近な場所で
気軽にウォーキングに親しめる機会の提供を図っている。
・｢歩こう！越谷マップ｣を配布し、身近な自然や伝統ある建造物等に触れながら気軽にウォー
キングをするきっかけづくりに努めた。

【課題】

・個人利用者の拡大に向け、公園緑地課と連携しながら、ニーズ把握の方法やレクリエーショ
ン施設の整備について検討していく。
・新たなウォーキングコースについても引き続き調査・検討していく。

・利用者の安全を確保するとともに、指定管理者による効率的かつ効果的な管理運営を行うこ
とで、各教室等におけるサービスの向上が図られた。
・年間を通じて施設改修や新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、休館、各種教室の
休止や利用制限を実施したことにより、プール利用者は約1万7,000人、トレーニングルーム利
用者は約9,000人の合計約26,000人となり、例年より大幅に減少した。目標値は達成できなかっ
たものの、適切な感染対策を講じることができた。

【課題】

【課題】

指標の進捗状況

・課題として、施設利用における利用種目や利用時間帯の制限が挙げられる。市民のニーズを
的確に把握し、それを踏まえた改善策を講じていく必要がある。

小中学校体育施設開放事業の年間利
用者数（平成２３年度からの累計）

【成果】

指標の進捗状況

緑道、ウォーキングコースを利用した主催
事業の参加者数（平成２３年度からの累計）

・越谷市民球場、しらこばと運動公園競技場をはじめとした屋外体育施設の管理を指定管理者
に委託し、効率的かつ効果的な管理運営を行うことで、少ない経費でサービスの向上を図っ
た。
・市民球場では例年開催されているイースタンリーグのほか、多くの大会が新型コロナウイル
ス感染症拡大防止のため中止となったが、感染対策を講じることにより、しらこばと運動公園
競技場での「なでしこ2部公式戦」十文字ベントスの試合やしらこばとソフトボール場等でのラ
イオンズベースボールスクールを実施することができた。
・年間を通じて新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から休館や利用制限を実施したこと
により、年間利用者数は例年より大幅に減少し目標値達成とはならなかったものの、約30万人
の利用があった。

　主な取り組みごとの評価（★は令和２年度の重点的な取り組み）

【成果】

市民プールの年間利用者数（平成２３
年度からの累計）

３－３－(１)　　

B

・新型コロナウイルス感染症拡大防止による利用休止期間があったが、地区スポーツ・レクリ
エーション推進委員会と学校との連携により、身近なスポーツ施設として学校施設の有効活用
を図った。
・地区スポーツ、レクリエーションの場として小学生をはじめ広い世代から様々な競技で利用
いただいており、地域交流に貢献している。

【課題】

指標の進捗状況

・休日の利用者数は多いが、平日に関しては江戸川広域運動公園をはじめ利用者数が少ないこ
とが課題である。利用種目の拡大やＰＲに力を入れることで、利用促進を図る。
・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、プロスポーツ観戦等については見込みづらい状
況であるが、例年開催をしている事業については今後も開催できるよう調整に努める。

・設備の老朽化が進んでいるため、施設利用に関する要望等の把握に努める。
・温水プール、トレーニングルームとも利用者数は多く、混雑状況の周知やトレーニングルー
ムにおける機器の振り分けなど、安全かつ快適に利用できるような管理運営に努める。

指標の進捗状況

屋外体育施設の年間利用者数（平成
２３年度からの累計）

⑤市民プールの
利用促進

【成果】

B

B

★

担当課所

スポーツ振興課

【成果】

スポーツ振興課

担当課所

スポーツ振興課

⑥学校体育館
施設の活用

担当課所

④屋外体育施
設の利活用の
促進

⑦自然を活用し
たレクリエー
ション施設の整
備と検討

担当課所

スポーツ振興課
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１ 教育外部評価の実施結果 

階層 名称 教育内部評価
教育外部評価

（大友氏）

教育外部評価

（加藤氏）

教育外部評価

（髙橋氏）

施策の方向

施策 （５）健康教育の充実 C+ B+ A+ B+

①児童生徒の体力向上と健康教育の推進 B B A B

②学校保健の充実 C B A B

施策の方向

施策 （４）地域に根ざした特色ある学校づくり A- B+ A- A-

①学校評価の充実 A B B A

②学校応援団の推進 A A A A

③部活動等の充実および外部指導者の派遣 B B A B

階層 名称 教育内部評価
教育外部評価

（大友氏）

教育外部評価

（加藤氏）

教育外部評価

（髙橋氏）

施策の方向

施策 （４）自然体験や科学体験の充実 C+ A+ A+ A+

①あだたら高原少年自然の家の利用促進 Ｄ － － －

②科学技術体験センター事業の充実 A A A A

階層 名称 教育内部評価
教育外部評価

（大友氏）

教育外部評価

（加藤氏）

教育外部評価

（髙橋氏）

施策の方向

施策 （２）活動機会の充実 B+ B+ A- B-

①多様な機会を活用した参加促進 B B A B

②スポーツ講習会等の学習機会の提供 B B A B

③子どもの健康・体力づくりの支援 B B B B

④成人の健康・体力づくりの支援 B B B C

⑤高齢者の健康づくりの支援 B B B B

⑥障がい者の健康づくりの支援 B B B B

⑦スポーツ観戦機会の充実 B A A B

主な取り組み

主な取り組み

　１　健康ライフスタイルづくりを支援する

主な取り組み

　２　自立して生きていくための基礎となる健康な心と体を育む

　１　生涯を通じた学習活動を推進する

　３　信頼される、質の高い教育環境をつくる

主な取り組み

（基本目標１）生きる力を育む学校教育を進める

（基本目標２）生涯にわたる学びを充実し、地域の文化を創造する

（基本目標３）生涯にわたりスポーツ・レクリエーションに親しめる環境をつくる

教育内部評価結果と教育外部評価結果（３名）を比較しました。 

教育外部評価の対象とした施策４項目について、教育内部評価では「Ａ－」が１つ、「Ｂ＋」が

１つ、「Ｃ＋」が２つとなりました。教育外部評価では、内部評価で「Ｃ＋」のものが「Ａ＋」や

「Ｂ＋」、「Ｂ＋」のものが「Ａ－」の評価を受けるなど、全般的に見て、内部評価と同等またはよ

り高い評価となりました。特に、健康教育の充実では、新型コロナウイルス感染症の影響等により、

Ⅳ 教育外部評価 

- 71 -



当初予定していた取り組みなどができなかったことから、内部評価では「Ｃ＋」となっていました

が、学校における新型コロナウイルス感染症拡大防止対策等の取り組みに一定の評価をいただき、

内部評価より高い評価となりました。 

一方で、内部評価で「Ａ－」のものが「Ｂ＋」、「Ｂ＋」のものが「Ｂ－」の評価を受けた取り組

みがあるなど、それぞれの施策でより良い改善の方策や工夫のためのご意見を多くいただきました

ので、評価を真摯に受け止めて課題を見いだし、取り組みのさらなる改善に努めてまいります。 

※「あだたら高原少年自然の家の利用促進」については、当該施設の耐震性等の課題を総合的に勘

案し、令和２年度に施設の廃止が決定しました。このようなことから、令和２年度は当初設定した

施策目標の達成に向けた取り組みではなく、施設の解体に向けた手続き等を実施したため、主な取

り組みに対する評価ができず、教育内部評価は「Ｄ」、教育外部評価は評価困難として「－」とし

ています。一方で、第２期越谷市教育振興基本計画に位置付けた主な取り組みで、計画期間内に施

設の廃止が決定されたことから、これまでの実績や経過を説明する必要があると考え、当該項目を

除くことなく教育外部評価を実施しました。 
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B+

B B

A+

A A

２　施策ごとの外部評価者の意見

対象施策 担当課所 学務課・指導課

★　健康教育の充実　1-2-(5)

　コロナ禍の中で、子どもと保護者は生活態度の維持と健康管理に大きな困難を伴っている。そ
の中で、新型コロナウイルス感染防止教育に関する越谷市独自のマニュアルを作成するなど、子
どもの健康保持に努めている。教室内、休み時間、給食、清掃時の感染対策、クラスター発生リ
スクを下げる環境作り、新型コロナウイルスに関する保健室の対応など、細部にわたる衛生管理
マニュアルが作成されている。
　また、小学校と中学校の児童生徒の体力課題として「強さ」「すばやさ・力強さ」「ねばり強
さ」を設定し、その向上に努めている。

【施策目標】

　健康教育を通して、自らの健康管理の大切さを認識し、生涯にわたり健康の保持増進に主体的
に取り組むことのできる子どもを育成する。また、児童生徒の体力の向上を図ることとあわせ
て、豊かな心と規律ある生活態度、スポーツ精神などを育みながら、子どもたちの心身ともに健
やかな成長を支える。

　文教大学教授　　加藤　　理　氏 施策総合評価

①児童生徒の体力向上と健康教育の推進 ②学校保健の充実

　十文字学園女子大学非常勤講師
　　　　　　　　　　　　　　　大友　みどり　氏

施策総合評価

①児童生徒の体力向上と健康教育の推進 ②学校保健の充実

　令和２年度は新型コロナウイルスの脅威にさらされ、いかに自らの健康管理の大切さを自覚し
健康の保持増進に取り組ませることができるのか、担当課では、感染対策の徹底を図りながら学
校教育への支援を積み上げてきたものと思う。コロナ禍において児童生徒は行動制限を受け、体
育授業・体育的行事等に力いっぱい取り組むことができなかった。担当課では、新体力テスト等
の結果から越谷市の児童生徒の体力データを分析して重点課題を明確化し、よりよい体育授業の
在り方を示したり、体力向上委嘱校の取り組みを紹介したりしている。これを受け、感染対策を
講じた体育授業実践、業前や業間のローテーション運動、放課後の校庭開放、動画配信による家
庭でのストレッチ等、積極的に各校が実態に応じた体力向上の取り組みを展開していることが分
かった。今後も、児童生徒の運動機会を保障し各校の取り組みを活性化させるべく、情報提供及
び指導支援に尽力していただきたい。また、健康教育の根本である食育の充実については、栄養
教諭・学校栄養職員を計画的に派遣し、食の役割と大切さについての指導がなされている。ただ
「朝食を毎日必ず食べる児童生徒の割合90％」の目標に迫るためには、食の中心となる各家庭の
意識を高めることが課題となる。各家庭の実態を考慮した上で「早寝・早起き・朝ごはん」の習
慣を構築するための働きかけを検討してほしい。
　学校保健では、越谷市の新型コロナウイルス感染防止教育の取り組みとして、各校への予算措
置、スクールサポートスタッフ及び学習指導員の配置等、迅速な対応がなされていることに敬意
を表したい。また、校務支援システムの導入により、児童生徒の健診結果管理や治療勧告通知が
的確に行えるようになったことは、児童生徒一人一人の健康管理に大いに役立つものと思う。
「よい歯の教室」は未実施となったが、今後も8020運動の推進等、家庭に対する啓発をも視野に
入れ、生涯にわたっての健康づくりに取り組むという意識向上に努めてもらいたい。

内部評価 Ｐ.３５
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B+

B B

　教育外部評価を受けての対応等

・児童生徒の体力向上と健康教育の推進では、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に努めなが
らできることを工夫して取り組み、児童生徒の運動機会を保障するとともに、体力向上推進委員
会との連携など、授業の質を保つための実践を行ってきた。感染症に注意すべき時期だからこ
そ、市内全小中学校が団結し、各校の工夫・実践を共有しながら市全体の体力向上に努めてい
く。体力テスト等による児童生徒の体力の実態把握方法については、一層の工夫・改善を検討し
ていく。また、体力テストの種目については、試行錯誤を繰り返しながら効果的な実践に結び付
けられるよう、日々の体育授業を大切にした体育経営に一層力を入れ、情報発信を中心に指導主
事による指導・助言に努めていく。さらに、食育については、多様化している家庭のあり方を考
慮に入れ、より実態に沿った目標の内容と目標値の設定を検討していく。
・学校保健の充実では、学校・家庭・地域が連携して子どもの健康教育を行っていくことを目標
に、身近で取り組みやすい内容として歯科指導の実施率を指標として掲げている。今後も、学
校・家庭・地域がそれぞれで健康を考えるきっかけとして歯科指導に取り組み、コロナ禍でも取
り組める方法等を検討しながら、従来の方法で実施できる取り組みは状況に応じて再開してい
く。また、新型コロナウイルス感染症対策は、国・県の情報を参考にしながら、学校でのクラス
ターリスクを低減させられるように、引き続き取り組んでいく。

　埼玉県立大学教授　　髙橋　宏至　氏 施策総合評価

①児童生徒の体力向上と健康教育の推進 ②学校保健の充実

　児童生徒の体力を唯一客観的数値として比較・検討できる新体力テストを分析し、越谷市の児
童生徒の体力の現状から課題を求めている。越谷市の児童生徒は長座体前屈、立幅とびは県平均
より上回る学年・校種が多いものの、ボール投げ、50ｍ走は県平均を下回るものが多い。このこ
とを受けて、越谷市の体力重点項目を小学校では「すばやさ」と「力強さ」、中学校では「ねば
り強さ」としている。しかし、ねばり強さを直接の指標とする新体力テストはなく、ねばり強さ
は、体力だけでなく様々な要因とパフォーマンスが考えられる。したがって、単に20ｍシャトル
ランや持久走の平均値の向上をもって、ねばり強さが向上したと言うには早計であると考える。
そこで中学校の課題としては、持久力や敏捷性とするほうが良いのではないか。ねばり強さを重
点項目とするならば、他の指標も用意する必要がある。
　体力総合得点上位（A＋B＋C）の値における目標値の設定については、小学校で82％としている
が、既に平成25年度には目標値に達しており、その後見直すべきであったと考える。
　学校保健においては、新型コロナウイルス感染症の対応に追われる日々の中、歯みがき指導を
実施するなど、学力向上の土台を支える健康教育の充実を図ってことは評価できる。むし歯処置
率やDMF指数と学力の相関を指摘する研究もあり、歯・口の健康はすべての健康の源であり、コロ
ナ禍の中でもできることを続けていく必要がある。学校保健委員会については、さらに拡大して
地域学校保健委員会の開催へと結びつくよう検討していただきたい。
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施策ごとの外部評価者の意見

対象施策 担当課所 指導課

★　地域に根ざした特色ある学校づくり　1-3-(4)

③部活動等の充実および外部指導者の派遣

　学校評価の充実については、学校が行なったアンケート調査の結果をもとに、学校運営協議会
委員が評価を行っている。評価のもとになるアンケート結果を、評価を受ける学校自身が行って
提出することは改善の余地がある。また、評価の結果を学校の充実にどのように反映させどのよ
うに結実したのか、その成果が明らかになる事が望ましい。
　学校応援団の推進については、越谷こばと塾の運営に関して学校応援団ボランティアを指導者
および指導者補助としていることは高く評価できる。こばと塾の運営は、地域ごとに教育環境格
差が見られることに対する格差是正の施策として有効である。ただし、保護者が子どもの学習に
関心がなかったり、子ども自身が学ぶ意欲に乏しい場合もあり、そうした子どもをこばと塾で学
ばせることは、現在のこばと塾への参加申請のあり方では不可能であり改善の余地がある。
　部活動等の充実および外部指導者の派遣については、外部指導者はメリットとともにデメリッ
トもあるが、それらを勘案した上で教員の負担軽減のために有効に活用しようとしている。

【施策目標】

　一人ひとりの個性を活かし、たくましく生きる力を育むため、地域の教育力を学校活動に取り
込み、地域との強い絆で結ばれた特色ある学校づくりを展開する。また、学校応援団をはじめと
した、家庭や地域が学校を支える体制づくりに取り組むとともに、小学校クラブ活動等への地域
の指導者の参加など、地域に根ざした教育活動を推進する。

　文教大学教授　　加藤　　理　氏 施策総合評価

①学校評価の充実 ②学校応援団の推進

　十文字学園女子大学非常勤講師
　　　　　　　　　　　　　　　大友　みどり　氏

施策総合評価

①学校評価の充実 ②学校応援団の推進

③部活動等の充実および外部指導者の派遣

　地域とともにある学校づくりを推進するための仕組みとして「学校運営協議会」を各校に設置
し、合議体として位置づけ、学校と保護者や地域が相互に交流することで、越谷市の小中一貫教
育の充実を図っていることが分かった。しかし、学校及び委員が運営協議会の位置づけや役割を
どのように理解し、PDCAサイクルの機能を果たしているのか疑問が残る。学校には、小中一貫教
育の視点で学校関係者評価を実施し公表することが求められているが、どのような評価項目が設
定され、評価結果をどう周知し学校運営の改善に生かしていくのか、不明瞭な部分があると感じ
る。特色ある学校づくりの推進に向けて、有効な組織運営がなされるよう期待したい。
　学校応援団による活動は、学習活動・安心安全確保・環境整備等と、学校応援団コーディネー
ターを軸に学校教育活動を支える大きな力となって充実してきていると感じる。越谷こばと塾に
よる放課後の個別学習支援も児童生徒の学びを支える活動として期待できる。課題となるのは、
学校が必要とするボランティアの人材確保、外部団体や組織等との協働体制の構築等、学校教育
を支え拡充するためのネットワーク整備であると考える。学校との連携を図り、学校応援団活動
がさらに充実することを期待する。
　中学校の部活動では、技術のみならず交友関係の広がりや多様な体験活動、粘り強い取り組み
による達成感など多岐に渡る力を身に着けることができる。越谷市では、指導に当たる教員の負
担軽減及び生徒の多様な体験を充実させるために、越谷市部活動ガイドラインを策定し、各中学
校がこのガイドラインに則って活動計画を作成することで、適切な部活動運営ができていること
が分かった。今後も、部活動を生徒の成長の場と位置づけ、学校の希望に沿って部活動外部指導
者を派遣できるよう、引き続き人材発掘等に尽力していただきたい。

内部評価 Ｐ.４５
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　越谷市では、令和２年度からすべての小・中学校に学校運営委員会が設置され、地域に根ざし
た特色ある学校づくりが推進されていることはすばらしい。公立学校の最大のメリットは、そこ
に地域があることである。今後とも学校と地域住民・保護者、そして関係諸機関との連携を通し
て越谷版コミュニティスクールの推進が進展するように教育委員会の支援をお願いしたい。
　学校評価については、学校評価（自己評価）を基に学校関係者評価を実施している。他の学校
と連携して内容の統一を図り、比較・検討できる試みも見られるが、現在は市内での統一項目設
定はされていないのが現状である。各校は特色ある学校づくりを進めているが、市内校種別に統
一項目を作成し、PDCAサイクルの中で、市全体で学校評価に客観性をもたせることが課題であろ
う。
　学校応援団の推進については、学習支援、安心・安全支援、環境支援と幅広く対応しておりす
ばらしい。越谷こばと塾については、様々な家庭環境やニーズに応えるすばらしい取り組みであ
ると評価できる。帰宅時の保護者の迎えについては今後の課題である。
　部活動については、学校教育の一環として学校教育活動に位置付けられていることは言うまで
もない。指導者については従来からの課題であるが、外部指導者で対応していたものが、学校教
育法施行規則の改正により、部活動指導員が学校職員に位置付けられたことにより大きく変化し
てきている。越谷市でも中学校１校に部活動指導員が配置されたが、今後、メリット・デメリッ
トを精査しながら、この制度は全国的にも拡大するものであるため、引き続き拡大に向けて検討
していただきたい。

　教育外部評価を受けての対応等

・学校評価の充実については、学校運営協議会を核としたコミュニティスクールの推進に力を入
れ、学校と保護者・地域住民が一体となった学校づくりを目指し、支援を行っている。その一環
として、地域住民による学校評価の参画にも取り組み、児童生徒の育成の一角を担っているとい
う意識・やりがいを持ち続けてほしいと考えている。一方で、評価項目については、学校独自で
設定しているため市内で共通の基準が明確でないことや、評価結果による改善が見えにくいこと
が課題である。評価項目の設定については調査研究を行うとともに、評価結果がどのように反映
されるのかを明確に示せるようなPDCAの提示方法を検討していく。
・学校応援団の推進については、地域住民や保護者、関係諸機関等との連携を密にし、学習支援
をはじめ、安全・安心の学校づくりや様々な体験ボランティア活動など、多岐にわたり充実した
実践を行っている。今後も、地域とともに歩む学校づくりを一層推進していく。また、学習支援
の一環である放課後の越谷こばと塾については、多くの人材で児童生徒を支える取り組みである
が、家庭環境等により希望するすべての児童生徒が利用できる運用となっていないことが課題で
あり、人材の確保や協働体制の構築など改善が必要だと考えている。今後については、一人もと
りこぼさない支援体制の工夫と、継続・発展できる体制づくりについて調査研究していく。
・部活動等の充実については、コロナ禍における感染拡大防止に配慮して、生徒における部活動
の役割を再確認しながら本市独自の部活動ガイドラインを策定し、各中学校は本ガイドラインに
沿って生徒の健全育成に努めている。また、部活動外部指導者の導入については、より専門的な
技能習得の支援を目的に、生徒に一層やりがいを感じてもらうことにつながっている。今後も、
効果的かつ適切な活用に努めながら、事業の拡充に向けて検討していく。

　埼玉県立大学教授　　髙橋　宏至　氏 施策総合評価

①学校評価の充実 ②学校応援団の推進

③部活動等の充実および外部指導者の派遣
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　あだたら高原自然の家が諸事情により廃止されたことは残念である。越谷市の財政事情の中で
新たな施設を建設することは困難だという事は理解できるが、各家庭の負担が少なく自然体験や
野外活動、宿泊体験が行える場が復活することが望まれる。
　科学技術体験センターミラクルの活動の充実には目を見張るものがある。特別な支援を必要と
する児童生徒を対象にした科学工作体験を行っていることは、他の自治体にはない取り組みとし
て高く評価できる。また、現在第２段が始まったミラクル開館20周年記念特別展「サイエンチス
ト　宮沢賢治」は、国語の教科内容と理科を横断的につなげながら、子どもたちに国語の授業で
は知ることのできない宮沢賢治の魅力を伝えた充実した内容として高く評価できる。

【施策目標】

　人や自然を思いやる健やかで心豊かな青少年を育むため、野外活動・集団活動の拠点施設とし
てあだたら高原少年自然の家の利用促進を図るなど、自然とふれあう機会の充実を図る。
　また、科学技術体験センターにおいて多くの市民の理科や科学に対する興味・関心が高められ
るよう、年代に応じた体験メニューの開発を行うなど、科学体験の充実に努める。

　文教大学教授　　加藤　　理　氏 施策総合評価

①あだたら高原少年自然の家の利用促進 ②科学技術体験センター事業の充実

　十文字学園女子大学非常勤講師
　　　　　　　　　　　　　　　大友　みどり　氏

施策総合評価

①あだたら高原少年自然の家の利用促進 ②科学技術体験センター事業の充実

　あだたら高原少年自然の家は、小学校の自然教室や林間学校の拠点として大変お世話になった
ことが偲ばれる。雄大な自然環境の中で、オリエンテーリング・植樹活動・キャンプファイ
ヤー・星空鑑賞など、存分に自然探求・野外活動を体験させることができた。安達太良山登山
（雨天時は渓流散策）も自然の家に宿泊していたからできたものと思う。各家庭の費用負担も少
なく、規律ある集団生活により校内生活や旅館では得られない体験を積み上げることができた。
廃止となり、本当に残念である。
　科学技術体験センターは、コロナ禍にあって大きな制限を受けながら、体験型科学館としての
役割を十分に果たしているものと感じた。特に、市内小学校３・５年生を対象に、センター職員
の派遣授業による五感を通した科学技術体験を実施した教育効果は大きい。さらに、児童生徒の
科学技術への関心を喚起するメニュー提供、指導に当たる理科担当教員の研修協力、科学実験動
画配信などの取り組みは、学校教育をリードして成果をあげていると思う。今後は、SDGｓの理念
を踏まえたメニュー開発等、学校教育の視野を広げる活動に期待したい。生涯学習関係事業で
は、科学講座の開設や企画展の複数回開催により市民の科学的思考を高めようと尽力しているこ
とが分かる。特に、開館20周年記念特別展「サイエンチスト宮沢賢治」の企画では、資料収集か
ら展示方法まで、宮沢賢治の作品を科学の視点で紹介するという科学館ならではの工夫が見られ
た。体験型プロジェクションマッピングといった新しい技術の導入を企画するなど、科学教育の
振興を追及する取り組みに期待している。

施策ごとの外部評価者の意見

対象施策 担当課所
生涯学習課・

科学技術体験センター

★　自然体験や科学体験の充実  2-1-(4)

内部評価 Ｐ.５2
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　教育外部評価を受けての対応等

・あだたら高原少年自然の家は、自然環境の中で心身ともに健全な少年の育成を図るために設置
していた。施設廃止以降の児童生徒の自然体験については、野外活動等を取り入れた自然とふれ
あう公民館事業の実施など、引き続き、社会教育における取り組みを行っていく。
・科学技術体験センター事業の充実では、今後も科学技術への関心を喚起するため、学校と連携
した特色ある事業や市民のニーズにあわせた科学講座を実施するなど、さらなる事業内容の充実
に努めていく。

　埼玉県立大学教授　　髙橋　宏至　氏 施策総合評価

①あだたら高原少年自然の家の利用促進 ②科学技術体験センター事業の充実

　長年にわたり、越谷市内の小・中学生だけでなく、住民からも愛されてきた越谷市立あだたら
高原少年自然の家が閉所となったことは残念であるが、耐震問題、費用等を鑑みるとやむを得な
いことである。また、越谷市ふれあいの森整備事業も自然とのふれ合いという大きな目的を果た
してきた。各校は自校の児童生徒の実態を踏まえ、林間学校等を実施しているが、教育委員会と
しても今後はどのような形で児童生徒と自然とのふれ合いを継続していくかが課題である。
　科学技術体験センター事業については、県内に同様の施設が川口市、さいたま市にしかなく、
越谷市の学校教育への理解と関心の高さを示しており、今後とも継続・充実が必要な施設と認識
している。新型コロナウイルス感染症対策が求められる中、市内の児童合計で8,203人の利用は特
筆すべき成果である。さらに、施設に児童生徒を招いての講座開設が一般的であるが、本施設
は、職員が直接各学校に出向いて体験講座等を実施しており、新型コロナウイルス感染症の中、
数々の工夫をしている。このことは、理科離れと言われる日本の教育の現状に比すると、すばら
しい取り組みである。新学習指導要領の改訂に伴いプログラミング教育が求められているが、い
ち早く小学校低学年用に実施していることも意欲的取り組みとして大いに評価できる。
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【施策目標】

　市民の多様化・高度化するニーズに応えるため、関係団体等と連携し、多様な活動機会の提供
に努めるとともに、市民の健康づくりを支援するため、子ども、成人、高齢者、障がい者など、
年齢や心身の状態にあわせた活動メニューの充実を図る。また、市民のスポーツに対する興味や
関心を一層高めるため、スポーツに関する総合的な学習機会や、トップレベルのスポーツを観戦
する機会の充実に努める。

　十文字学園女子大学非常勤講師
　　　　　　　　　　　　　　　大友　みどり　氏

施策総合評価

①多様な機会を活用した参加
促進

②スポーツ講習会等の学習機
会の提供

③子どもの健康・体力づくり
の支援

④成人の健康・体力づくりの
支援

⑤高齢者の健康づくりの支援
⑥障がい者の健康づくりの支
援

⑦スポーツ観戦機会の充実

施策ごとの外部評価者の意見

対象施策 担当課所 スポーツ振興課

★　活動機会の充実　3-1-(2)

　新型コロナウイルスの感染拡大の中にあって、市民の多様なニーズに応える様々な企画が中止
となる一年であった。感染予防を考慮して、年齢や心身の状態に合わせて市民の健康づくりを支
援するための活動メニューを立案することは困難を極めたものと思う。地区スポーツ事業に予算
が計上されているので、今後、スポーツ・レクリエーション推進委員会や市民体育祭実行委員会
が、適正な状況判断において市民の交流と健康づくりの促進に向けた企画・運営にあたることを
期待したい。
　健康志向の高まりの中で、感染予防のため一人でもできるウォーキングやランニングで体力づ
くりに励んでいる姿が多くみられる。こうした市民の健康・体力づくりのきっかけとなるスポー
ツ講習会等の学習機会の提供は、今後さらに充実が期待される。YouTubeで動画配信による講座開
設に取り組まれたことも大いに評価できる。成人の健康・体力づくりの支援においても、動画配
信を試みている。運動機会の不足が課題となってる成人にとって、生活スタイルに合わせた時間
帯に動画を視聴しながら運動できるメリットは大きいと思う。参加しやすい会場・時間・内容を
工夫する前向きな取り組みに期待したい。外遊びの機会が減少している子ども達の健康・体力づ
くりにおいても同様のことが言える。学校教育との連携も視野に、子ども達の運動機会をどのよ
うに提供していくのか検討していただきたい。
　高齢化社会にあって、高齢者の健康増進・生きがいづくりに寄与する企画は、越谷市の活性化
にもつながるものである。元気教室や出前講座の創意工夫により、一人でも多くの参加を目指
し、笑顔のあふれる街づくりを進めてほしい。障がい者の健康づくりは、パラリンピックの開催
によりクローズアップされている課題でもある。今後もニーズに応じた内容を工夫し、交流を意
識した企画等も多くの市民参加を得て実現できることを期待する。
　越谷市民がトップレベルのスポーツを観戦する機会が充実しつつあると知ることができた。親
子チケットの配布も有難い。さらにプロスポーツ選手の学校訪問等の企画もあればと思う。

内部評価 Ｐ.６３
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　文教大学教授　　加藤　　理　氏 施策総合評価

①多様な機会を活用した参加
促進

②スポーツ講習会等の学習機
会の提供

③子どもの健康・体力づくり
の支援

　埼玉県立大学教授　　髙橋　宏至　氏 施策総合評価

　スポーツ講習会等の学習機会の提供では、コロナ禍を逆手に取り、動画配信によるスポーツ講
座等を行ったことは評価できる。コロナ禍だから何もできないのではなく、この中でできること
を模索しながら市民に多様な活動機会を提供しようとしていることは評価したい。ただし、子ど
もの健康・体力づくりの支援、成人の健康・体力づくりの支援、高齢者の健康づくりの支援、障
がい者の健康づくりの支援は、新型コロナウイルス感染症拡大防止を優先して多くの機会を中止
にしたことは、やむを得ないとはいえ残念である。定員を例年の半分にしたり、参加者のグルー
プを小分けにしたりと工夫は見られた。
　スポーツ観戦の充実は、越谷アルファーズをはじめとしたプロスポーツ観戦機会の拡大を、プ
ロチームとの連携の中で積極的に推し進めようとしている様子がうかがえた。

④成人の健康・体力づくりの
支援

⑤高齢者の健康づくりの支援
⑥障がい者の健康づくりの支
援

⑦スポーツ観戦機会の充実

①多様な機会を活用した参加
促進

②スポーツ講習会等の学習機
会の提供

③子どもの健康・体力づくり
の支援

④成人の健康・体力づくりの
支援

⑤高齢者の健康づくりの支援
⑥障がい者の健康づくりの支
援

　教育外部評価を受けての対応等

・スポーツ・レクリエーション活動機会の充実や市民の健康・体力づくりの支援については、現
在市政世論調査において、週1回以上スポーツ・レクリエーション活動を行っている市民の割合が
年々増加傾向にある。市民のライフスタイルが多様化する中、今後もこの傾向を維持するため
に、それぞれの年代等においてどのような活動内容に興味を持っているか把握に努めるととも
に、参加しやすい活動環境についても引き続き検討し、多様化・高度化する市民ニーズに的確に
応えた事業展開に向けて取り組んでいく。
・スポーツを始めるきっかけとして、プロスポーツをはじめとしたレベルの高いスポーツの観戦
は大変有効だと考えている。プロバスケットボールクラブ「越谷アルファーズ」の主催試合のほ
か、市民球場やしらこばと運動公園競技場など、市内の体育施設を活用し、市民により多くの観
戦機会を提供できるようトップレベルの大会やイベントの誘致に引き続き取り組んでいく。

⑦スポーツ観戦機会の充実

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため多くの事業が中止となる中、子どもの健康・体力づ
くりを親子で実施できるように、がやがやウォークやなわとびを実施したことは大いに評価でき
る。既存の取り組みにとらわれることなく、新規事業にも着手し、スポーツ講習会などYouTube
チャンネルの利用も推進している。
　成人の健康・体力づくりについては、中央市民会館等で開催しているが、開催時間が平日の夜
となってしまい、参加人数の伸び悩みがみられる。事業内容と開催日時、場所等の見直しが必要
である。
　障がい者の健康づくりの支援においては、健常者と障がい者との交流スポーツの実施の工夫も
見られる。東京2020パラリンピック開催により、障がい者スポーツへの関心が高まる中、今が最
も広報により市民に障がい者スポーツを知っていただく機会である。SDGsの実現は今後ますます
重要となる中、市民の障がい者スポーツへの関心を高め、理解を深めるとともに参加機会をつく
るなどの施策をさらに期待したい。
　越谷市では、しらこばと運動公園や市民球場、総合体育館等でプロの選手のプレーを直接参観
する機会があり、児童生徒にとって将来の夢や希望をつなぐ、すばらしい機会となっている。チ
ケットの配布など今後も継続していただけるとありがたい。
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３ 教育外部評価者からの総合的意見

越谷市の教育施策の外部評価に関わって 

大友 みどり

１．はじめに 

越谷市教育委員会の事務に関する点検評価に係る外部評価に携わる機会をいただき、教育行政重

点施策の位置づけを学び、その一つ一つのねらいを改めて確認することができました。基本理念と

して「生涯学習社会の実現をめざして」を掲げ、「いきいきとだれもが夢に向かって輝く越谷教育プ

ラン―第 2 期越谷市教育振興基本計画―」に、３つの視点として「夢に向かって粘り強く学ぶ子ど

もの育成」「地域で支えあい一人ひとりの夢を応援」「健やかで心豊かに夢を追い続ける環境づくり」

を示し、生涯学習社会の実現に向けて取り組んでいることが分かりました。今回の外部評価ヒアリ

ングが、この基本理念のもと、学校教育・生涯学習・生涯スポーツの３つの分野において取り組ま

れた重点施策の一部であると理解し、他の施策についても気づいたことをお伝えできればと思いま

す。 

２．「生きる力を育む学校教育を進める」 

越谷市では、コロナ禍においても学びを止めることなく、児童生徒の学力向上や情報活用能力の

育成のために、ICT を活用した教育の充実に力を入れて取り組んでいます。休校になったり分散登

校になったりと、コロナ禍においては児童生徒の学習機会が奪われてきましたが、越谷市では、タ

ブレットを活用して児童生徒の思考力・判断力・表現力を高める教育を進め、情報化社会に適応で

きる力の育成を図り、教職員のための情報セキュリティ研修会を実施して指導力向上にも努めてい

ます。こういった時代に即した学校教育の取り組みが、家庭環境の差や教職員の指導力の差、ネッ

トワーク環境の不備などによって妨げられることのないよう配慮していただけるよう願います。 

児童生徒の学びを豊かにするために学校図書館の充実にも取り組まれています。教科教育におけ

る資料活用能力の育成・読書活動の充実による豊かな心の醸成につながるものとして、学校図書館

の環境整備・人的配置等に配慮していただけるよう期待します。市立図書館からの支援により、図

書資料の活用やブックトークによる子ども読書活動の推進が図られることも期待します。 

越谷市においては、教育センターの運用により、児童生徒の心身の安定を図り、不登校や悩みを

抱える児童生徒および保護者への支援に対応する相談体制が構築されています。また、特別支援教

育においても、特別支援学級の全校設置や通級教室の設置に向けた取り組み、専門家による発達支

援訪問指導や就学指導への支援など、他市の取り組み以上に特別支援教育への的確な指導支援がな

されていると感じています。一人ひとりを大切に、笑顔を引き出していく教育の推進を今後も継続・

発展していただければと思います。 

３．「生涯にわたる学びを充実し、地域の文化を創造する」 

越谷市の教育の特徴として、「地域を大切にした特徴的な取り組み」「特徴的な各種教育施設」が

挙げられています。古くから宿場町として栄えた越谷市には、歴史や風土から育まれた文化財や伝

統芸能があり、古くから伝わる行事や祭典なども大切に受け継がれています。伝統文化を大切した

- 81 -



教育として、小中学校のクラブ活動や部活動において伝統文化の専門家を招いての指導を実施した

り、越谷市郷土芸能祭や郷土芸能体験教室を開催したりと、地域文化の継承と振興が図られていま

す。日本文化伝承の館こしがや能楽堂を拠点に、特色ある地域文化の振興と普及が図られているこ

とは、他市にない特色ある教育活動になっていると改めて感じているところです。 

越谷市科学技術センターの科学技術体験や企画展なども、越谷市の誇る教育振興と言えるでしょ

う。子ども達や市民の学びを継続・発展させる生涯学習社会の実現をめざす越谷市ならではの教育

が積み上げられていると感じます。 

４．「生涯にわたりスポーツ・レクリエーションに親しめる環境をつくる」 

越谷市では、健康ライフスタイルの構築をめざし市民との協働によるスポーツ・レクリエーショ

ン活動を推進しています。スポーツボランティア制度およびスポーツリーダーバンク制度といった

体制づくりを進め、様々な市民のニーズに応える各種大会やスポーツ教室の拡充を図っています。

また、13 地区対抗による市民体育祭を開催するなど、地域の連帯を引き出し市民の健康増進を図っ

ています。いずれの活動もコロナ禍にあって開催が制限される事態となっていますが、出前講座に

切り替えたり、夜間開催や動画配信で参加を促したりと工夫を重ねています。越谷市が市民の健康

づくりを推進するため様々な取り組みを進めていることが分かりました。スポーツ・レクリエーシ

ョン活動に多くの方々が積極的に参加し、健康ライフスタイル構築につながることを願います。 

５．おわりに 

新型コロナウイルス感染拡大により、感染防止を大前提に様々な取り組みが中止となる一年でし

た。その中にあって越谷市教育委員会は、基本理念に掲げる「生涯学習社会の実現」に向けて、子

ども達や市民の活力を引き出すために感染対策を徹底し、人的配置・会場設営や情報発信の方法を

工夫し、できる限りの手段を講じて積極的に取り組まれてきました。少子高齢化が一層進み、市民

のニーズも多岐に渡るものとなり、目標の具現化に向けて更なるご苦労が予想されますが、着実に

成果を積み上げていらっしゃることに敬意を表します。 

急激な社会の変化に対応しつつ、越谷市の教育の特徴を生かした取り組みが継続・発展していく

ことを切に願っております。「生涯学習社会の実現」に向けての取り組みは、子ども達や市民一人ひ

とりの意欲を引き出し、生涯にわたって学び続ける社会づくりにつながるものと思います。私も一

市民として、今回の学びを糧に地域の一員としての自覚を持って生活していこうと思っております。 
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コロナ感染に打ち克つより一層の教育支援の充実を 

加藤 理

 コロナ禍の中で、児童生徒は多くの事を犠牲にし、多くの事を諦めながら過ごしている。運動会

は学年ごとに競技をしぼって行ったり、修学旅行などの宿泊行事は中止、合唱コンクールも中止、

部活動や対外試合も中止や延期と、2 度と戻ることのできないかけがえのない小学校、中学校の生

活はコロナ感染のためにこれまでと大きく様変わりしている。この中で、児童生徒に少しでも充実

した教育機会の提供をしようと、動画配信を用いるといった工夫を行いながら、教育委員会はじめ

各学校、各教師は多大な努力をしていることが今回のヒアリングを通して感じられた。 

 また、越谷市の教育の底力を感じることもできた。ミラクル開館 20 周年を記念した特別展「サイ

エンチスト 宮沢賢治」は、地方の科学館が企画して準備した特別展としては出色の出来ではない

かと思われる。教科内容と連動させながら、特別展を通して児童生徒の情操を豊かにし、学ぶ意欲

を高めていく取り組みとしても高く評価したい。こうした活動が行われることで、地方の教育力の

充実も図られていくであろう。ミラクルの今後の活動に大いに期待したい。 

 こばと塾の活動も教育環境格差の是正と子どもたちの学ぶ意欲の向上という点からも高く評価し、

今後のより一層の充実を期待したい。 

先進諸国の中でも 4 番目に高い相対的貧困率の日本にあって、教育格差と教育環境格差の是正は

喫緊の課題である。コロナ禍の中で、教育環境格差はますます広がっている。保護者の就労環境が

より一層厳しくなった家庭は多く、一斉休校期間中の子どもたちの教育環境には家庭ごとに大きな

違いが見られた。貧困家庭の子どもは、保護者の就労時間が不規則だったり、保護者が深夜帯の労

働を行ったりしているために、生活リズムが乱れ、授業中に集中力を欠くことも多い。保護者の目

が十分に届かないために、提出物を忘れたり宿題を忘れたりすることも多い。食生活の乱れも深刻

である。一人で食事をする孤食を余儀なくされる子どもも多く、また十分な栄養を摂ることができ

ない子どもも多い。ヒアリングでも報告があったが、朝食を摂らずに学校に来る子どもも多い。そ

うした子どもにとって、唯一の栄養源ともいえる給食が休校措置のためになくなることは大きな痛

手となる。 

貧困家庭の子どもたちは、一般的な傾向として、学力面では低調である。家庭の教育環境が整っ

ていないことや、さまざまなことへの意欲を失っていくことがその原因である。将来に対して希望

を抱けない子どもたちは、目の前のことに対しても意欲を失っていく。学校での活動にも意欲を失

い、結果的に学力も低下していってしまう。総じて、貧困家庭の子どもは高い学歴を得ることもで

きず、学校を終えても非正規雇用といった不利な労働条件での就労を余儀なくされ、その子どもた

ちがやがて家庭を持って子どもが生まれれば、その子どもはまた貧困家庭の子どもとして成長する、

という負のスパイラルが続いていくことになる。 

この問題をどのように改善していくか、現在の日本の教育の喫緊の課題でもある。こうしたこと

を考えた時に、こばと塾のような形で学習支援を行うことに、現状を変える可能性を見い出すこと

ができる。貧困のために学習塾にも行けず、学力が低いために学校での活動に対する意欲を失い、
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学力も低く家庭も貧困なために将来への希望を見い出せない子どもたちを支援する有効な手立てに

なるのではないかと思う。 

ただし、課題も見られる。運営は各学校に委ねられているため、負担の大きさにこばと塾に参加

する学校が限られていることが一つである。越谷市として、こばと塾の運営の基本的な部分を策定

していくことが必要ではないだろうか。実施校が保護者に申込書を配布し、保護者にこばと塾への

参加を呼びかけていくことも、貧困家庭の事を視野に入れた時に改善の余地があるのではないだろ

うか。相対的貧困家庭の保護者は、子どもの学習に対して積極的とは言えないことが多い。むしろ、

子どもと同様に保護者自身も意欲を失くし、子どもの教育に対して投げやりになっていることが多

い。子どもも意欲と希望を失っていることが多い。こうした状況の中で、相対的貧困家庭の子ども

がこばと塾に積極的に参加することを待っていても、参加は望めないであろう。家庭の事情で塾に

通えず、学習への意欲を失っている相対的貧困家庭の子どもにこそ必要で意味のあるこばと塾の取

り組みに参加してもらうためにも、相対的貧困家庭の子どもや、相対的貧困ではないものの学習へ

の意欲に乏しい子どもの参加を促す工夫が必要だと感じる。こうしたことへの配慮と工夫がなされ

ることで、こばと塾の活動はより一層意味のある活動になるのではないだろうか。 

コロナはまだしばらく続くものと思われる。子どもたちの教育もこれからもさまざまな影響をコ

ロナ感染から受けることになるであろう。2 度とないかけがえのない時間を少しでも意味のあるも

のにするためにも、コロナに打ち克つより一層の教育支援の充実を望みたい。 
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越谷市の教育施策への総合的意見・提言 

髙橋 宏至 

１ はじめに 

 「ピンチの時こそ、チャンスがある」と言われる。学校教育や社会教育において様々な危機管理

が想定される中、数年後に振り返れば、令和２年度は新型コロナウイルス感染症対応で明け暮れた

年度であったと思い出すかもしれない。教育の「不易」と「流行」という言葉がよく使われる。私

自身も令和２年度は、教育の「不易」と「流行」を強く意識せざるを得ない年度であった。 

 越谷市教育委員会では、第２期越谷市教育振興基本計画を基に、いわゆる教育の「不易」である

生きる力の育成を目指し、知・徳・体のバランスのとれた児童生徒の育成を計画的・継続的に実施

されていることを、このヒアリングを通して実感することができた。さらに、教育の「流行」につ

いては、新型コロナウイルス感染症拡大防止の中、コミュニティスクールの推進、学校応援団の充

実、歯科保健指導、アレルギー対応、科学体験の充実、高齢者や障がい者のスポーツをする機会の

充実、部活動等への支援など枚挙にいとまがない施策を展開し、新しい時代に合った、新しい課題

に的確に対応しようとする越谷市教育委員会の熱意を感じ、改めて敬意を示したい。 

 「現状維持は後退」とも言われる。教育の「不易」と「流行」を再度確認しながら、新たな時代

を生きる児童生徒の育成を目指し、今回のヒアリング内容や資料をもとに各施策について感じたこ

とをまとめたい。 

２ 健康教育の充実 １－２－（５） 

① 児童生徒の体力向上と健康教育の推進 

体力には様々な要素があり、新体力テストで分析できる体力はその中のほんの一部である。し

かし、数値として比較できるものが他にないことも事実である。体力には、新体力テストで一部

分でも測定している行動体力の他に防衛体力がある。この防衛体力は一見すると体力と見なされ

ないが、実は立派な体力である。例えば、風邪をひかないなど病気やストレスに対応する免疫力・

抵抗力、環境に対する適応力なども体力であることを再認識したい。したがって体力向上推進委

員会では、新体力テストの結果や逆上がり調査、生活習慣調査に留まらず、児童生徒の体力を広

く捉え、例えば新学習指導要領で保健領域・保健分野で新たに技能として記述された「ストレス

への対処法」などにも積極的に関わっていただけると先進的な取り組みとなるであろう。 

② 学校保健の充実 

越谷市教育委員会では「新型コロナウイルス感染症防止マニュアル」を作成し、各小・中学校

で実践し、感染防止の徹底を図ったことは大いに評価できる。 

アレルギー対応については、エピペンは保険適応以来急速に広がり、各校でも保護者との連携

を図り、職員研修等によりアレルギー対応の共通理解を図っているところである。 

現在実施している学校保健委員会の充実を期すため、地域学校保健委員会への拡大に向けて模

索を図り、地域・関係諸機関とともに学校保健の充実への方向性を確実なものにしたい。 
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３ 地域に根ざした特色ある学校づくり １－３－（４） 

① 学校評価の充実 

令和２年度から全小・中学校に学校運営協議会を設置し、コミュニティスクールの推進に向け

て越谷市全体で取り組んでいることに敬意を示したい。公立学校の最大の強みは「そこに地域が

ある」ことである。このことは私立の学校ではなかなか難しい事であるが、公立学校に始めから

与えられたメリットである。今後も、学校の様々な情報等をホームページや学校便り等でお知ら

せし、地域とともに成長する学校づくりを推進していただきたい。 

② 学校応援団の推進 

保護者・地域・関係諸機関の中には、学校への関心が高く、学校の手助けをしたいという人が

必ずいるというのが私の実感である。もちろん中には、学校の教育活動に否定的・批判的な考え

を持たれている方もいらっしゃるが、実のところ多くの方は、学校教育に期待と関心をもってお

り、学校を応援したいと思っていると考えることが大切であると考える。 

学習支援、安心・安全支援、環境支援というこれまでの越谷市の取り組みを今後とも継続して

いただきたい。 

③ 部活動等の充実および外部指導者の派遣 

部活動は教育課程外の活動であるが、学校教育の一環として学習指導要領の総則に位置付けら

れている。小学生に「中学校でやりたいこと」というアンケートを取ると、多くの児童が部活動

をあげる。また、部活動が生徒の心身の発達、特に人間関係づくりや物事をやり抜く力の育成等

に多大な影響があることは言うまでもないであろう。 

教員の多忙化による働き方改革が叫ばれる中、「多忙」と「多忙感」の違いを指摘する声もある。

実際に多忙感を調査すると、部活動は上位ではなく、「多忙」だが「多忙感」を感じる割合が少な

いという調査がある。しかし、部活動顧問となる教員は、必ずしも専門として指導できるわけで

はない。これは教員の人数が限られる中、やむを得ないことである。そこで導入された部活動指

導員制度について、今年度から１中学校で配置されたが、今後、全国的に拡大されることが予想

され、学校のニーズに合わせて、計画的に配置促進が期待される。 

４ 自然体験や科学体験の充実 ２－１－（４） 

① あだたら高原少年自然の家の利用促進 

長年児童生徒・地域住民等に親しまれた、あだたら高原少年自然の家が耐震および費用の面等

の理由から廃止されたことは残念だが、昭和５６年当時、開所に携われた方々の努力と今まで果

たしてきた成果に敬意と感謝を示したい。 

② 科学技術体験センター事業の充実 

新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴い多くの事業が中止される中、越谷市科学技術体験セ

ンターは、「ピンチの時こそチャンス」と捉え、新しい試みをしていることは大いに評価できる。

特に、待ちの姿勢でなく積極的に学校に出向く出前講座の実施、様々な障がいの程度に対応した

特別な支援を必要とする児童生徒への取り組み、新学習指導要領を踏まえたプログラミングの授

業、企画展（宮沢賢治展）により科学と文学を結びつける取り組みなど児童生徒の科学に対する

興味・関心を高める事業の工夫がされている。このような施設のある越谷市の児童生徒は幸せだ

と感じた。今後も大いに利用促進を図っていただきたい。 
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５ 活動機会の充実 ３－１－（２） 

① 多様な機会を活用した参加促進 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、計画された事業のほぼすべてが中止となってしま

った。感染状況やワクチン接種状況、治療薬の開発状況などを総合的に判断して、今後とも地域

住民の親睦と健康で明るい地域づくりの推進を図っていただきたい。 

② スポーツ講習会等の学習機会の提供 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、多くの教室が中止となり、参加者は激減した。こ

れはいたしかたないが、その中でも動画配信の工夫により、生涯スポーツ講座１５回、健康体操

教室２回の実施はすばらしい成果である。ピンチの時こそチャンスである。実際、学校教育では

遠隔授業の取り組みなどコロナ禍で一気に進展したものも多い。ぜひ、この時期にできる事業を

精査して取り組んでいただけるとありがたい。 

③ 子どもの健康・体力づくりの支援 

なわとび大会は中止となったが、新たな試みとしてスポーツ講習会や YouTube チャンネルなど

での配信などの工夫が見られる。今後とも計画的・継続的な実施をお願いしたい。 

④ 成人の健康・体力づくり支援 

成人を対象とした事業は、魅力的な内容だけでなく、参加しやすい開催日時の工夫と広報が必

要である。引き続き、民間スポーツクラブとの連携について検討していただけるとありがたい。 

⑤ 高齢者の健康づくりの支援 

６５歳からのいきいき元気教室の参加者には、７５歳から７９歳が１３人、８０歳以上が１人

と後期高齢者の参加もあり、成果をあげている。例年は、老人福祉施設への出前講座も実施して

いるので、ぜひ待ちの姿勢でなく、積極的に出向いて講座を開設していくことにより、生涯学習

の機会を増やしていただければと思う。大変な中であるが、介護予防の観点からもお願いしたい。 

⑥ 障がい者の健康づくり支援 

東京 2020 パラリンピックの開催に伴い、障がい者スポーツへの関心が高まっている。障がい者

が健常者と一緒に仕事をし、何の違和感もなく生活するのが当たり前の世の中になるように、ス

ポーツにおいても一緒に楽しむ工夫をしていきたい。さらに市民に対しての広報活動がとても重

要であることを私自身が再認識した。 

⑦ スポーツ観戦機会の充実 

テレビ等のメディアでスポーツを見ることと実際に観戦することの違いは、私自身も実感する

ところである。越谷市は、バスケットボール B2 リーグの越谷アルファーズがあるだけでなく、施

設面でも総合体育館、市民球場、しらこばと運動公園競技場を有している。スポーツを直接目で

見て、感動を体験することは、児童生徒の心身の成長に大きく影響するばかりでなく、高校生や

大人にもぜひ味わっていただきたい感動体験である。積極的な招致開催と市民への広報、そして

引き続き児童生徒への招待等をお願いしたい。 

６ 終わりに 

 今回、教育外部評価に関わる機会を得て、私自身が越谷市住民として改めて教育委員会の皆様の

創意・工夫と熱意を感じ、越谷市の未来に向けて私も貢献したいという気持ちになった。今後とも

よろしくお願いいたします。
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資 料  





１ 過去の教育外部評価の実施結果 

 令和２年度の評価結果 

階層 名称 教育内部評価
教育外部評価

（加藤氏）

教育外部評価

（野口氏）

教育外部評価

（森氏）

施策の方向

施策 （３）教育相談の充実 B+ A- B+ A+

①教育相談体制の充実 B B A A

②いじめ・不登校の未然防止、早期発見、早期解消 B A B A

③不登校児童生徒への教育的支援 B A B A

階層 名称 教育内部評価
教育外部評価

（加藤氏）

教育外部評価

（野口氏）

教育外部評価

（森氏）

施策の方向

施策 （２）学習活動の充実と学習成果の活用 A- A+ A+ A+

①家庭の教育力の向上 A A A A

②ライフステージ・ライフスタイルに対応した学習機会の充実 B A A A

③人材育成の支援 B B B A

④公民館機能の充実 A A A B

階層 名称 教育内部評価
教育外部評価

（加藤氏）

教育外部評価

（野口氏）

教育外部評価

（森氏）

施策の方向

施策 （２）指導者の養成と確保 B+ B+ B+ A-

①スポーツ推進委員への支援 A A A A

②スポーツリーダーバンクの充実 B B B A

③スポーツ医・科学の専門家との連携 B B B B

主な取り組み

主な取り組み

　２　スポーツ・レクリエーション活動を支援する体制の充実を図る

主な取り組み

　２　自立して生きていくための基礎となる健康な心と体を育む

　１　生涯を通じた学習活動を推進する

（基本目標１）生きる力を育む学校教育を進める

（基本目標２）生涯にわたる学びを充実し、地域の文化を創造する

（基本目標３）生涯にわたりスポーツ・レクリエーションに親しめる環境をつくる
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A-

B A

A

B+

A B

B

　教育相談体制の充実については、全国的な課題でもあるが、越谷市においてもスクールカウン
セラーとスクールソーシャルワーカーの絶対的な人数が不足していることは否めない。予算との
兼ね合いがあると思われるが、十分な人数の確保が求められる。また、チーム学校の体制確立の
促進など、教育相談体制の充実がさらに強く推進されることを期待したい。いじめ・不登校の未
然防止と早期発見については、潜在的ないじめの早期発見に向けた取り組みを積極的に行ってい
る点は評価できるが、一見子どもたち間のふざけ合いのように見える行動にもいじめの種が潜む
可能性があることなどに対する教師の認識不足がいじめに苦しむ子どもを生んでいるという報道
は後を絶たない。越谷市でも、教師への研修の機会を増やし、いじめに対する教師の認識のさら
なる向上を求める取り組みを期待したい。同時に、いじめを生まない学級づくりに対する教師の
認識の向上に向けての取り組みもさらに力を入れることを期待したい。不登校児童への支援につ
いては、タブレットなどの活用によるオンライン授業への参加の促進など、さまざまな教育的
ニーズに対応した柔軟な支援を今後も進めていただきたい。

③不登校児童生徒への教育的支援

　子どもたち一人ひとりが明るく楽しい学校生活を送り、豊かな自己実現を図ることができるよ
う、教育センターの相談員やスクールソーシャルワーカーによる相談体制を一層充実することで
きめ細かな支援を行い、心の健康を保持・増進する。

　文教大学教授　　加藤　理　氏 施策総合評価

①教育相談体制の充実
②いじめ・不登校の未然防止、早期発見、早期
解消

【施策目標】

対象施策 担当課所 指導課・教育センター

★　教育相談の充実　1-2-(3)

　元鳩ヶ谷市教育長　　野口　淳一　氏 施策総合評価

①教育相談体制の充実
②いじめ・不登校の未然防止、早期発見、早期
解消

③不登校児童生徒への教育的支援

　近年の急激な社会変動の中で家庭の教育力や教育機能の低下が言われ、また、児童生徒が抱え
る問題も多様化し深刻化する中で、いじめ・不登校の増加は、社会的に大きな課題となってい
る。子どもたち一人ひとりの明るく楽しい学校生活の実現や豊かな自己実現を支援するために、
生徒指導体制・教育相談体制の一層の充実を図ることは大変重要なことであり、また、そのニー
ズも高まってきているものと考える。担当課ではこのことを真摯に受け止め、家庭・学校・関係
機関との連携の重視、機能する生徒指導・教育相談体制、未然防止や早期発見・早期解消に向け
て様々な施策を講じ努力されていることに敬意を表したい。特に、令和元年度、述べ6,000件を超
える来所相談、2,665件の電話相談等々の実績は、｢児童生徒及び保護者に寄り添ったきめ細かな
相談｣の共通認識のもと、学校・保護者・児童生徒から信頼される相談機関として十分に機能して
いることを感じるとともに、適応指導教室(おあしす)からの学校復帰率が平成29年度から毎年
100％を続けていることは素晴らしい成果であり高く評価したい。更に、積極的な支援により各校
の相談室が機能し不登校対策に成果を挙げていることも高く評価したい。
　いじめ・不登校の未然防止、早期発見、早期解消に向け講じられている小・中の連携事業、｢生
徒指導の手引｣の全教職員配布、発達段階に応じて作成した｢越谷市いきいきアンケート｣の作成・
実施は、いじめ・不登校に直接かかわる現場の先生方の意識の高揚、校内体制の見直し・強化に
も大きく寄与できるものと考える。長期化したいじめ・不登校の解消を図ることは大変難しい。
保護者の考え方や価値観も多様化・複雑化するなか、学校現場・関係機関職員の負担は益々高ま
るものと考えるが、関係機関同士の連携のもと生徒指導・教育相談体制を一層充実させるととも
に、未然防止に向けての日常の教育活動の充実、校内組織を生かしての対応、多くの目での定期
的な見届け、繰り返しの指導等、今後とも早期発見・早期解消への尽力に期待したい。
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　埼玉県立大学准教授　　森　正樹　氏 施策総合評価

①教育相談体制の充実
②いじめ・不登校の未然防止、早期発見、早期
解消

③不登校児童生徒への教育的支援

　越谷市教育センターにおいて、来所･訪問･電話･メール･相談ポスト等々、様々な相談機会と方
法を準備し、多様なニーズに応じた細やかな相談活動を進めようとしていることが高く評価され
ます。また、各小中学校では、学校相談員やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワー
カー等の配置を進めていますが、こうした職種が児童生徒や家族の直接的支援を行なうだけでな
く、教職員への助言、ケース会議や校内研修を通じて、学校組織全体の潜在的支援機能を開発す
る役割を担っていると考えられます。
　「越谷市生徒指導の手引」の編集と改訂、及び全教員への配布が行なわれています。注目すべ
きは、この手引きが、教委から一方的に提供されたものではなく、市内の小中学校での効果的な
実践例を提供･報告しあうことで編集されたことです。こうした市の教育現場での地道な取り組み
の継続が教師の専門性を開発し、さらには学校組織の問題解決力に繋がります。
　不登校児童生徒への教育的支援が、子どもへの直接的なアプローチだけでなく、周囲の人的環
境への働きかけ（家庭･学校･教師）、諸機関や人材間のネットワーク形成といった次元で展開さ
れてきました。そうした多面的･重層的支援が不登校重点支援校での不登校の減少に繋がっている
と考えられます。今後も、こうした支援が全ての教育現場で、安定的･継続的に提供されることが
期待されます。

　教育外部評価を受けての対応等

・教育相談の充実については、教育センターにおける来所相談・訪問相談・電話相談・メール相
談・相談ポスト等の様々な形態でのニーズに応じた教育相談を今後も継続していく。また、新た
な相談窓口についても調査・研究を行う等、一層の充実を図る。
さらに、教育センター配置の専任教育相談員については、悩みや不安の原因や様相が複雑化し相
談件数が増加する現状に対応するために、スクールソーシャルワーカーについては、学校からの
派遣依頼に柔軟に対応するために、増員に向けて予算要求を続ける。
・いじめについては、各校におけるいじめの未然防止、早期発見、早期解消を支援するため、引
き続き｢越谷市いじめ防止基本方針｣を踏まえたいじめ防止等関連事業や｢越谷市いきいきアンケー
ト｣を実施、充実させる。常にいじめの定義に立ち返り、どの子どもにもどの学級や集団にも起こ
り得るものであることをあらゆる機会で教員に再認識させ、いじめの認知件数が高まるように働
きかけていく。また、予防教育の視点を重視した｢いじめ対応出前研修会｣の充実を図る。さら
に、生徒指導研究協議会等で｢越谷市生徒指導の手引｣(第7集)等を活用した短時間の研修を積み重
ねることで、同様の研修が各校で実施され、いじめを生まない学級づくりを推進する。
・不登校児童生徒への教育的支援については、引き続き未然防止、早期発見、早期解消をめざし
て取り組みを継続する。教員のキャリアステージに応じた教育相談研修を実施し、校内教育相談
体制の強化に努めるとともに、学校や関係機関と連携し、保護者、各校のニーズに対応しつつ、
不登校児童生徒に寄り添いながら個に応じた支援を行う。また、不登校児童生徒の居場所とし
て、学校相談室や適応指導教室の効果的な活用についても推進する。
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　いつでも、どこでも、だれもが主体的に学ぶことができるよう、各種学級・講座や講習会など
を開催し、学習機会の充実に努める。また、学習成果を地域社会の活性化に活かすことができる
ような循環型生涯学習社会を推進するため、人材育成の支援などを行い、市民との協働による地
域社会の創造をめざす。

　文教大学教授　　加藤　理　氏 施策総合評価

【施策目標】

対象施策 担当課所 生涯学習課

★　学習活動の充実と学習成果の活用　2-1-(2)

①家庭の教育力の向上
②ライフステージ・ライフスタイルに対応した学
習機会の充実

　家庭の教育力の向上については、各公民館で家庭教育学級を積極的に開催している点は評価で
きる。核家族化が進行し、孤立する若い保護者が増える中で、こうした取り組みは今後ますます
重要になってくるであろう。同時に、社会的に重要性が増す中で、講座を担当する埼玉県家庭教
育アドバイザーの質の面への配慮と、家庭教育アドバイザーに対する教育・講習の機会の充実も
課題となってくるのではないだろうか。また、講座を離れて、日常的に家庭教育について気軽に
相談できる支援体制があれば、子育てに悩む若い保護者にとって心強いであろう。ライフステー
ジに対応した学習機会については、各公民館でバリエーションに富んだ様々な講座が用意されて
いることがわかった。講座内容はどれも人生を楽しく豊かにするものだと思うが、生涯学習とい
う観点を考えた時、もう少し学校教育での学びの内容とのつながりを意識した講座が置かれても
よいと感じた。学校教育で学んだことをさらにもっと学びたい、と感じて社会生活を送っている
人々への講座の提供も工夫されるとより充実した取り組みになるのではないだろうか。また、講
座への参加者の男女比、ライフステージ毎の講座内容を考えた時、公民館運営協力委員の性別の
バランス、年齢構成を適切なものにする必要があるであろう。人材育成の支援については、養成
講座の内容、講師の選任を吟味することが課題であろう。公民館機能の充実については、かなり
の程度目標が達成されていると思われる。生涯学習フェスティバルはより充実したものになるよ
う、告知を徹底するために市内全小中学生にチラシを配布するといった工夫が求められる。ま
た、総合的学習の時間や生活科、社会科、家庭科など、教科との関連、連動を図った内容にして
いくことで、生涯学習の理念をより強力に推進していくことになるのではないだろうか。

③人材育成の支援 ④公民館機能の充実
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A B③人材育成の支援 ④公民館機能の充実

　小中学生の保護者を対象とする｢子育て講座｣及び、公民館で開催される「家庭教育学級」「親
子教室」では、合算で約12,000名が参加しています（令和元年度実績）。このように家庭教育を
支援する取り組みが、市内で精力的に展開されています。これらの講座は外部講師の活用でより
豊かな内容となっていますが、今後は外部講師のみならず、越谷市が雇用する各種の専門的職業
人の知識や技術を一層活用することが期待されます（教員、保育士、看護師や保健師、カウンセ
ラー等々）。
　「こしがや市民大学」の企画運営委員会の構成員が市民有志や、同大学の卒業生であることが
高く評価されます。社会に広く学習機会を提供することが地域文化の創造に繋がる好例です。
　生涯学習ボランティアの養成を通じて、市内に様々な人材や活動の基盤が創られています。こ
うしたマンパワーを地域や家庭での子育て支援、児童生徒の学習支援、学校教育での諸活動への
支援に繋げる取り組みが重要と考えます。
　市内の公民館がこれまで、生涯学習の機会･場の提供、地域のコミュニティーの形成、地域福祉
の推進、防災拠点等、多面的な機能を担ってきました。今後も関係部署や機関、組織間の緊密な
連携が期待されます。

　生涯学習社会の実現に向けて、市民一人ひとりが生涯にわたり学び続けることを通じて新しい
知識・能力や自ら考える力を身に付け、人・地域・自然を思いやることのできる豊かな人間性を
育むことが求められている。担当課ではこのことを真摯に受け止め、小・中学校や地区セン
ター・公民館と連携し様々な施策を講じていることに先ず敬意を表したい。核家族化や少子化
等、急速に進行する社会環境の変化や地域のつながりの希薄化などの中で家庭の教育力の低下や
子育てに対する不安や孤立感の高まりが課題として指摘される今日、その支援としての子育て講
座を、学校と連携し小学校は就学時健診日、中学校は一日体験入学日に合わせ開催することは、
子育てに携わる保護者が一度は講座を受講する機会を保障することになり大変有意義な設定と考
える。講師の選定や講座のテーマの調整、乳幼児の保育の場の準備等、学校との連携の場として
更に生かすことを期待したい。
　また、生涯学習や地域コミュニティー等4つの機能を持つ地区センター・公民館は、｢市民と協
働のまちづくり｣を進める上での拠点として重要な役割を担っている。公民館が主体となって企画
運営するライフステージ・ライフスタイルを考慮した各講座は各年代に応じての内容が工夫され
ており市民一人ひとりの学びの場として大いに評価できるものである。青年期の参加者が少ない
など年代層により課題はあると思うが、自分の生活する公民館区のみでなく、広く講座を選び他
公民館の講座も選択し受講できるようにするなど、より多くの参加者の確保に向けて今後とも工
夫改善を期待したい。また、｢生涯学習社会｣の構築に当たりより積極的に人材を育成し確保する
ことは、喫緊の課題である。担当課では、市民大学の受講者を企画する側に、公民館主催事業へ
の高校生や大学生の企画段階からの参画、生涯学習ボランティア講座入門編・実践編の企画・開
催等の工夫により人材育成に努めているが、魅力を感じる講座案内の工夫や多様な講座内容や場
の提供の工夫等に努めるとともに、人材育成・確保に向けて一層の尽力に期待したい。

　埼玉県立大学准教授　　森　正樹　氏 施策総合評価

①家庭の教育力の向上
②ライフステージ・ライフスタイルに対応した学
習機会の充実

　元鳩ヶ谷市教育長　　野口　淳一　氏 施策総合評価

①家庭の教育力の向上
②ライフステージ・ライフスタイルに対応した学
習機会の充実

③人材育成の支援 ④公民館機能の充実
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　教育外部評価を受けての対応等

・家庭の教育力の向上を図るため、学校・公民館と連携して市内全小中学校において子育て講座
を実施しているが、今後も講師や講座テーマの選定に配慮し、より有意義な講座となるよう取り
組んでいく。
・ライフステージ・ライフスタイルに対応した学習機会については、引き続き市民のニーズを反
映させた講座を開催することに加え、学校教育における学びの内容とのつながりを意識すること
により、幅広い学びを提供できるよう講座の充実を図っていく。また、学ぶ側から企画する側へ
と学びを循環させる循環型生涯学習社会を推進する取り組みの１つとしてこしがや市民大学を実
施しているが、より多くの卒業生や市民が企画運営委員会委員となり活躍できるよう継続して周
知に取り組んでいく。
・人材育成の支援については、生涯学習リーダー養成講座等における講師選定や講座内容に工夫
を凝らし、参加者の確保を図る。さらに、養成講座の受講生が学んだ内容を実践する機会として
も意義のある生涯学習フェスティバルは、あらゆる世代に学びのきっかけづくりを提供する参
加・体験型の事業として今後さらに充実した内容とするために、共催する市民団体とともに事業
内容や周知方法等について協議・検討していく。
・公民館については、今後も多彩な主催事業を実施し、講座内容の充実を図っていく。また、公
民館運営協力委員会について、委員が選出される各種団体の委員構成の影響を受けることとなる
が、幅広い意見をいただくため、委員選出を依頼する際に性別や年齢の構成バランスを意識して
いく。
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①スポーツ推進委員への支援 ②スポーツリーダーバンクの充実

　スポーツ推進委員への支援については、おおむね目標が達成されていると感じる。可能なら、
市独自の研修会を年1回ではなく複数回行うことが望ましい。スポーツリーダーバンクの充実につ
いては、部活動の指導者との兼ね合いから、さらなる充実が求められる。教員の長時間労働が問
題になる中、働き方改革の一環として部活動指導者を外部に依頼する傾向は全国的に進んでい
る。越谷市以外では、外部指導者による体罰の問題の報告も見られ、外部指導者登用の難しさを
感じることがある。こうした中で、スポーツリーダーバンクに登録する人物の選定をどのような
基準の中で行うのか、登録した人物への講習をどのように行っていくのかが課題となるであろ
う。指導者の資質・能力を明確にした中でスポーツリーダーバンクを推進していくことが今後の
課題の1つになるのではないだろうか。スポーツ医・科学の専門家との連携は連携の目的、あり方
ともにこれから一層の整備が必要であろう。指導者がどのような講習を求めているのか調査・把
握したうえで、求める内容に合致した講習の開催を工夫する必要があるのではないだろうか。

③スポーツ医・科学の専門家との連携

  市民のスポーツ・レクリエーション活動を一層充実させるため、スポーツ推進委員への支援、
スポーツリーダーバンク制度の充実などを通じて、スポーツ・レクリエーション活動の指導者の
育成と確保を図る。また、スポーツ医・科学の専門家や大学等と連携した専門的な講習会を実施
するなど、指導者の資質向上にも取り組む。

　文教大学教授　　加藤　理　氏 施策総合評価

【施策目標】

対象施策 担当課所 スポーツ振興課

★　指導者の養成と確保　3-2-(2)

　元鳩ヶ谷市教育長　　野口　淳一　氏 施策総合評価

①スポーツ推進委員への支援 ②スポーツリーダーバンクの充実

③スポーツ医・科学の専門家との連携

　世界でも有数の長寿社会を迎えた今日、市民の健康への関心は年々高まってきていることを、
多くの人々がウォーキングやランニングを楽しむ姿や屋内・屋外運動施設で活動する姿、市や民
営のトレーニング施設を利用しトレーニングに励む姿等から強く感じている。スポーツ・レクリ
エーションは、身体機能の維持・増進はもとより、すっきり感や爽快感などの心の健康づくり、
更に、他者との交流を通じての地域のコミュニティーづくりにも大きく寄与するものである。担
当課ではこのことを真摯に受け止め、年代・体力・活動目的等、様々なニーズに応じた場や活動
内容の提供等を工夫し様々な施策を講じる中で生涯にわたってのスポーツ・レクリエーション活
動の一層の振興・発展に努力されていることに心から敬意を表したい。
　｢生涯スポーツ・レクリエーションの一層の促進｣を図る上でスポーツ推進委員・スポーツリー
ダーバンクへの登録者(スポーツ活動指導者)の果たす役割は大変大きい。教育委員会から委嘱さ
れたスポーツ推進委員は、実技指導はもとより各スポーツ・レクリエーション団体の組織の育成
支援、諸事業の企画運営、関係団体間の連絡調整等々、生涯スポーツ推進の要としての重要な役
割を担い活動している。担当課では全国や県主催の研修会等への積極的派遣や報告・協議の場の
設定、市独自の現地研修会等を企画し一層の資質向上に努めていることは大いに評価したい。ま
た、スポーツリーダーバンクへの登録者(スポーツ活動指導者)は、本市生涯スポーツ・レクリ
エーション活動の実質的担い手として市民のスポーツ活動の一層の推進に向け努力頂いている。
各種スポーツの体験を通じ、スポーツ・レクリエーション活動の大切さや楽しさを知り、その体
験を市のスポーツ振興に生かしたいと考える市民も多いと考える。スポーツ推進委員や各種ス
ポーツ・レクリエーション団体との連携の中で人材発掘に向けての一層の努力を期待したい。ま
た、スポーツ医・科学の専門家との連携を図っての研修会であるが、テーマによっては参加対象
者を広げ、より充実した研修会となるような工夫についても期待したい。
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A-

A A

B

　埼玉県立大学准教授　　森　正樹　氏 施策総合評価

①スポーツ推進委員への支援 ②スポーツリーダーバンクの充実

③スポーツ医・科学の専門家との連携

　越谷市スポーツ推進委員が、市内のスポーツ文化振興に重要な役割を担い、その資質向上に向
けた各種の地道な取り組みが行なわれています。スポーツ推進委員の方々が、各競技や審判等の
技術向上を目指すだけでなく、スポーツ文化を通じた地域のコミュニティーの形成を志向し続け
ていることが分り、そのことが高く評価されます。
　スポーツリーダーバンクからの指導者派遣は過去5年増加傾向にあります。特に、障がいのある
市民の方へのプログラムも積極的に提供されていることが注目されます。今後、こうした活動に
より多様な背景や立場の市民や関係者を取り込んでいく取り組みが、共生社会の実現の一助とな
ることが期待されます。
　スポーツ医･科学の専門家との連携の一環として、地元大学から専門家を招いた研修会が定期的
に開催されています。今後も、市内のスポーツ指導者が実際の活動で抱える課題意識を明確に
し、こうした専門家の助言やアドバイスを有効活用されることを期待致します。また、こうした
連携や交流は、大学人にとっても、自らの専門性を地域社会との関係性で省察する大切な機会と
なっていると考えられます。

　教育外部評価を受けての対応等

・スポーツ推進委員については、市独自の研修会をはじめ生涯スポーツの一層の推進に向け外部
との意見交換や情報共有の場への派遣を積極的に行い、指導者の資質向上に努める。
・スポーツリーダーバンクについては、教室・講座等の動画配信等による登録者の活躍の場の広
がりからその魅力をさらに高め、より多くの登録をめざしていくと同時に、資質・能力を見極
め、指導者としてふさわしい人材の確保に努める。
・スポーツ医・科学との連携については、今後も引き続き指導者の要望に的確に沿った研修会の
実施に努めるとともに、大学や関連する部署等との連携を深め、健康促進に向けたスポーツの振
興に努める。
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 令和元年度の評価結果 

階層 名称 教育内部評価
教育外部評価

（野口氏）

教育外部評価

（村上氏）

教育外部評価

（森氏）

施策の方向

施策 （１）時代に即した学校教育の推進 B+ A- B+ A+

①ＩＣＴを活用した教育の充実 B B B A

②情報モラル教育の推進 B A B A

③学校図書館の充実 B B B A

④進路指導・キャリア教育の推進 B B B A

⑤科学技術教育の推進 B A B B

施策の方向

施策 （２）義務教育施設の整備と充実 B+ B+ B+ A+

①安全な学校施設の整備と充実 B B B A

②快適な学校環境の整備と充実 B B B A

③教育情報の収集・発信および教育ネットワークの管理・運用 B B B A

階層 名称 教育内部評価
教育外部評価

（野口氏）

教育外部評価

（村上氏）

教育外部評価

（森氏）

施策の方向

施策 （３）文化財の保存と活用 B+ A- A- A+

①文化財の保存と活用 B A A A

②埋蔵文化財の保護 A A B A

③大間野町旧中村家住宅の利活用の促進 B B A A

④旧東方村中村家住宅の利活用の促進 B B B A

階層 名称 教育内部評価
教育外部評価

（野口氏）

教育外部評価

（村上氏）

教育外部評価

（森氏）

施策の方向

施策 （１）施設の充実と利用促進 B+ A- B+ A+

①スポーツ・レクリエーション施設の利用環境の向上 B B B A

②総合体育館の利活用の促進 A A A A

③地域体育館の利用促進 B B B A

④屋外体育施設の利活用の促進 B B B A

⑤市民プールの利用促進 B A A B

⑥学校体育館施設の活用 B A B A

⑦自然を活用したレクリエーション施設の整備と検討 B B B A

主な取り組み

主な取り組み

　３　スポーツ・レクリエーション施設の充実を図る

主な取り組み

　１　自立して生きていくための基礎となる確かな学力を育む

主な取り組み

　３　信頼される、質の高い教育環境をつくる

　２　芸術文化活動を推進し、伝統文化を継承する

（基本目標１）生きる力を育む学校教育を進める

（基本目標２）生涯にわたる学びを充実し、地域の文化を創造する

（基本目標３）生涯にわたりスポーツ・レクリエーションに親しめる環境をつくる
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A-

B A

B B

A

【施策目標】

対象施策 担当課所 指導課・教育センター

★　時代に即した学校教育の推進　1-1-(1)

　ⅠＣＴ(情報通信技術)のめざましい普及と高度化により、インターネット利用者が年々増加し
ている。更にこれからはＡⅠ時代の到来が言われている今日、ⅠＣＴを効果的に活用した教育の
一層の充実を図ることは、次代を生きる子ども達にⅠＣＴ活用能力を身に付けさせるとともに、
学習への興味・関心を高め、基礎学力の向上はもとより、児童生徒を主体とした探求型学習やア
クティブラーニングの導入等、深い学びに結びつく学習指導の改善に大きく寄与できるものと考
える。本市では、利便性等を考慮し、ＰＣからタブレット端末へのいち早くの転換が図られてい
る。学習指導の改善や学力向上に結び付けるためには、学校間の活用格差や教職員個々の活用能
力の格差を少なくすることが重要である。教員のⅠＣＴ活用指導力は、全国と比べ上位にあるも
のの、全教員に配布している｢ⅠＣＴ活用事例ハンドブック｣等を活かし、更に一層の効果的活用
に向けての努力を期待したい。また一方でⅠＣＴの特性や活発な利・活用から生じる人権侵害問
題等の未然防止に向けてネットパトロールを委託したり、生徒の手による正しいスマホの使い方
ルール等の作成・活用等、情報モラルの育成に力を注ぎ、ネットパトロール要削除件数が3年連続
して0等の成果に表れていることは大いに評価できる。更に、｢学習センター｣｢情報センター｣とし
ての機能化が求められる学校図書館の一層の充実、実際的体験活動を通しての進路指導・キャリ
ア教育、本市の財産でもある科学技術体験センターやそれぞれの特性を持つ児童館を生かした生
物・科学への知的好奇心の高揚に向け、関係課・所・館とのより緊密な情報交換や情報共有に努
め、一層の連携のもと更なる成果を期待したい。

③学校図書館の充実 ④進路指導・キャリア教育の推進

⑤科学技術教育の推進

　時代の変化に対応できるよう、ⅠＣＴを活用した教育の充実や情報モラル教育の推進などに取
り組むとともに、学校図書館の充実や科学技術教育の推進など、児童生徒の知的好奇心を刺激す
る機会の充実に努める。

　元鳩ヶ谷市教育長　　野口　淳一　氏 施策総合評価

①ＩＣＴを活用した教育の充実 ②情報モラル教育の推進
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B+

B B

B B

B

A+

A A

A A

B

　文教大学准教授　　村上　純一　氏 施策総合評価

①ＩＣＴを活用した教育の充実 ②情報モラル教育の推進

③学校図書館の充実 ④進路指導・キャリア教育の推進

⑤科学技術教育の推進

　｢時代に即する｣ことは、文言として掲げることは容易でも、いざそれを実現しようとすると思
いのほか難しいものである。特に、社会の変化がひと昔前とは比べものにならないほど加速して
いる今日、構想段階では時代に即しているつもりでも、いざ実施する段になってみたらすっかり
それが時代遅れになっていたということも往々にしてあり得る。そのことも踏まえて考えたと
き、越谷市の学校教育における｢時代に即する｣ことへのご尽力は大いに敬意を表するべきものと
いえる。
　ⅠＣＴ活用においては、単にハード面を整えるだけでなく、情報モラル教育も含めた｢適切妥当
な活用の仕方｣の指導に着実に取り組まれている。科学技術教育の推進ともあわせて、日進月歩で
新しい機材や技術が生み出されるⅠＣＴを｢使いこなす｣ことに充分な意識が向けられているとい
える。また、学校図書館の充実や進路指導・キャリア教育の推進は、学校と地域との結びつきを
強め、学校が核となって地域総がかりで子どもを育んでいく上でも非常に意義深い取り組みであ
る。
　課題としては、社会体験チャレンジや科学技術体験センターでの体験活動等を一過性のイベン
トにせず、確かな経験として児童生徒の中に定着させていくための事前/事後指導も含めたより一
層のプログラムの充実と、各取り組みの｢目標値｣に縛られすぎない姿勢が挙げられよう。｢目標値
に縛られない｣という点に関して、たとえば｢情報モラル教育の推進｣における｢トラブル発生件数｣
について、目標値を掲げるとその数値を下回る件数に抑えたくなってしまうことが考えられる。
しかし、トラブルを未然に防ぐのもさることながら、発生してしまったトラブルを大事に至る前
に収めるのもまた重要なことである。発生件数以上に解決件数に目を向ける姿勢がより大切なと
ころであり、そうした姿勢で｢目標値｣を考えることがいずれの項目においても重要といえる。

　埼玉県立大学准教授　　森　正樹　氏 施策総合評価

　ⅠＣＴ機器やデジタル教材の整備が計画的に進められています。これに併せて、教師を対象と
する各種研修や、実践事例の蓄積が地道に行われていることが高く評価されます。教師の専門性
の向上と開発を重視したこれらの取り組みに、今後も大いに期待します。つぎに、情報モラル教
育は専門家や警察との連携はもとより、保護者との関係構築を志向しながら進められています(｢
情報モラル講座｣など)。今後はこうした取り組みが、実際の家庭教育や児童生徒ひとりひとりの
意識と行動にどう活かされているか、その検証が必要とされるでしょう。そして、学校図書館に
ついては、学校司書や司書教諭の配置、学校図書館運営ボランティアとの連携が進んでいます。
平成30年度、市内小中学校における学校図書館運営ボランティアは、何と857件を数えます。こう
した有志の方々は、本市の教育と文化を支える貴重な財産です。また、キャリア教育の実践とし
て、｢越谷市中学生社会体験チャレンンジ事業｣が展開されています。ここでは、生徒の受け入れ
に市内577か所の事業所のご理解とご協力を得ています。本市の教育の営みが、現場の先生方は勿
論、多くの関係者や機関の協力で成り立っていることを、改めて認識いたしました。今後も地域
社会とのネットワークを活かした取り組みに期待いたします。

①ＩＣＴを活用した教育の充実 ②情報モラル教育の推進

③学校図書館の充実 ④進路指導・キャリア教育の推進

⑤科学技術教育の推進
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　教育外部評価を受けての対応等

・ⅠＣＴを活用した教育の充実については、引き続き、｢ⅠＣＴ活用事例ハンドブック｣を踏まえ
た指導ができるようその周知と学校の要請に応じた出前研修の実施により直接教員への指導助言
を進める。また、時代に即した形で適時ハンドブックの改訂も行う。新学習指導要領の全面実施
に向けては、｢プログラミング教育指導資料｣を作成・配付するとともに、指導内容の一層の周知
を図るために学校からの要望に応じて出前研修を行う。
・情報モラル教育の推進については、ネットパトロール調査結果(発生件数、解決件数)を有効に
活用することで、生徒の問題行動やいじめなどの兆候を早期発見したり、児童生徒の健全育成に
努める。また、学校の要請に応じ情報モラルに関する研修・教室を教職員、児童生徒、保護者を
対象に指導主事が引き続き実施する。さらに、情報モラル教育について学校でも家庭でも活用で
きるネット教材をすでに配備しているが、その活用についてより一層、周知に力を入れていく。
・学校図書館の充実については、段階的、計画的に学校司書を増員するとともに、研修会の充実
等で、学校司書、司書教諭及び学校図書館運営ボランティアの資質の向上を図り、児童生徒の読
書活動、図書館の利活用の活性化につなげていく。
・進路指導・キャリア教育の推進については、事例をもとにした研究協議等を実施し、越谷市の
進路指導の方向性を一つにし、中学生の進路選択を円滑に進めるよう努める。また、児童生徒に
体験活動をさせる、人々とのふれあいをさせる等、地域社会とのネットワークを活かした取り組
みを充実させ、児童生徒のみずみずしい感性や社会性、自律心を養い、たくましく豊かに生きる
力を育む。
・科学技術教育の推進については、今後も、越谷市が有する科学技術体験センター、児童館2館の
学校利用の促進を支援しながら科学技術教育の充実を図る。
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B B

B

B+

B B

B

　学校施設は、児童生徒が一日の大半を過ごす学習・生活の場であることから、児童生徒の健康
と安全を十分に確保することはもちろん、快適で豊かな空間として意図的・計画的に整備を進め
ることは大切なことである。また、地域に開かれた学校づくり、コミュニティースクールの推進
が求められる今日、学校施設が地域住民にとってより身近な公共施設として、かつ、まちづくり
の要としての役割が期待されるとともに、市民の生涯学習の場としての活用を一層推進すること
が望まれている。併せて、自然界の変化に伴う各種災害に対する地域の防災拠点としての役割を
果たすことも求められている。従って、学校施設の整備に当たっては、児童生徒・教職員・保護
者・地域住民等の多様な人々が利用しやすいように、ユニバーサルデザインの視点も念頭に、必
要に応じてバリアフリー化を推進していくことが重要である。
　担当課では、このことを真摯に受け止め、耐震化や普通教室等へのエアコン設置、｢福祉環境整
備に基づく改修計画｣を策定しての校舎や屋体のスロープ、点字ブロック・点字タイル等々、計画
的に整備・改修を進めてきていることは大いに評価できる。また、児童生徒の生活様式の変化に
伴うトイレの洋式化への改修に取り組まれていることも評価したい。更に、教職員の校務の軽減
化・共通化・効率化に向けた委託管理業者との連携による｢統合型校務支援システム｣の導入は、
各学校教職員個々の一層の習熟により、｢働き方改革｣の推進に大きく貢献し、教育の質の向上に
つながるものと考える。校舎等の長寿命化対策が課題となる中、限られた予算の中でより安全で
快適な空間づくりに向けて学校現場の声に耳を傾け、優先順位をつけての改修・整備を進めると
ともに、児童生徒の声も取り入れてのトイレ改修の推進、更に、バリアフリー化された学校施設
を障害者理解のための指導の場として一層活用されるよう期待したい。

③教育情報の収集・発信および教育ネットワー
クの管理・運用

　児童生徒が安全な学校施設で快適に学習できるよう、計画的な施設整備に取り組むとともに、
教育活動の向上のため、ⅠＣＴ環境の整備を計画的に行う。

　元鳩ヶ谷市教育長　　野口　淳一　氏 施策総合評価

①安全な学校施設の整備と充実 ②快適な学校環境の整備と充実

【施策目標】

対象施策 担当課所 学校管理課・教育センター

★　義務教育施設の整備と充実　1-3-(2)

　文教大学准教授 　　村上　純一　氏 施策総合評価

①安全な学校施設の整備と充実 ②快適な学校環境の整備と充実

③教育情報の収集・発信および教育ネットワー
クの管理・運用

　新しい施設をゼロから建てるより、既存の施設の基本構造はそのままに内部に手を加えること
の方が実は遥かに苦心することなのかもしれない。また、同時期に類似した施設を複数建設した
場合、その老朽化の進み具合や修繕の必要が生じるタイミングも概ね重なってくるのは当然のこ
とである。こうしたことも含め、施設設備をととのえることの難しさを、本項施策に関するヒア
リングを通じて私自身も改めて実感する機会となったように思う。
　本項の主な取り組みに関しては、全体の財源が限られる中で一部の取り組みに多額の予算を注
ぎ込むことは容易ではないため、現状できる精一杯のことを少しずつながらも着実に進められて
いることと拝察する。これらの取り組みの今後の更なる進展に向けて、ここでは｢“利用者”の声
の積極的な活用｣を提言したい。
　施設設備から考えたとき、学校においては教職員はもちろん、児童生徒もまたその｢利用者｣と
捉えることができる。そうした｢利用者｣からの施設改善のニーズや、実施された改修や新システ
ム導入に対する好意的な声が多く集まれば集まるほど、取り組みをさらに進めていくための原動
力になるはずである。既に行われていることもあるものとは思うが、各取り組みの今後の更なる
進展に向け、施設・設備・システムの“利用者”の声をより一層活用されていくことをご期待申
し上げたい。
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　埼玉県立大学准教授　　森　正樹　氏 施策総合評価

①安全な学校施設の整備と充実 ②快適な学校環境の整備と充実

③教育情報の収集・発信および教育ネットワー
クの管理・運用

　平成30年度、｢統合型校内支援システム｣が初めて導入されたことの効果として、年間、小中学
校の担任教員の作業時間が17.7時間削減できたという数値が示されました。効率化が明確な数値
で示されたことの背景には、同システム自体の利便性があると考えられます。また、注目すべき
は、同システムを用いた校務(出席簿･児童生徒情報登録･通知表･指導要録等々)の研修を、年間を
通じて多く実施していることです。このことで教師ひとりひとりのⅠＣＴのスキルが、一層開発
されたと考えられます。今後は、効率化がどのように学校や教師の教育実践の質的向上に結びつ
けていくのか、さらには、ひとりひとりの教師が健康に働き続ける職場環境づくりに結びつくか
に関して、そのヴィジョンと筋道の具体的検討が必要と考えます。また、｢越谷市教育情報セキュ
リティーポリシー｣を拝見すると、キーワードとして、情報資産の｢機密性｣だけでなく｢可用性｣も
盛り込まれています。これは非常に重要です。守秘義務を重視するあまり、関係者間の連携や協
働が硬直化する事態に陥ることのないよう、今後も、この双方の観点を大切にして頂きたいと思
います。

　教育外部評価を受けての対応等

・児童生徒が安全に学校生活を送れるよう、学校施設整備においては、限られた予算の中、計画
的に行うものを含め、毎年学校施設調査を行うとともに、老朽化などにより早急な対応が必要な
箇所から学校施設・設備等の改修を行う。
・学校施設は、避難所に指定されている側面もあることから、バリアフリー化を含めた環境整備
について計画的に取り組む。
・できるだけ早く多くのトイレの洋式化が実現できるように、校舎・屋内運動場を対象に施設単
位での整備を引き続き実施していく。
・｢統合型校務支援システム｣については、年度替わりに毎年、新採用や他市町からの転入といっ
た教職員の入れ替えもあるなか、継続して、その活用及び習熟に向けた研修を実施する。また、
必要に応じて現場からの機能向上に係る要望も取り入れながらシステムの更新を実施し、｢働き方
改革｣の推進に大きく貢献できるように取り組む。さらに、｢越谷市教育情報セキュリティーポリ
シー｣の運用については繰り返し学校に対し周知を行い、児童生徒やその保護者の個人情報を守
り、学校の信頼性を損なうことのないよう取り組みを進めていく。

- 102 -



A-

A A

B B

A-

A B

A B

　｢温故知新｣は誰でも一度や二度は必ず見聞する言葉であるが、これを日常生活の中で実感でき
る機会は案外少ないのかもしれない。その点、越谷市は市内にある文化財の保存・活用に積極的
に取り組まれ、そうした貴重な文化資本に市民が触れる機会も豊富に設けられている。このよう
に、市民が｢温故知新｣を実感しやすい取り組みが盛んに行われていることはたいへん意義深いこ
とであるといえる。
　一方で、こうした文化財に市民が触れる機会の創出を考えると、市民が自発的に足を向けるの
を待っているだけでは、その実現は決して容易ではない。その点、最初のアプローチとして社会
科見学などの学校行事を重視されている点も注目すべき着眼点と思われる。施設によっては他市
の学校が利用する機会もあるようであるが、越谷市のＰＲという意味では、こうした他市の学校
の訪問もその意義は小さくないのかもしれない。
　一点だけ課題を挙げるとすると、こうした文化財の位置づけとして意図されていることが若干
不明確な感を憶える部分がある点が挙げられる。市民のための文化施設とするのか、市外から人
を呼び込むための観光資源とするのか、どちらの活用方法も考えられる分、若干位置づけが中途
半端に思えてしまう部分がなくはない。それぞれの文化財の活用方法として、｢外向け｣と｢市内向
け｣のどちらを重視されているのか、その点をもっとはっきりと示してしまってもよいのではない
か。その点は本施策の今後の検討課題として挙げられる点といえよう。

　文教大学准教授　　村上　純一　氏 施策総合評価

①文化財の保存と活用 ②埋蔵文化財の保護

③大間野町旧中村家住宅の利活用の促進 ④旧東方村中村家住宅の利活用の促進

　本市に残る貴重な文化的遺産を後世に継承するため、文化財の保存と活用を推進し、郷土の歴
史を学習する機会の充実に努める。また、越谷市保存民家大間野町旧中村家住宅および越谷市指
定有形文化財旧東方村中村家住宅の積極的な活用と利用の促進を図り、広く市民に郷土の歴史や
文化などについて学ぶ機会を提供する。

　元鳩ヶ谷市教育長　　野口　淳一　氏 施策総合評価

【施策目標】

対象施策 担当課所 生涯学習課

★　文化財の保存と活用  2-2-(3)

①文化財の保存と活用 ②埋蔵文化財の保護

　本市に残る貴重な文化的遺産である有形・無形の文化財や埋蔵文化財の保存に努めることは、
郷土の歴史を継承していく上で大変重要なことである。併せて、残された様々な文化財を活用し
児童生徒や一般市民の見学や体験活動に供することは、郷土の歴史や文化への理解を深め、郷土
愛の一層の醸成に大きく寄与するものと考える。担当課ではこのことを念頭に、文化財資料等の
整備・活用や古文書の整理・活用、講座の企画や様々な機会を通じての資料展示、市内に残る旧
中村家住宅の立地や特色を生かしての事業計画等に真摯に取り組まれていることに深く敬意を表
するとともに、各講座や遺跡出土品の展示等に定員を超える多くの参加者を得ることができたこ
とは、工夫・努力の成果として評価したい。ややもすると、文化財に関わる事業運営は担当課職
員に限られがちである。年々平均寿命が伸び、高齢化社会が進展する中で、生涯学習や生きがい
づくりへの関心の高まりを感じる今日、郷土の歴史や文化に関心を抱く市民は少なからず存在す
るものと考える。市民の学習機会の一つの場として、30年度に｢越谷市文化財ボランティア｣事業
をスタートさせたことは大いに評価したい。登録者は、初年度の10人から31人に増加、文化財の
保存と活用の促進に大きく寄与しているものと考える。また、子ども時代の様々な体験が、生涯
学習に結びつく例も数多く目にし耳にする。社会体験事業での中学生の遺構の掘削や土器の拓本
作成等の体験、旧中村家住宅の見学や体験は、生きた学習の場として大いに役立つと考える。学
校との連携のもと、より多くの学校の活用を期待するとともに親子での遺跡発掘体験の場の工夫
等、市民を巻き込んでの行政運営に期待したい。

③大間野町旧中村家住宅の利活用の促進 ④旧東方村中村家住宅の利活用の促進
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A A③大間野町旧中村家住宅の利活用の促進 ④旧東方村中村家住宅の利活用の促進

　大間野町旧中村家住宅や旧東方村中村家住宅、そして各種の遺構を確実に維持管理し、長く後
世に伝えようとする取り組みが計画的に行われています。注目すべきは、文化財を｢保存｣する対
象として捉えるだけでなく、地域の文化の発信基地として有効かつ総合的に活用していることで
す。一部の愛好家だけでなく、広く、市民にアピールするために様々な工夫がなされています。
各種講座やイベントそして体験学習の機会が、地域の文化や歴史への興味や関心に繋がっている
ことと思われます。また、｢文化財ボランティア｣の養成は、非常に地道で息長い取り組みではあ
りますが、文化財を愛し、その価値を知り守ろうとする｢人を育てる｣ことは、文化財の保護で最
も重要なポイントのひとつであると考えます。
　さらに、小学校での社会科見学や、中学生対象の社会体験チャレンジ事業とリンクさせて、体
験的な学習の機会を提供されています。今後は是非、文化財の担当課(生涯学習課)と、学校教育
の担当課(指導課)、そして各学校の先生方が連携・協働しながら、文化財を活かした授業研究や
教材研究を進め、その成果を蓄積・共有することを期待いたします。

　教育外部評価を受けての対応等

・市内に残る貴重な文化財を後世に継承するため、児童生徒や市民を対象とした見学や体験事業
の拡充を目指す。併せて、新たな取り組みとして始めた文化財ボランティア事業を拡充すること
により、地域総がかりで文化財を守る取り組みを進める。また、指定されていない文化財などの
調査と評価を実施し、総合的な文化財の保存・活用事業を目指す。
・埋蔵文化財の保護は文化財保護法の規定に基づいて、遺跡周辺の開発に伴う工事などに先立ち
発掘調査を行っているが、現地説明会の開催や出土品の展示・公開・整理作業・報告書刊行を通
して、発掘調査成果の市民向け周知を拡充する。また社会体験チャレンジや文化財ボランティア
に加え、発掘調査への市民参加機会の拡充を目指す。
・大間野町旧中村家住宅及び旧東方村中村家住宅は本市に残る文化的遺産を後世に継承するため
整備・公開しており、各種イベントを開催するとともに、社会科見学を始めとする市内・市外の
方の施設見学にも対応している。両施設の立地や特徴を再検証して、施設の新しい魅力の発見・
発信を目指す。
・子ども時代の体験が大人になっても記憶に残り、郷土に対する意識や愛着が長期的に文化財の
保存と活用に寄与すると考えられることから、引き続き小中学生への学習機会を提供するととも
に、学習指導要領の改訂を見据えつつ、学校教育との連携を進めていく。

　埼玉県立大学准教授　　森　正樹　氏 施策総合評価

①文化財の保存と活用 ②埋蔵文化財の保護
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　総合体育館をはじめとした体育施設の整備・充実や、施設の適切かつ効率的な管理運営に努め
ることで、身近な場所で気軽にスポーツ・レクリエーションに親しむことができる環境を確保
し、より多くの市民に、安全に、かつ安心して施設を利用していただく。

施策総合評価

①スポーツ・レクリエーション
施設の利用環境の向上

②総合体育館の利活用の促進

担当課所

　元鳩ヶ谷市教育長　　野口　淳一　氏

対象施策 スポーツ振興課

★　施設の充実と利用促進　3-3-(1)

【施策目標】

　市民が、年齢・体力に応じスポーツ・レクリエーションに親しむことは、体力・運動能力の向
上等の体の健康のみならず、身体を動かすことによる爽快感などの心の健康づくりにも大きく役
立つものである。また、スポーツを通じての他者との共同・交流は、思いやりや優しさなどの豊
かな心の育成や地域コミュニティーづくりにも大きく貢献できるものと考える。このことから、
幼少期から生きがいを求める高齢者までの幅広い年代層を対象とする生涯スポーツの一層の推進
を図る意義は大変大きなものがある。休日の学校の校庭や体育館から響く元気な声、グラウンド
ゴルフに興じる人々、朝夕のウォーキングやランニング、市のトレーニング施設や市民プールで
汗を流す人、和気藹々とテニスに興じる人々等々、市が保有する屋内外の体育施設の利用は大変
活発であり、各種スポーツ・レクリエーションに汗を流す市民の姿から運動・スポーツへの関心
の高さ・高まりを強く感じている。生涯スポーツを志向する多くの市民が身近な場所で気軽に安
全に、かつ安心して運動・スポーツに親しみ楽しむために、市内の各体育施設の整備・充実を図
り、適切かつ効率的な管理運営に努めることは、運動・スポーツへの意欲や関心を一層高める意
味からも大変重要な視点の一つである。担当課では、常に利用者である市民の目線に立ち、利用
者の声に耳を傾け、よりニーズに合った方向を探りながら事業を進めている姿勢は大いに評価で
きる。また、老朽化した施設を始め各施設に目を配り、市民がより安全に安心して運動・スポー
ツを楽しむことができ環境づくりに努力されていることに心から敬意を表するものである。市民
の利用ニーズと限られた既存施設の調整、限られた予算等々、課題はあるものの今後とも利用者
の目線に立った各施設の整備・充実や施設予約システムの管理運営に努めることを期待したい。

③地域体育館の利用促進

④屋外体育施設の利活用の促
進

⑤市民プールの利用促進 ⑥学校体育館施設の活用

⑦自然を活用したレクリエー
ション施設の整備と検討
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　越谷市の管轄する各種の屋外体育施設の利用が年間57万人に及んでいます。市民球場で運動公
園競技場でのリーグの試合観戦の機会も設けられました。このように、越谷市のスポーツ振興施
策は市民が主体的に体を動かすことは勿論、有志としてのボランティア活動、応援や観戦などの
多様な参加機会を生活文化に創出していることが、高く評価されます。今後も、こうした裾野の
広い地域のスポーツ文化振興の取り組みに期待いたします。
　ところで近年、健康志向の高まりの中、ウオーキングを趣味とする市民の方々を多くお見かけ
します。日中、お仕事をしている方は｢夜間｣に歩くことが少なくありません。また、シニア世代
の方も多いです。河川の堤防沿いにある遊歩道では、夜間の照明が少なく、設置されていない区
間もあります。防災施策としての保守管理を第一に考えつつも、市民がより安全に利用できる遊
歩道の環境整備(照明の設置等)をお願いいたします。
　また、市内の体育館の中には築50年以上の建物もあります。こうした施設の今後について、市
民の利用実態やニーズを踏まえた今後の計画が検討されることと思われます。その際には、ス
ポーツ振興のご担当に加えて、学校教育や防災施策の部署、高齢の方や障害のある方のバリアフ
リー化に関する福祉施策の担当部署等、領域横断的な検討と計画を進めてくださることを期待い
たします。

④屋外体育施設の利活用の促
進

⑤市民プールの利用促進 ⑥学校体育館施設の活用

⑦自然を活用したレクリエー
ション施設の整備と検討

　いつしか、電車を降りて駅の改札を出ると目の前に民営のスポーツクラブがある、という光景
がありふれたものになってきた。勤務先の大学でも、学生が集まってスポーツ・レクリエーショ
ン活動をしようと思うと、民営の施設を借りることが多くなってきている。そのような状況が現
出してきている今日においても、多くの公共スポーツ施設を有し、市民がスポーツやアウトドア
のアクティビティに親しむ機会を設けるべく努められていることにまずは敬意を表したい。
　評価調書を拝見すると、施設の老朽化に触れている箇所が複数見受けられる。どのような施設
であっても、竣工から一定期間が経てば老朽化が目立ち始め、修繕の必要が生じるのは必然であ
る。一方、修繕をしようにも使える財源が限られてしまうという状況も今日では全国数多の自治
体で見聞することである。そうした課題に本市も直面していることを私も改めて実感している。
　委員を仰せつかっている他の会議で申し上げたこととも重なるが、ひとつ付言をすれば、施設
の利用者アンケートでもっと｢辛口｣の意見を聞く工夫ができればよいのではないかと考える。施
設の老朽化を考えたときに、改善を求める利用者の声が多数集まっている方が早期の修繕の必要
性はみえやすい。勿論、施設の老朽化に限った話ではないが、利用者の｢辛口｣の意見を受け取る
ための工夫が今以上になされるとよいのではないか。早急な老朽化対策を打つに当たっても、そ
うした声があればそれは大きな後押しとなるはずである。

　埼玉県立大学准教授　　森　正樹　氏 施策総合評価

①スポーツ・レクリエーション
施設の利用環境の向上

②総合体育館の利活用の促進 ③地域体育館の利用促進

④屋外体育施設の利活用の促
進

⑤市民プールの利用促進 ⑥学校体育館施設の活用

⑦自然を活用したレクリエー
ション施設の整備と検討

　文教大学准教授　　村上　純一　氏 施策総合評価

①スポーツ・レクリエーション
施設の利用環境の向上

②総合体育館の利活用の促進 ③地域体育館の利用促進
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　教育外部評価を受けての対応等

・生涯スポーツの充実に向けて、参加者個々の年齢や体力に応じたメニューの見直し・改善を図
りながら、継続的にスポーツ・レクリエーション活動に取り組める環境整備に努める。
・体育施設の老朽化対策については、市民が安心・安全に利用できるよう、今後も利用者や施設
管理者・現場職員の声を聞きながら、施設の適切な修繕・改修に努め、利便性の向上を図る。
・市内体育施設の利活用の促進については、東京2020オリンピック・パラリンピックの開催を間
近に控え、市民のプロスポーツへの関心が高まるなかで、総合体育館や市民球場、しらこばと運
動公園競技場などの市内体育施設を積極的に活用し、市民に親しみやすいスポーツ・レクリエー
ション活動機会の充実、プロスポーツのイベント・試合の誘致・開催に向けて引き続き取り組
む。
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 平成３０年度の評価結果 

階層 名称 教育内部評価
教育外部評価

（野口氏）

教育外部評価

（村上氏）

教育外部評価

（森氏）

施策の方向

施策 （２）指導内容の充実と指導方法の工夫改善 B+ B+ B+ A+

①指導内容・指導方法の改善 B B B A

②学力調査等の活用 B B B A

③教科用図書関連事業の推進 B A B A

施策の方向

施策 （６）学校給食の充実と食育の推進 B+ A- A+ A+

①栄養管理の充実 B A A A

②食に関する指導の充実 B B B A

③衛生管理の徹底 B A A A

④給食センター施設の管理 B B A B

階層 名称 教育内部評価
教育外部評価

（野口氏）

教育外部評価

（村上氏）

教育外部評価

（森氏）

施策の方向

施策 （５）図書館の充実 B+ A- B+ A+

①図書館機能の充実 B A B A

②図書館サービスの充実 B A B A

③図書館システムの活用 B A A A

④図書館文化活動の推進 B B B A

⑤子ども読書活動の推進 B B B A

⑥野口冨士男文庫の運営 B B A B

⑦図書館の適切な管理 B B B B

階層 名称 教育内部評価
教育外部評価

（野口氏）

教育外部評価

（村上氏）

教育外部評価

（森氏）

施策の方向

施策 （２）活動機会の充実 A- A- A+ A+

①多様な機会を活用した参加促進 A A A A

②スポーツ講習会等の学習機会の提供 A A A A

③子どもの健康・体力づくりの支援 A A A A

④成人の健康・体力づくりの支援 B B B A

⑤高齢者の健康づくりの支援 B B A B

⑥障がい者の健康づくりの支援 B B B B

⑦スポーツ観戦機会の充実 A A A A

主な取り組み

主な取り組み

　１　健康ライフスタイルづくりを支援する

主な取り組み

　１　自立して生きていくための基礎となる確かな学力を育む

主な取り組み

　２　自立して生きていくための基礎となる健康な心と体を育む

　１　生涯を通じた学習活動を推進する

（基本目標１）生きる力を育む学校教育を進める

（基本目標２）生涯にわたる学びを充実し、地域の文化を創造する

（基本目標３）生涯にわたりスポーツ・レクリエーションに親しめる環境をつくる
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B+

B B

A

B+

B B

B

　児童生徒個々の学習意欲の向上を図り、確かな学力を育み、「生きる力」を育てることは喫緊
の課題である。そのためには、日々の指導に当たる教職員個々の意識の高揚を図り、指導力を高
め、日々の授業の質を高めることが重要である。教育委員会では、このことを前向きに受け止
め、市内全校への小中一貫教育の研究委嘱や教科・領域の研究指定事業、学校訪問における指
導、国や県の学力調査結果の分析・活用等に工夫改善を加えながら課題解決に向け積極的に取り
組まれていることに敬意を表するものである。
　今学校は、ここ数年のベテラン教員の大量退職に伴い若手教員が非常に増えているのが現状で
ある。また、新学習指導要領の完全実施を間近に控えた今、指導内容の充実、指導方法の工夫改
善を図るチャンスと捉え、教職員個々の課題に応じた指導により指導力を育てていって欲しいと
願うものである。また、指導内容の充実と指導方法の工夫改善に大いに生かせる学力結果分析
シート、越谷スタンダード等の一層の効果的活用を働きかけてもらいたいと思う。
　また、公正性・透明性の高い教科書採択に向けて要項・要領を定め、工夫改善を加えながら事
業が遺漏なく進められていることについても高く評価するものである。調査委員の人選や採択事
務の煩雑さ等々、大変さは多々あると思うが、越谷市の地域・実情にあった採択が可能であり、
本事業が中堅・若手教員を育てる場として生かせること等々、メリットを生かした教科用図書の
採択となることを願うものである。

③教科用図書関連事業の推進

　新学習指導要領の完全実施を間近に控え、学校現場ではその対応に日々追われていることと拝
察する。小学校における外国語教育の充実・低学年化や「特別の教科　道徳」のスタート、「主
体的・対話的で深い学び」の実践など、速やかな対応が迫られ、かつ今日における喫緊の課題で
もある事項は枚挙に暇がないと言っても過言ではない状況になっているものと思われる。一方、
いわゆる「中1ギャップ」の解消や学力向上の必要性、教育施策全般における公平性・透明性の確
保等々、課題が山積していることにもまた真摯に向き合わなければいけない現状がある。
　こうした学校教育をめぐる今日の状況に鑑みるに、本市では様々な課題に対して的確に対応す
る態勢を整えているものと思われる。小中一貫教育の推進、学力調査の活用、保護者も選定委員
に加えるなど公平性・透明性確保に注力された教科用図書採択、いずれも今日の学校教育が直面
する課題、今日の社会が学校教育に特に要請することに的確に対応されたものといえる。
　一方、「教員の働き方改革」という言葉に象徴されるように、今日の学校現場が多忙化を極
め、早急な改善が求められているのもまた事実である。施策の量的充実化は一方で教職員の負担
増にも繋がりかねないものである。教職員に過重負担を強いないための目配りを念頭に置きつ
つ、各取り組みを引き続き進めていっていただければと願う次第である。

③教科用図書関連事業の推進

　文教大学専任講師　　村上　純一　氏 施策総合評価

①指導内容・指導方法の改善 ②学力調査等の活用

　自ら学び自ら考える力などの｢確かな学力｣の育成に向けて、国や県の学力調査等を活用し、指
導内容・指導方法の改善に努める。また、教科書の採択については、教育委員会の判断と責任に
より公正かつ適切に行う。

　元鳩ヶ谷市教育長　　野口　淳一　氏 施策総合評価

①指導内容・指導方法の改善 ②学力調査等の活用

【施策目標】

対象施策 担当課所 指導課・教育センター

★　指導内容の充実と指導方法の工夫改善　1-1-(2)
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A+

A A

A

　教育外部評価を受けての対応等

・指導内容・指導方法の改善については、研究委嘱・研究指定を核としながら、各小中学校及び
各中学校ブロックの実態やニーズに応じて指導主事が積極的に支援するとともに、優れた実践を
市内小中学校間で共有できるような取組を継続する。また、教員が９年間を見通した児童生徒の
成長を理解し、よりよい指導方法を身に付けるなど、資質向上を図れるよう訪問指導の充実を
図っていく。さらに、ホームページや学校だより等を活用することで、研究の取組や成果を保護
者・地域に向けて積極的に発信する。
・学力調査等の活用については、効果の高い取組を全教員で共有するため、児童生徒の学力の伸
びが見られる教員の取組について追跡調査を行う。指導主事が直接該当教諭から聞き取り、具体
的な手法や学習形態、学習活動についてまとめたものを校長会を通じて紹介する。また、研修会
等では参加者に有効な指導法を紹介したり、模擬授業を通して良さを実感してもらったりして、
指導方法の改善や指導技術の向上を図る。
・教科用図書の採択については、保護者及び有識者を委員とする選定委員会の設置及び会議の公
開により、公平性・透明性を確保してきた。今後は、本市の児童・生徒の実態に応じた教科用図
書を採択する過程を通して、教員一人一人が経験年数に関わらず、新学習指導要領の趣旨を理解
し、よりよい授業実践のための教材研究が進められるよい機会と捉え、各学校ごとの調査研究に
積極的に関われるような採択事務を実施していく。

　①研究委嘱・研究指定事業が非常に積極的に展開されています。こうした事業に基づく実践研
究が各学校単位で組織的に行われることで、先生方ひとりひとりが課題を共有し、探求的な態度
で日々の実践を工夫し創造することが期待されます。また、教職員の資質向上のために、多様な
研修の機会が用意され、指導主事の先生方によるきめ細かな訪問指導が行なわれています。今後
も、教師の専門性に「研修と研究」を明確に位置付けた取り組みを進めていただきたい。②全国
及び埼玉県学力学習状況調査の結果の分析、分析シートを活用した授業改善が行なわれていま
す。こうしたPDCAサイクルを実体験することは授業の質向上に繋がるとともに、教師の専門性開
発にも重要な意味を持つと考えられます。特に、情報を効果的に活用するスキルや、仮説検証的
な課題解決力です。③現在行われている各種の研修と研究の実態と成果については、児童生徒の
保護者に分りやすく情報提供することをお勧めします。越谷市の教育関係者が、よりよい教育実
践を探求する営みと努力を保護者に示すことは、教師の専門性への理解と信頼に繋がると考えら
れます。

③教科用図書関連事業の推進

　埼玉県立大学准教授　　森　正樹　氏 施策総合評価

①指導内容・指導方法の改善 ②学力調査等の活用
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A-

A B

A B

A+

A B

A A

　児童生徒の栄養補給を目的として戦後間もなくから始まった学校給食。経済成長や社会環境・
家庭環境等の変化に伴い、その目的も児童生徒の心身の健全な発育への寄与とともに、給食を教
材として活用し、食に関する指導の充実を図るということに変化してきている。朝食欠食、食物
アレルギー、多様なレトルト食品の普及拡大等々、社会の進展に伴う食に関する課題が山積する
なかで、児童生徒の健やかな体を育み健康生活を維持していくために必要な食についての指導
は、学校教育の中で重要な役割を担っていると考えている。教育委員会では、このことに真摯に
向き合い、課題克服のための様々な手立てを工夫しながら、学校給食の充実と食育の推進に積極
的に取り組んでいることは、大いに評価できる。特に、年度別に食育テーマを設定して献立や調
理法を工夫していること、児童生徒はもとより保護者も対象とした食に関するアンケート調査を
定期的に実施していることは、児童生徒や保護者の意識啓発や各家庭の食生活の見直し・改善に
向けて大きな成果を挙げているように思う。一方で、低年齢からの食生活習慣の乱れ、家庭の食
生活に対する意識格差の解消、教職員との連携を図った食べ物の好き嫌いを減らす指導や食事マ
ナーの指導、楽しい食事等への継続的な努力を期待したい。また、衛生管理や施設管理を徹底す
ることは、安全・安心な給食を提供する上で欠くことのできない重要な課題である。施設設備の
老朽化や備品の耐用年数等々、課題は尽きないと考える。今後とも、限られた予算の中で安心・
安全な給食の提供を念頭に計画的な修繕・交換などの工夫に期待したい。

　自己評価では「B」が並んでいた本施策であるが、相当厳しい自己評価をされているのではない
か、というのが率直な感想である。現状で考え得るほぼ最大限のご努力はされているのではない
か…と、私には感じられた次第である。
　まず、給食センター施設の管理のため、積極的に機器を整備されたことを高く評価したい。特
に、高価な真空冷却機の導入は大きな意義のあることであったと思われる。高価な機器の整備・
更新は一時に多額の予算を必要とするものである。全国どの自治体も決して財政的に豊かではな
いのが常となっている今日において、子どもの「食の安全」を確保するための施策にしっかりと
投資をされたことは素晴らしいことと考えられる。ハード面以外に目を向けても、テーマを絞っ
た食育の充実や的確な栄養管理のための工夫など、子どもたちの健康が給食を通じて増進される
ための取り組みが様々になされている。いずれも高く評価できることと思われる。
　今後の更なる展開可能性を考えるとすれば、食育は学校だけ・子どもだけで完結するものでは
ない、という点になるであろう。家庭での食育の充実も非常に重要であり、そのためには保護者
の理解が不可欠となる。保護者に向けた働きかけの強化もより検討されていくと、給食・食育の
より一層の充実が図れるのではなかろうか。そのことを最後に付言しておくことにしたい。

③衛生管理の徹底

　文教大学専任講師　　村上　純一　氏 施策総合評価

①栄養管理の充実 ②食に関する指導の充実

①栄養管理の充実 ②食に関する指導の充実

③衛生管理の徹底 ④給食センター施設の管理

④給食センター施設の管理

　児童生徒の健やかな体を育むために、衛生管理や食物アレルギー対応を徹底し、多様な食品の
組み合わせによる献立の研究に努めることで、安全で安心なおいしい給食を提供する。また、栄
養教諭等による学校訪問において効果的な指導方法等を検討し、学校給食を有効に活用して、食
に関する知識や食を選択する能力を身に付けさせ、生涯にわたって健康な食生活が実践できるよ
う食育を推進する。

　元鳩ヶ谷市教育長　　野口　淳一　氏 施策総合評価

【施策目標】

対象施策 担当課所 給食課

★　学校給食の充実と食育の推進　1-2-(6)
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A+

A A

A B

①栄養管理の充実 ②食に関する指導の充実

　教育外部評価を受けての対応等

・学校給食の根幹である給食の研究を行うとともに、給食を生きた教材として活用することが、
食に関する指導の充実に繋がっていくため、今後も継続的に年度別の食育テーマを設ける。
・食物アレルギーにおいては、学校給食だけでなく、学校生活の中で児童生徒のアレルギー全体
への配慮が必要と考えられるところから、アレルギー全般・保健分野を統括する学務課と連携を
図り、学務課作成の越谷市全体のアレルギー疾患に対するマニュアルの充実や給食食材のアレル
ギー情報の提供など今後も各課と情報を共有し、教職員全体への意識向上にも努めていく。
・児童生徒が正しい食事のあり方や望ましい食習慣についての知識を身につけられるよう、栄養
教諭を中心に、さらに食に関する指導の充実により食育を推進する。また、家庭での食育が必要
不可欠であることから、保護者への啓発活動もさらに行っていく。
・全給食センターの施設設備の老朽化が進んでいる中、衛生管理及び安全管理に配慮した管理運
営に努め、計画的に改修等を実施していく。

　給食を「生きた教材」と位置付け、栄養教諭や養護教諭の先生、関係機関や教育現場の先生方
と緊密に連携しながら、「食」に関する積極的かつ創造的な指導を展開されていることが分かり
ました。様々な機会を設け、家庭への積極的な啓発活動や情報提供を行っていることも評価され
ます。ただし、“欠食”の問題等の「食生活の改善」については、学校からの啓発活動では効果
に直結しない環境下にいる児童や生徒もいます。今後も、こうした課題の実態把握と各方面の関
係者の連携と協働によるアプローチが期待されます。
　安心安全な学校給食を提供するために、「学校給食衛生管理基準」に基づく徹底した点検と整
備及び検査が励行されていることが分かります。さらなる衛生管理の徹底を図るために、平成29
年度より新規に導入された、真空冷却器と新型冷蔵庫は十分な根拠と期待される効果があると思
われます。一方で、こうした新たな機材や設備の導入に伴い、従前の管理方法や作業手順及び調
理の環境が変わることで、また新たな課題が生じるかもしれません。さらに、調理の段階のみな
らず、給食センターから各学校への運搬や、各学校で供されるプロセスも含めて安全管理上のリ
スクは生じ得ます。これからも、さらなるシミュレーションと課題の検討を進めて頂きますよう
お願いいたします。

③衛生管理の徹底 ④給食センター施設の管理

　埼玉県立大学准教授　　森　正樹　氏 施策総合評価
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B⑦図書館の適切な管理

【施策目標】

　市民ニーズの多様化・高度化・専門化に積極的に応えるとともに、より身近で利便性の高い
サービスを提供していくため、情報化社会に対応するセンターとして、蔵書等の充実や図書館シ
ステムのさらなる改善を図る。また、各種講座・講演会、読書会などを開催し、市民文化の向上
を図るとともに、市民団体・ボランティア等との協力や、関連施設等との連携のもと、幅広い市
民の読書活動を推進する。

施策総合評価

①図書館機能の充実 ②図書館サービスの充実

担当課所

　元鳩ヶ谷市教育長　　野口　淳一　氏

対象施策 図書館

★　図書館の充実　2-1-(5)

③図書館システムの活用

④図書館文化活動の推進 ⑤子ども読書活動の推進 ⑥野口冨士男文庫の運営

　「生涯学習社会の実現をめざして」を基本理念に据え、教育行政を進める越谷市。読書セン
ター、学習センター、情報センターとしての機能を有する図書館は、生涯学習の拠点として重要
な役割を担っている。このことを念頭に市内１館３室は、それぞれの限られた立地条件やスペー
スの中で館内の配置を工夫したり、地域コミュニティづくりの場の設定や学習や読書に集中でき
る場の確保、椅子や掲示物のレイアウトの工夫など、市民にとって親しみやすい図書館、利用し
やすい図書館の運営に向けて努力されていることに心から敬意を表したい。また、多様化・高度
化・専門化する利用者のニーズの把握に努める中で、市民への直接・間接でのサービス提供、パ
スファインダーの窓口配布、自動貸出機の利用促進やインターネット予約等、図書館システムの
一層の推進、各種講座や講演の企画運営等々、アイディアを出し合い様々な施策に取り組まれて
いることは十分に評価されるものである。
　一方で電子機器やインターネットが普及発展し本離れ・活字離れが叫ばれる中、これをどう食
い止めていくかが大きな課題である。課題に対し、読書活動の入口にあたる乳幼児期からのおは
なし会や小学校低・中学年期の読み聞かせ、学校図書室との連携等を通じて本の楽しさを味わわ
せることに努力されている。このことは、想像力・創造性を高め、生涯学習の基盤づくりに繋が
るものと考える。今後とも地区センターや市民団体との一層の連携、ボランティアや指導者の育
成に努めるとともに、越谷市にゆかりの野口冨士男氏の周知等にも一層の工夫を期待したい。
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　蔵書の充実や適正化に併せて、パスファインダーの作成と配布、レファレンスサービスの充
実、各図書館(室)のネットワーク化、インターネット予約システム等、資料の配送サービスの取
り組み等、情報とサービスへのアクセスの利便性を図る取り組みが、より計画的・積極的に行わ
れていることが評価されます。さらに、古典文学や郷土史の講座や読書会等の文化的活動の拠
点、ホームページの充実など情報の発信基地として、創意工夫に満ちた事業展開も注目されま
す。さらに、図書館寄席や市民読書会等、市民の交流の場としての場と機会の提供においても重
要な役割を果たしています。こうした取り組みから、図書館が越谷市にとって欠くことのできな
い、社会的・文化的資源であることを再確認いたしました。また、「野口冨士男文庫」の運営に
関しては、今後もこうした越谷市ゆかりの作家の存在と功績を、今後も各種企画や市報等を通じ
て市民に情報発信して頂ければと思います。

・全国的に図書館での貸出数や書店数が減少している中、単に「本離れ・活字離れ」を理由とし
て「仕方がない」とあきらめるのではなく、「図書館は魅力ある利用したい施設」という認識を
持っていただけるよう、図書館サービスの充実についてさらに検討し、暮らしに役立つ市民の図
書館として各種施策に取り組むとともに、その周知に努める。
・本年は市制６０周年を記念して越谷市に関連する地域資料の活用と展示を行ったが、市民が地
域の歴史に触れる機会が増えるよう、今後も継続して行っていきたい。
・子ども読書活動の推進については、教育委員会の方針でもあり、今後も学校や地域との連携を
図りながら、すべての年代の子どもを対象とする事業を展開していきたい。まずは、青少年対象
の事業として、「中学生によるおすすめ本紹介」のコーナーを設置し、同世代の子どもが共感で
きる読書環境をつくっていく。
・野口冨士男文庫については、市内の大学と連携を図りながら運営し、様々な企画を通して市民
への周知を図っていく。

②図書館サービスの充実 ③図書館システムの活用

施策総合評価

③図書館システムの活用

⑦図書館の適切な管理

①図書館機能の充実 ②図書館サービスの充実

①図書館機能の充実

⑦図書館の適切な管理

④図書館文化活動の推進 ⑤子ども読書活動の推進 ⑥野口冨士男文庫の運営

　教育外部評価を受けての対応等

　文教大学専任講師　　村上　純一　氏

　埼玉県立大学准教授　　森　正樹　氏 施策総合評価

④図書館文化活動の推進 ⑤子ども読書活動の推進 ⑥野口冨士男文庫の運営

 もしかしたら、図書館という施設は、その姿がその地域の文化的水準を示すものなのかもしれな
い。書棚があり、そこに蔵書が並んでいるだけでは、図書館という施設は完成しない。文化活動
の場でもあり、地域の文化に人々が容易に触れられる場であり、そうした地域に根差した文化も
含めた幅広い教養に触れることを求めて集ってくる人々がいて初めて図書館は図書館として完成
するのかもしれない。今回のヒアリングを通じて、そのことを強く実感できたように思われる。
　内部評価ではどの項目も「B」評価が並べられていたが、厳しい姿勢で自己評価に臨まれたと感
じている。特に、図書館システムの活用や野口冨士男文庫の運営については成果指標がほぼ目標
値に達しており、現時点で十分な成果を上げられているとしても全く問題はないものと思われ
る。
　一点、本施策に関わって気になる点を挙げるとすると、各取り組みの成果を測る指標として設
定されているものの妥当性である。この段階で変更することが可能なものではないであろうが、
数値で測れることの限界もあってか、取り組みの全体像に比べ、評価指標は微細なところを気に
し過ぎている印象も項目によっては受けてしまう。「指標を気にし過ぎない」という姿勢も一方
では重要であるということを最後に付言しておくことにしたい。

- 114 -



A-

A A A

B B B

A

スポーツ振興課

★　活動機会の充実　3-1-(2)

③子どもの健康・体力づく
りの支援

④成人の健康・体力づくり
の支援

⑤高齢者の健康づくりの支
援

⑥障がい者の健康づくりの
支援

　スポーツ・レクリエーションに親しみ・楽しみながら健康寿命を伸ばし、市民相互のコミュニ
ケーションを高めることは、地域共生社会の実現に向けても大きな一翼を担うことができると考
えている。そのために、スポーツ・レクリエーションに親しむための環境づくり、興味・関心を
高めるための工夫・手立てを講じることは大変重要である。教育委員会では、常に市民・利用者
の声に耳を傾け、実施種目や活動の開催時間・開催場所等の見直し・改善を加えながら、より
ニーズに合った方向を探り事業を進めている姿勢は大いに評価できる。また、市内１３地区のス
ポレク推進委員会に委託・連携しての各種事業は、スポーツ・レクリエーションへの参加促進や
地域住民のコミュニティづくりに大いに寄与しているものと考える。
  市のトレーニングルームや市民プール、テニスコート、朝夕のウォーキング、市内各運動施設
の休日・夜間の利用は大変盛況である。各種スポーツに汗を流す市民の姿からも運動・スポーツ
への関心の高さを強く感じる。各年代層によりスポーツ・レクリエーションへの目的意識は異な
ることと思うが、社会変化を考えるとき、高齢者・障がい者に目を向けた手立て・事業を重視し
ていくことは益々重要になると考える。担当課では、各施設への出張講座を通じ、健康づくりの
支援に努めているが、個々の障がいの程度や年齢差・体力差に応じた運営、継続的な運動機会の
提供等々、課題も生じている。各施設との連携のもと、施設職員やボランティア等の育成に努
め、定期的・継続的な指導を委ねるような工夫も望まれる。また、総合体育館や市民球場等の誇
れる施設を生かしたトップレベルの競技の誘致を通し、観戦機会の一層の充実に期待したい。

⑦スポーツ観戦機会の充実

【施策目標】

　市民の多様化・高度化するニーズに応えるため、関係団体等と連携し、多様な活動機会の提供
に努めるとともに、市民の健康づくりを支援するため、子ども、成人、高齢者、障がい者など、
年齢や心身の状態にあわせた活動メニューの充実を図る。また、市民のスポーツに対する興味や
関心を一層高めるため、スポーツに関する総合的な学習機会や、トップレベルのスポーツを観戦
する機会の充実に努める。

施策総合評価

①多様な機会を活用した参
加促進

②スポーツ講習会等の学習
機会の提供

担当課所

　元鳩ヶ谷市教育長　　野口　淳一　氏

対象施策
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　埼玉県立大学准教授　　森　正樹　氏 施策総合評価

④成人の健康・体力づくり
の支援

⑤高齢者の健康づくりの支
援

⑥障がい者の健康づくりの
支援

　2020年の東京オリンピック・パラリンピック開催が間近に迫りつつある今日、人々のスポーツ
への関心も高まってきている。多くの人々にとってスポーツがこれまで以上に身近になっている
今日、その意識を「みる」に留めないための施策は非常に有意義であるといえる。
　越谷市では子ども向け、勤労者向け、高齢者向け、障がい者向けと対象を細かに分け、其々に
適したプログラムを提供できるような工夫がなされている。ひと口に「スポーツをする」と言っ
ても、その土台となる心身の発達段階や身体能力等々は年齢等によって異なってくるものであ
り、その目的も一様ではないことは往々にして考えられるところである。細かなニーズの違いに
対応しやすい工夫がなされているところは大いに評価できるところといえる。
　ただし、スポーツに親しむための環境整備は必ずしも市のみが担わなければいけないことでは
ない。今日では民営のスポーツジム・クラブも地域に充実してきており、スポーツイベントであ
れば、東京都も含めた近隣自治体で行われる大規模なイベントも少なくない。官民連携や他自治
体との連携も念頭に置きつつ、目下行われている諸施策を「一歩一歩」着実に進めていくことが
肝要であるといえる。

　文教大学専任講師　　村上　純一　氏

・スポーツ・レクリエーション活動機会の充実に向けて、市民（利用者）の声を取り入れて、実
施メニューの見直し・改善を図りながら、よりニーズに合った事業を進めていくために、官民の
関係団体、関係機関等と連携して多様な活動機会の提供に取り組む。
・市民の健康づくりの支援については、参加者の個々の年齢差、体力差に応じた運営、継続的な
活動機会の提供を図るため、これまで実施している出前講座について、施設職員やスポーツボラ
ンティアと連携し、自主的かつ継続的な講座運営を目指す。
・スポーツ観戦機会の充実については、東京2020オリンピック・パラリンピックの開催を間近に
控え、市民のプロスポーツへの関心が高まるなかで、総合体育館や市民球場、しらこばと運動公
園競技場といった市内体育施設におけるプロ野球やバスケットボール、卓球などのトップレベル
の試合を誘致することで、観戦機会のより一層の充実を図る。

②スポーツ講習会等の学習
機会の提供

③子どもの健康・体力づく
りの支援

施策総合評価

③子どもの健康・体力づく
りの支援

⑦スポーツ観戦機会の充実

①多様な機会を活用した参
加促進

②スポーツ講習会等の学習
機会の提供

①多様な機会を活用した参
加促進

⑦スポーツ観戦機会の充実

④成人の健康・体力づくり
の支援

⑤高齢者の健康づくりの支
援

⑥障がい者の健康づくりの
支援

　教育外部評価を受けての対応等

　スポーツ・レクリエーションの多様な機会が設けられ、多くの参加者を得ています。こうした
事業が市民のコミュニティ形成にも大切な役割を果たしていると考えられます。ところで、ス
ポーツ・レクリエーションの分野の施策に限らず、各事業には「開催人数」や「開催日数」等の
具体的目標が設定されています。「数値」による目標設定と実態把握は客観的な評価において必
要な手だてです。ただし、事業の意義や効果を測定する際には、情報の「量」としての側面だけ
でなく、｢質｣としての側面にも着目したいものです。既に実施されていることと思われますが、
例えば、参加者の方に聴き取り等を行い、各種事業への参加が生活にどのように位置づいている
のか、運動習慣にどう影響を与えているか等の情報が今後も必要と考えます。こうした検討は今
後の事業の発展的運営に貴重な示唆を与えてくれます。特に、子どもの健康・体力づくりの支援
については、“数値”に現れない情報の収集が重要です。子ども達がどのように身体活動に興味
を持ち動機づけられているのか、家庭環境や学校生活がどう影響しているのか等の考察を、今後
も継続して下さい。
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 平成２９年度の評価結果 

階層 名称 教育内部評価
教育外部評価

（佐々木氏）

教育外部評価

（東氏）

教育外部評価

（村上氏）

施策の方向

施策 （４）伝統文化を尊重し国際性を育む教育の推進 A- B+ A- A-

①小中学校における英語教育の推進と語学指導助手（ＡＬＴ）の活用 A B A A

②日本伝統文化推進事業の推進 A A A A

③国際理解教育の推進 B B B B

施策の方向

施策 （３）教職員の資質向上と研修環境の充実 B+ A- A- A-

①教職員研修の充実 B A A A

②人事評価制度を活用した目標達成 B B B B

③教育研究員および学校教育団体による研究の推進 B B A A

④地域の大学との連携 B A A A

⑤教職員の健康の維持と管理 B B B B

階層 名称 教育内部評価
教育外部評価

（佐々木氏）

教育外部評価

（東氏）

教育外部評価

（村上氏）

施策の方向

施策 （１）芸術文化活動の推進 B+ B+ A- B+

①市民との連携による発表機会の充実 B B A B

②越谷コミュニティセンターの利用促進 B B B B

階層 名称 教育内部評価
教育外部評価

（佐々木氏）

教育外部評価

（東氏）

教育外部評価

（村上氏）

施策の方向

施策 （１）組織の充実 B+ B+ A- B+

①活動団体への支援 B A A B

②総合型地域スポーツクラブに関する情報提供 B C B B

③スポーツボランティアの養成と登録 A B A B

主な取り組み

主な取り組み

　２　スポーツ・レクリエーション活動を支援する体制の充実を図る

主な取り組み

　１　自立して生きていくための基礎となる確かな学力を育む

主な取り組み

　３　信頼される、質の高い教育環境をつくる

　２　芸術文化活動を推進し、伝統文化を継承する

（基本目標１）生きる力を育む学校教育を進める

（基本目標２）生涯にわたる学びを充実し、地域の文化を創造する

（基本目標３）生涯にわたりスポーツ・レクリエーションに親しめる環境をつくる
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【施策目標】

対象施策 担当課所 指導課

★　伝統文化を尊重し国際性を育む教育の推進　1-1-(4)

　グローバル化に対応できる児童生徒の育成には、我が国の伝統文化に対する深い理解と、他の
国の文化を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与するという態度を養う教育が大切であることか
ら、日本の伝統文化を尊重し理解するための教育を推進するとともに、小中学校における英語教
育の充実や国際理解教育の推進に努める。

　元足立区教育長　　佐々木　一彦　氏 施策総合評価

①小中学校における英語教育の推進と語学指
導助手（ＡＬＴ）の活用

②日本伝統文化推進事業の推進

　児童・生徒たちに、我が国特有の文化の一つとしての日本古来の伝統文化を尊重し、理解する
ための教育を一層推進することは大切なことである。
　日本の伝統文化には、茶道・華道や筝曲、能、木遣り、お神楽、お囃子等々、様々なものがあ
るが、越谷市の場合、他市に誇れる日本文化伝承の館「こしがや能楽堂」があり、また優れた能
の演者がいるという利点を活かして、部活動やその他の体験・鑑賞の機会を通して、子どもたち
に日本の伝統文化への理解をさせていることは素晴らしいことである。
　一方、今日の多文化共生社会の中にあって、他国の文化を尊重し、互いに理解し合うといった
国際性を身につけさせるため、今や国際語となっている英語の習得教育と併せて国際理解教育を
進め、児童・生徒に「世界の中の日本」という認識の中で国際感覚を身につけさせることに留意
すべきである。
　英語教育については、平成32年度から実施される小学校での英語教育の導入等を踏まえ、ＡＬ
Ｔ（語学指導助手）の活用、外国語活動出前研修等、様々な施策を講じており、また、国際理解
教育については、海外への関心を高め、国際的視野の拡大、両市の友好関係の発展に寄与するた
め、姉妹都市キャンベルタウン市との生徒間交流など積極的に行っていることも評価に値する。
　なお、児童・生徒たちに対して英語教育を充実していくことに異論はないが、その前に、母国
語である国語力を育む日本語教育、とりわけ、表現力の向上についても一層留意すべきである。

③国際理解教育の推進

　①において、全小学校への外国語活動出前研修が2年間かけて全校で実施されている点は、充実
度が高い。新学習指導要領に対する準備が整いつつあると評価される。特に、指標にもなってい
るALTの活用に関しては成果が上がっている。他方、小学校の教職員が主導的に授業をする点に関
しては、自己評価が高いとは言えず、今後の研修の充実が求められる。小学校現場からの不安に
的確に対応していく仕組みの構築、施策が工夫されるようにしたい。
　②の「日本文化伝承の集い」は、部活動やクラブ活動中心ではあるが、児童生徒の貴重な発表
の場になっており、子どもたちの満足度も高い。保護者の参加も多く、高い評価に値する取り組
みである。ただし、小学校の参加にばらつきがあるようなので、その点をどのようにするのかが
検討課題だと言える。「子ども能楽劇場」については、小学校6年生のすべての児童が参加する取
り組みである点に意義がある。ただし、体験できる児童生徒の数に限りがあるために、体験満足
度の数値は高くならないとのことであった。体験の内容と質を検討し、全児童が参加している実
感がもてるような場になると、より高い評価になると考える。
　③については、着実な取り組みがなされており、2020年東京オリンピックに向けての基盤づく
りになっていると評価される。

③国際理解教育の推進

　埼玉県立大学教授　　東　宏行　氏 施策総合評価

①小中学校における英語教育の推進と語学指
導助手（ＡＬＴ）の活用

②日本伝統文化推進事業の推進
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　文教大学専任講師　　村上　純一　氏 施策総合評価

①小中学校における英語教育の推進と語学指
導助手（ＡＬＴ）の活用

②日本伝統文化推進事業の推進

　教育外部評価を受けての対応等

・平成32年度の新学習指導要領の全面実施に向けた取り組みとして、小学校の教員を対象とした
外国語活動出前研修については一定の成果があったが、小学校5･6年生の外国語科および3･4年生
の外国語活動については、教材の提供を含めて未確定な要素も多く、年間指導計画の作成等の課
題が残っている。今後、国の動向を見据えながら、指導体制の準備に向けて学校と一体となって
準備を進めていく。また、今後予定されている大学入試の改革を見据え、民間の英語検定試験に
ついても積極的に活用できるような取り組みについても検討する。
・日本伝統文化推進事業については、本市の特色であるこしがや能楽堂や人材を活用した取り組
みを推進しているが、子ども能楽劇場以外の活動は部活動およびクラブ活動が対象であることか
ら、今後、総合的な学習の時間を活用するなど、伝統文化に対する理解深める体験活動について
も研究を進める。
・国際理解教育については、2020年の東京オリンピック･パラリンピックに向けて、児童生徒の国
際感覚を磨き、国際社会で活躍する人材としての基礎を築くことができるよう、小学校における
外国語活動および外国語、中学校における外国語の授業と日常生活における異文化交流などを有
機的に結びつけるような取り組みを推進する。

　グローバル化が進み、2020年には東京オリンピック・パラリンピックの開催も控える中で、子
ども・若者の国際性を育むこと、世界を知るための土台として自国の伝統文化を知りそれを尊重
する姿勢を育むことの重要性は従前にも増して高まってきているといえる。
　越谷市では英語教育や国際理解教育の推進、伝統文化推進事業が重点的な取り組みとして進め
られているが、いずれも平成32年度末までを期間として掲げられた目標値が既に達成されつつあ
り、進捗状況は総じて良好といえる。特に、英語教育におけるALTや伝統文化推進における外部指
導者の積極的な活用、姉妹都市との密な交流など「今ある資源を最大限に活用する」姿勢（ALTや
外部指導者といった人材を「資源」と称することが適切か、という問題が一方ではあるが）や、
こうした教育を行うにあたって子どもの体験活動を重視している点は大いに評価できる点と考え
られる。
　一方、これらの取り組みは必ずしも学校教育の中で完結するものとは限らず、また子どもだけ
が学ぶものでもない。社会教育などにおける類似の取り組みとの連携が今後はさらに望まれると
ころであり、その意味では、既に達成されつつある現下の取り組み指標に満足することなく、さ
らなる高みを目指していく姿勢も期待されるところである。伝統文化推進事業に関して言えば、
茶道や華道、箏曲、神楽といった、ある意味「伝統文化と言ったときに誰もが容易に想像できる
もの」のみが学び伝えるべき「伝統文化」に当たるわけでは決してない。「伝統文化」という概
念の一層の広がりも今後に向け期待されるところといえよう。

③国際理解教育の推進
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　元足立区教育長　　佐々木　一彦　氏

対象施策 学務課・教育センター

★　教職員の資質向上と研修環境の充実　1-3-(3)

③教育研究員および学校教育
団体による研究の推進

④地域の大学との連携

【施策目標】

　社会の変化に的確に対応した教育指導の実現をめざし、教職員の資質や指導力を高めるための
研修等を一層充実するとともに、研修環境の整備を行う。また、市内小中学校と市内の大学との
交流を深めるなど、地域における教育力を十分に活用しながら、教職員の指導力の充実をめざ
す。

施策総合評価

①教職員研修の充実
②人事評価制度を活用した目
標達成

⑤教職員の健康の維持と管理

担当課所

　埼玉県立大学教授　　東　宏行　氏

　今日、社会の変化に的確に対応した教育指導の実現を図る上で、教職員の資質や指導力を高め
ていくことは必須であり、そのためには、研修の充実や適切な人事評価が行われなければならな
い。越谷市では、この点を重視し、そのための研修環境の整備、人事評価制度の改善等、様々な
対応が行われていることについては高く評価できる。
　また、市内にある大学（文教大学、埼玉県立大学）との連携を深め、その協力を得ながら、大
学の教育力・総合力を活用して市内各学校の教育研究や児童・生徒の指導の充実を積極的に行っ
ており、この点も高く評価できる。因みに、文教大学は、私立大学として我が国初めて教員養成
を担った歴史と伝統があり、現在もなお教育力の育成を特色とする大学であるところから、今後
とも当大学の教育資源を大いに活用すべきである。
　一方、教職員の健康管理については、近時、教職員の職務量の拡大による心身にわたる負担の
増大や保護者を含めた地域の教育クレーマーへの対応によるストレスなど、これらのために、心
身の健康を損ねるケースが多発している。そのためには、教職員の職務範囲の整理、他からの応
援体制の整備等の対応と同時に、定期健康診断、ストレス・チェック等、教職員の健康管理対策
の一層の充実を図る必要がある。

　研修、研究に関する①と③に関しては、中核市への移行や、法令改正という状況変化が激しい
中で、工夫しながらバランスよく取り組まれている。ミドルリーダーの育成、ベテラン教員の意
識の向上というねらいも的確であり、負担軽減への配慮を課題としている点は評価される。分か
りやすい研修計画の作成という課題にも自覚的に取り組みがなされている。今後、多様な研修の
全体構造がより明確になり、教職員に分かりやすいものになることが期待される。年次研修以外
の各種研修の充実度もかなり高いと思われるが、受講者のニーズに的確に応じられる工夫が求め
られる。その点で、教職員の自主的な研修を促進するための出前研修、オープン研修、自主研究
団体への助成は、更なる充実が期待される。自主研究団体の活動に関しては、助成対象が4団体で
あり、やや低調な印象を受ける。事務手続きの簡素化や研修時間の確保等、課題を整理して行け
るとよいと考える。
　②に関しては、評価者研修会として事例研修が実施されていることは適当な研修であると言え
る。質的な評価も含む多様な側面を加味した評価になるよう努力されている様子が伝わってく
る。難しい課題ではあるが、研修成果の蓄積をすすめて行けるとよい。
　④では地域の大学との連携が円滑に進んでいる点が特筆に値する。
　⑤では健康診断の未受診者がないように取り組んでいる点が評価される。他方、「総合的意
見」で述べたように、学校における働き方改革が提言される状況となった中、今後の課題・改善
の方策は検討が必要だと思われる。勤務時間や勤務環境に関する事項も含めた検討を考えたい。

施策総合評価

③教育研究員および学校教育
団体による研究の推進

④地域の大学との連携 ⑤教職員の健康の維持と管理

①教職員研修の充実
②人事評価制度を活用した目
標達成
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A B⑤教職員の健康の維持と管理

　文教大学専任講師　　村上　純一　氏 施策総合評価

④地域の大学との連携

　教育外部評価を受けての対応等

　今日、子どもをめぐる複雑で難解な問題が様々に現出しており、それは学校現場においても例
外ではない。SNS上も含めたいじめの問題や不登校、「子どもの貧困」など、教職員が日々の勤務
の中で最前線に立って対処に当たらなければならない問題は枚挙に暇がないと言っても過言では
ない。一方、教職員の年齢構成をみると昨今は若手の増加が目立ち、こうした難しい問題・課題
の解決に尽力するための力も含めた総体的な資質向上とそのための研修環境の充実は今日の学校
教職員をめぐる喫緊の課題であるといえる。
　現在の越谷市の取り組みを見たとき、主な取り組みはいずれも目安として掲げられた指標を達
成できており、十分な成果が上げられているといえる。教職員の目線で考え、「現場第一」で施
策に取り組まれている姿勢は大いに注目されるところである。他自治体で行われている施策を積
極的に参照する姿勢も特筆すべきものといえよう。
　一方、これは必ずしも現在の越谷市に限定される課題ではなく、むしろ全国規模で考えなけれ
ばいけない問題かもしれないが、増え続ける課題に対して研修の機会や内容もまた膨らみ続け、
それが教職員にとって小さくない負担になっているのもまた事実である。過酷な勤務環境を少し
でも改善するためには、今後は研修の取捨選択も重要になってくるものと思われる。教職員の心
身の健康は学校全体の健全な環境にも繋がり、それが最終的には子どもが安心して学べる環境に
繋がっていく。そうした環境を維持していくためにも、今後は目下行われている研修を時宜に応
じて「減らす」勇気も持ちながら、教職員の資質向上に一層励まれることを期待する次第であ
る。

・教職員の資質向上と研修環境の充実にあたり、県が作成する育成指標に対応した教員研修計画
を作成し、各段階で身に付けるべき資質・スキルを明確にする。また、県および県内中核市、教
職員支援機構と連携し研修内容の精選を図り、教職員のニーズに合った的確な研修を企画する。
・人事評価制度については、各学校の目標が達成され公正な評価が行われるよう、今後も教育委
員会で人事評価者研修会を実施していく。また、被評価者の納得度が高まるよう、今後も研修内
容を見直し、市内管理職の評価事例を基にした協議や、達成状況面談の模擬演習等を取り入れ、
評価者の評価技術を高めるためのより実践的な研修を設定していく。
・自主研究団体の活動については、助成事業を小中学校に積極的に周知し、教職員の研究意欲の
向上を促す。
・大学との連携については、市内の大学に教職員研修を公開することにより小中学校と大学・学
生が｢なりたい姿｣、｢身に付けるべきスキル｣を共有し、教員の養成・育成の一体化を図る。
・教職員の健康が保持できるように今後も教職員定期健康診断やストレスチェックを実施してい
く。教職員健康診断は、未受診者が無いように今後も引き続き指導をしていく。

②人事評価制度を活用した目
標達成

③教育研究員および学校教育
団体による研究の推進

①教職員研修の充実
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担当課所 生涯学習課

　元足立区教育長　　佐々木　一彦　氏 施策総合評価

　埼玉県立大学教授　　東　宏行　氏

　優れた芸術に身近な場所で接することができ、自主的に文化活動に参加できる環境を整えるた
め、日頃の芸術文化活動の成果を発表する機会を充実するとともに、市民の自主的な文化活動を
支援し、活気ある文化のまちづくりを進める。また、芸術文化活動の拠点施設として越谷コミュ
ニティセンターを積極的に活用し、様々な分野における優れた芸術文化に接する機会を提供す
る。

①市民との連携による発表機会の充実

　①については「川のあるまち」は、他市町村と比較して、越谷市ならではの特徴のある冊子で
ある。ジュニア・学生のコーナーがあることで、多世代の文化が1冊の冊子に凝縮されており、
「かわ」を軸として文化の波紋を広げている様子は特筆に値する。グローバル化時代に、地域市
民の自主的な参加や文化的環境を支援する仕事は、大変に困難な中、貴重な冊子が発行されてい
る。一方、美術展覧会、市民文化祭ともに出品数、来場者数が、やや減少傾向である点は気にな
る点である。こうした数字は、日程や天候にも左右されることから、単年度で評価するのではな
く、しばらく状況把握をしながら、数年間の推移で評価し課題を見極めて行くことが適当であ
る。
　②に関しては、コミュニティセンターが指定管理者への委嘱によって運営されていることか
ら、「指定管理者の評価」に委ねたい。教育委員会の事務という点で見た場合に、稼働率等の数
値だけでなく、どのように活用されているのかといった視点で、利用実績について評価する視点
も大切にしたい。ジャンル別の実績、自主事業のタイプ（型）別実績等のデータを評価してみる
と、今後の施策のあり方を検討する資料になる。自主事業の充実はもちろんのこと、17本あった
共催・後援事業の充実にも期待したい。

②越谷コミュニティセンターの利用促進

　人々の心を癒すと同時に、創造心を掻き立てる芸術文化活動は、私たちの生活にとって掛け替
えのない存在であり、それには、優れた芸術に身近な場所で接することができ、自主的に文化活
動に参加できる環境を整えることが大切である。
　市としては、活気ある文化のまちづくりを推進するためには、日頃の芸術活動の成果を発表す
る機会を充実するとともに、市民の自主的な文化活動を支援することが必要である。
　現在、越谷市では、多くの市民の参加・参画により、市民文化祭、美術展覧会（市展）といっ
た催しのほか、文化総合誌「川のあるまち－越谷文化」の発行など、様々な活動が活発に行われ
ていることは頼もしき限りである。
　次に、越谷コミュニティセンターの活用であるが、同センターは越谷市の芸術文化活動の拠点
施設として、市民に様々な分野における優れた芸術文化に接する機会を提供しており、現在、公
益財団法人「越谷市施設管理公社」にその管理を委託し、9割近い稼働率で運営されている。
　なお、次いでながら、敢えて付け加えさせて頂くならば、現在の「越谷コミュニティセン
ター」という名称を、同センターの役割・機能から見て、「越谷総合文化センター」とした方が
適当と考える。何となれば、越谷市におけるコミュニティセンターとしての機能は、実質的に
は、中央市民会館や市民活動支援センターで行っているところから、現在の「越谷コミュニティ
センター」と紛らわしい感があるからである。

①市民との連携による発表機会の充実 ②越谷コミュニティセンターの利用促進

施策総合評価

【施策目標】

対象施策

★　芸術文化活動の推進  2-2-(1)
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　芸術文化活動は、市民の豊かな生活のために必要不可欠な要素である。芸術に触れ、文化に親
しむことは人々の視野を拡げ、世界を拡げ、心を豊かにする。豊かな心をもつ人々が暮らすまち
には盛んな芸術文化活動あり、そう言ってもよいくらい、芸術文化活動は市民の日常生活の豊か
さと直結するものであるといえる。
　現在、越谷市にはそうした芸術文化活動を支える多くの施設がある。市民にとって恵まれた環
境がしっかりと維持されているとともに、たとえば『川のあるまち』に多くの市民の作品が寄せ
られているように、市の活動を支える主体、市の芸術文化活動の主役として市民が活躍する舞台
も多数用意されている。特に、子どもが活躍できる機会の豊富さは特筆すべきものであるといえ
る。
　こうした状況を踏まえ、もう1ランク上の芸術文化活動として、今後はさらに市民が主役として
参画できる場面を増やし、活動の企画・立案の段階から市民が中心となって支えていく活動が展
開されることが期待される。一方、施策の目標達成に向けた取り組み指標に関しては、必ずしも
掲げたその数値にこだわり過ぎないこともまた肝要であるように思われる。越谷市の芸術文化活
動は、現状でも量的に十分なものがあるといえる。今後は「量」以上に「質」を追求するという
姿勢で一層の発展が図られることを望みたい。

・｢川のあるまち―越谷文化｣については、地域性の高い冊子の品質を維持しつつ、冊子のさらな
る周知を図るため、ＰＲ方法を工夫するなど販売の促進に向けた取り組みについて検討を行う。
・｢越谷市美術展覧会｣、｢越谷市民文化祭｣については参加者の増加を図るべく、電子申請を取り
入れるなど市民が参加しやすい環境を整備していく。また、多くの来場者を呼び込むため、事業
のポスターやチラシの配付先を見直したり、ＳＮＳ等を活用したＰＲ方法を工夫するなど検討し
ていく。
・越谷コミュニティセンターについては、利用実績の分析や利用者アンケートの結果等により市
民のニーズを把握し、指定管理者との連携を密にし、施設の管理運営に活かしていく。
・越谷コミュニティセンターの名称がその役割・機能から見て紛らわしいとのご指摘について
は、現在のところ改称に向けた検討は行っていないが、今後、事務を進めるうえで参考とさせて
いただく。

　教育外部評価を受けての対応等

　文教大学専任講師　　村上　純一　氏 施策総合評価

②越谷コミュニティセンターの利用促進①市民との連携による発表機会の充実
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対象施策 担当課所 スポーツ振興課

　元足立区教育長　　佐々木　一彦　氏

　埼玉県立大学教授　　東　宏行　氏

　市民のスポーツ・レクリエーション活動を推進するため、活動団体への支援や、スポーツボラ
ンティアの養成などを通して、スポーツ・レクリエーション活動を支える組織の充実に努める。

施策総合評価

①活動団体への支援
②総合型地域スポーツクラ
ブに関する情報提供

施策総合評価

【施策目標】

★　組織の充実　3-2-(1)

①活動団体への支援
②総合型地域スポーツクラ
ブに関する情報提供

③スポーツボランティアの
養成と登録

③スポーツボランティアの
養成と登録

　越谷市は、今から43年前の昭和49年に「スポーツ・レクリエーション都市宣言」を行って以
来、スポーツ・レクリエーションを市政における重点的な行政分野として、現在もなお、更なる
充実を図って数々の施策を推進しており、その点については、市民の誰もが高く評価していると
ころである。
　その中で、市民のスポーツ・レクリエーション活動をより活発化するため、体育協会、レクリ
エーション協会、各地区スポーツ・レクリエーション推進委員会等の活動団体との連携・協働は
不可欠であり、越谷市として、これらの活動団体への補助金・助成金等の支援等を含め、その活
動を支える組織の充実を図るとともに、市から非常勤公務員として任命されているスポーツ推進
委員の活用などを積極的に進めることは重要な要素である。
　また、スポーツ・レクリエーション大会や各種スポーツイベント等の運営には、多くの市民の
協力が必要であるところから、スポーツボランティアの養成は不可欠の課題である。越谷市で
は、平成24年度からスポーツボランティア制度を発足させ、市民のスポーツ・レクリエーション
活動を支援する体制の充実を図っており、今後とも、スポーツボランティアの登録者数の拡充を
含め、一層積極的に推進すべきと考える。
　一方、国が推進している「総合型地域スポーツクラブ」の更なる増設を進めていく必要があ
る。総合型地域スポーツクラブは、地域住民が日常的にスポーツ活動を行う拠点として、生涯ス
ポーツ社会の実現に寄与することはもとより、地域の子どものスポーツ活動の受け皿としての効
果、スポーツ活動を通じた家族のふれあいや世代間交流による青少年の健全育成、地域住民の健
康の維持・増進、地域教育力の再生など、様々な役割を期待されている。
　越谷市の場合、現在のところ、クラブ登録数が1件に過ぎず、今後、既存のスポーツ活動団体や
地区スポーツ・レクリエーション推進委員会等の役割分担との調整を図りながら、その数を増や
していく努力が必要である。

　①に関しては、活動団体への支援は補助金の交付とスポーツ・レクリエーション推進委員のお
願いが主な実績となっている。各活動団体において、極めて多様な活動が行われていることが評
価される。内容面では、駅伝競走大会や元旦マラソン等で、参加者の安全を考慮したコース変更
を実施する等の成果があった。今後の課題として、自主事業への支援に関して、内容面と制度面
の両面について、市民に分かりやすいものとしていく点があげられる。広範で多様な団体全てと
かかわる事業のため、様々な配慮があると思われるが、補助金交付以外の面での支援が見えやす
くするという課題が残る。まずは現状の支援における課題の整理をすることで、次への目標を持
ちやすくなるのではないかと思われる。
　②の統合型地域スポーツクラブに関しては、平成28年度の登録数が1件で、4年後の平成32年度
の目標数が2件ということである。目標値の設定がこれでよいのか、検討を要する。または、この
取り組みそのものについての意義、越谷市における位置づけ等も整理することを検討してもよい
と考える。
　③に関しては、3つの取り組みの中では、相対的に積極的に進められており、重点的な取り組み
としての成果も出ている。今後の展開イメージに関しても、期待感を持てる内容になっている。
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・市民のスポーツ・レクリエーション活動をより活発化するためには、体育協会やレクリエー
ション協会、各地区スポーツ・レクリエーション推進委員会等をはじめとした各種団体との連携
は不可欠であることから、引き続き補助金・助成金等による支援を行うとともに、その他の支援
策についても活動団体と協議していく。
・総合型地域スポーツクラブについては、市には昭和50年より各地区に自治会や各種スポーツ団
体、小中学校等で組織されたスポーツ・レクリエーション推進委員会が設立されており、年間を
通して地区住民を対象としたスポーツ・レクリエーション事業に取り組んでいただいている。今
後、各地区スポーツ・レクリエーション推進委員会と総合型地域スポーツクラブの利点について
取り入れることが可能か協議していく。
・スポーツボランティアの養成と登録については、2020年の東京オリンピック・パラリンピック
を3年後に控え、オリンピック・パラリンピックの際のボランティアを見据えた登録制度の拡充を
図っていきたい。

　文教大学専任講師　　村上　純一　氏

　教育外部評価を受けての対応等

施策総合評価

①活動団体への支援
②総合型地域スポーツクラ
ブに関する情報提供

　「生涯学習社会」の概念も定着し、生涯スポーツ、生涯にわたるレクリエーション活動の重要
性も一層高まってくる中で、それらの活動に触れ合う機会や、そうした活動がより円滑に行われ
るための条件整備も一層重要さを増してきている。
　越谷市ではそうした活動団体への支援を積極的に行うとともに、今後より多くの市民がそうし
た活動に親しみ、積極的に関わる機会を増やすための取り組みも盛んに行われている。総合型地
域スポーツクラブやスポーツボランティアの情報提供なども着実に展開されているといえる。
　一方で、こうした活動に多くの市民が触れ合うことは重要なことであるが、特にスポーツボラ
ンティアなどでいえば、関わる人数の増加もさることながらそのリピート率の高さも昨今は注目
されているところである。スポーツ・レクリエーション活動の今後の推進・促進に関しては、そ
うしたリピート率の向上にも焦点を当てた取り組みが重要になってくるものと思われる。リピー
ターの増加はそのまま活動の地域への定着にも繋がってくる。活動に参加した人が1回目より2回
目、2回目より3回目…と思えるようなより一層の工夫が期待されるところである。

③スポーツボランティアの
養成と登録
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◇ 令和３年度教育委員会の事務に関する点検評価報告書（令和２年度対象）◇ 

 問い合わせ先                                

越谷市教育委員会 教育総務部教育総務課 

〒３４３－８５０１ 越谷市越ヶ谷四丁目２番１号 

電話：０４８－９６３－９２８０／ＦＡＸ：０４８－９６５－５９５４ 

発行年月：令和４年２月
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